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2026/8/20
・年度記載を更新

【要対応】
黄色ハイライト部分については
確定次第更新ください。
・説明会実施月

2026/9/21 間島
10月に実施は確定しているため、入力済み

【20260930 KPMG更新】
異議ございません。

【20260930 KPMG更新】
9/30(水)定例に向けて修正した箇所はフォント
カラーを紫色に変更し、紫色のワッペンにて修正事
項・確認依頼事項を記載しております。

20261019川原
全ページにおいて、赤字やハイ
ライト部分を通常表記に修正
しました。
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1. はじめに
本資料の目的及び説明内容

◼ 本資料は、小売電気事業者及び一般送配電事業者、配電事業者に容量市場における容量拠出金やその消費

税処理に対する理解を深めていただくことを目的としております。

◼ 本資料においては、容量拠出金に関する概要説明や算定方法、各事業者における業務や消費税の取り扱い等

についてご説明いたします。

説明会
開催目的

容量市場における容量拠出金
の位置づけや全体概要などの
説明

容量拠出金の概要説明

各事業者への容量拠出金の請
求額の算出手順の説明

容量拠出金の算定方法

容量拠出金に関する各事業者
における業務の説明

容量拠出金に関する
各事業者における業務

小売電気事業者及び一般送配電事業者、配電事業者に容量市場における容量拠出金やその消費税
の課税方針に対する理解を深めていただくこと

容量拠出金に関する消費税の
取り扱いに関する説明

消費税の取り扱い

読み上げ

2026/9/21 間島
冗長なので削除

【20260930 KPMG更新】
異議ございません。
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◼ 電気事業法上、小売電気事業者は、供給電力量（kWh）の確保のみならず、中長期的に供給能力（kW）
を確保する義務があります。

◼ 容量市場の創設後は、国全体で必要な供給力（kW価値）を、市場管理者である電力広域的運営推進機関
（以下「本機関」という。）が容量市場を通じて一括確保をすることとなり、本機関は、定款で規定された「容量拠
出金」として、小売電気事業者等からその費用を徴収します。

◼ よって、小売電気事業者にとって容量市場は、電気事業法上の供給能力確保義務を達成するための手段と位置
づけられます。

電気事業法

（供給能力の確保）

第二条の十二 小売電気事業者は、正当な理由がある場合を除き、そ
の小売供給の相手方の電気の需要に応ずるために必要な供給能力を
確保しなければならない。

２ 経済産業大臣は、小売電気事業者がその小売供給の相手方の電
気の需要に応ずるために必要な供給能力を確保していないため、電気の
使用者の利益を阻害し、又は阻害するおそれがあると認めるときは、小
売電気事業者に対し、当該電気の需要に応ずるために必要な供給能
力の確保その他の必要な措置をとるべきことを命ずることができる。

電力広域的運営推進機関 定款

（容量拠出金）

第５５条の２ 本機関は、一般送配電事業者、配電事業者又は小売
電気事業者たる会員に対し、容量市場における供給力の確保に係る拠
出金（以下「容量拠出金」という。）の納入を求めることができる。また、
本機関は、一般送配電事業者、配電事業者又は小売電気事業者た
る会員に対し、容量拠出金の未回収分を含めて又は追加して請求する
ことができる。

２ 本機関は、一般送配電事業者、配電事業者又は小売電気事業
者たる会員に対し、容量拠出金の額を算出するために必要な情報を求
めることができる。

３ 一般送配電事業者、配電事業者又は小売電気事業者たる会員は、
前項の規定による本機関の求めに応じ、必要な情報を提出しなければ
ならない。

（電力・ガス基本政策小委員会 制度検討作業部会 中間とりまとめ(平成30年7月)より抜粋）

1. はじめに
容量市場と容量拠出金について

読み上げ

2026/9/21 間島
広域機関 ⇒ 本機関へ修正

【20260930 KPMG更新】
本資料において、本ページは「電力広域的運営
推進機関」という単語の初出であることから、「電
力広域的運営推進機関（以下、「本機関」とい
う。）」という記載を追記しました。
今後のページにおいては、リード文において広域機
関に触れている個所を全て「本機関」に更新して
います。
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1. はじめに
容量市場全体における容量拠出金の位置づけ

◼ 本機関は、小売電気事業者等に容量拠出金を請求し、それを原資に容量提供事業者へ容量確保契約金額を
支払います。

◼ 本資料では、実需給期間中の容量拠出金対応についてご説明します。

◼ 実務にあたっては業務マニュアル 容量拠出金対応編※も合わせてご確認ください。

※ 業務マニュアル 容量拠出金対応編は、2026年10月13日～10月26日の期間で意見募集を実施しています。
https://www.occto.or.jp/iken/000773.html
ファイル名 『容量市場業務マニュアル 容量拠出金対応編（対象実需給年度：2027年度）（案）』

2026/8/20
・年度記載を更新

【要対応】
黄色ハイライト部分については
確定次第更新ください。
・業務マニュアル意見募集期間
・業務マニュアル（案）の公表
日および公表リンク

読み上げ

KPMG
更新案

【20260916 KPMG更新】
マニュアル冒頭の図に更新し、タイト
ルとリード文調整

広域機関
（市場管理者）容量提供事業者

他市場収益
(長期脱炭素電源オークション)

経済的ペナルティ

一般送配電事業者
配電事業者

小売電気事業者

容量確保契約金額
(メインオークション)

還付額 還元額

ペナルティ金額 還元額

容量拠出金

容量確保契約金額
(長期脱炭素電源

オークション)

【容量市場全体における容量拠出金の位置づけ】

2026/9/21 間島
本機関 ⇒ 定義含め、記載を修正

拠出金について説明するなら、個人的に1ポツ目は、拠出金を請
求して、確保金を支払うではなく、確保金を支払うために、拠出
金を請求の流れな気がする。このままにするなら、6スラのあとのこ
のページを持ってきてはどうか。かつこのページが一番最初は違和
感。

2026/9/21 間島
容量市場 業務マニュアル ⇒スペース不要

「意見募集用の案を公表しました」って変では？
意見募集用に案を作っているわけではなくて、意
見募集するから案なだけであって
「意見募集を開始しました」にしてください。

【20260930 KPMG更新】
ご指摘を踏まえ、文章を修正しました。

【20260930 KPMG更新】
ご指摘を踏まえ、スライドの配置を「1.はじめに
容量市場と容量拠出金について」の直後に移動
しました。
併せて、「電力広域的運営推進機関（以下「本
機関」という。）」という記載を、「本機関」という単
語の初出である「1.はじめに 容量市場と容量拠
出金について」に移動しました。

https://www.occto.or.jp/iken/000773.html
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2026年10月21日

1. はじめに
今後のスケジュール

◼ 実需給2027年度の容量拠出金に係る全体スケジュールは、以下のとおりです。
◼ 容量拠出金の説明会は、開催回の時点で内容を更新した説明資料を用いてご説明します。
◼ 業務マニュアルについて、2026年10月13日に意見募集を開始しました※1。 

項目 内容 スケジュール

容量拠出金仮請求額通知書

（年間総額）の発行※2

実需給2027年度分の容量拠出金
仮請求額通知書（年間総額）を発行

2026年12月頃

容量拠出金請求書の発行※2 確定した毎月の容量拠出金の
請求書を発行

2027年7月～

年次精算

(還元 又は 追加請求)
2029年2月頃予定

容量拠出金請求額通知書の発行※2 毎月の容量拠出金請求額
通知書を発行

2027年6月～

容量拠出金説明会

（対象実需給年度：2027年度）

小売電気事業者/一般送配電事業者/

配電事業者を対象に、

容量拠出金対応に係る説明会を実施

業務マニュアル
容量拠出金対応編の公表※1

実需給2027年度の
容量拠出金対応について記載

2026年10月13日～10月26日
意見募集中※1

容量提供事業者から回収した経済的ペナル
ティの還元や容量拠出金の回収額を一致させ

るための追加請求を実施予定

本日の説明会

2026/8/20
・年度記載を更新

※1 業務マニュアル 容量拠出金対応編は、2026年10月13日～10月26日の期間で意見募集を実施しています。
https://www.occto.or.jp/iken/000773.html
ファイル名 『容量市場業務マニュアル 容量拠出金対応編（対象実需給年度：2027年度）（案）』

※2 会員情報管理システムにて各帳票を発行後、発行した旨をお知らせするメールが送付されます（後述）。

【要対応】
黄色ハイライト部分については
確定次第更新ください。
・説明会日時
・業務マニュアル意見募集期間
・業務マニュアル（案）の公表
日および公表リンク

読み上げ KPMG
更新案

【20260916 KPMG更新】
・28年度より長期AXの年次リクアセ実施や、他市場
収益の還付の実施を踏まえると、現行の年次精算スケ
ジュールは非常にタイトであるため、28年度より年次精
算のスケジュールを1か月後ろ倒しにしたことから、以下
反映
・年次精算に係るスケジュールを全工程1か月後ろ倒し
としてボディを更新

2026/9/21 間島
広域機関 ⇒ 本機関へ修正

表1つ目の「2026年度」はいらない。
前ページと同様に、3ポツ目の記載を要修正

通り⇒ とおり

【20260930 KPMG更新】
修正いただいた箇所について、異議ございません。
３ポツ目の記載は「意見募集を開始した」旨を記
載する文章に修正しました。
併せて、※1の記載内容をP6と合致させました。

https://www.occto.or.jp/iken/000773.html
ファイル名 『容量市場業務マニュアル 容量拠出金対応編（対象実需給年
度：2027年度）（案）』

https://www.occto.or.jp/iken/000773.html
https://www.occto.or.jp/iken/000773.html
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2. 容量市場の概要
容量市場導入の背景及び概要

【容量市場導入の背景】

◼ 以下の目的を効率的に達成するために、容量市場を導入します。

➢ 電源投資が適切なタイミングで行われ、予め必要な供給力を確実に確保すること

➢ 卸電力市場価格の安定化を実現することで、電気事業者の安定した事業運営を可能とするとともに、電気料
金の安定化により需要家にもメリットをもたらすこと

【容量市場の概要】

◼ 容量市場では、電力量(kWh)ではなく、将来に必要となる供給力(kW)が取引されます。

◼ 容量市場とは、将来にわたる日本全体の供給力を効率的に確保するための仕組みで、発電所等の供給力を金
銭価値化し、多様な発電事業者等に市場へ参加いただくことにより供給力が確保されていきます。 

容量市場
(広域機関)

小売電気事業者等

発電事業者等

卸電力市場

kWh

￥

kWh

￥

kW

￥

kW
￥

容量市場により、将来の供
給力に対して容量確保契
約金額が支払われることが
約束されることで、電源の
新設やリプレースなど、実際
に電気が使用される実需
給期間に必要となる電源
や供給力への投資が促さ
れる。

小売電気事業者
一般送配電事業者

配電事業者

供給力に対する価値(kW価値)
に対する支払

実需給期間に
必要な供給力の確保

容量提供
事業者等

容量市場により、中長期
的な電気の供給力の確
保が継続的に図られるこ
とで、卸電力市場価格
(kWh)の安定化や、電
気事業者の事業運営の
安定化につなげていく。ま
たそれらにより電気を利用
する需要家にもメリットを
もたらしていく。

容量市場
(広域機関)

￥

読み上げ
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2. 容量市場の概要
容量市場の取引の流れ

◼ 容量提供事業者については、容量確保契約金額の交付や経済的ペナルティの発生・返金が取引として発生します。

◼ 小売電気事業者等については、容量拠出金の請求や、未回収分が発生した場合の追加請求、経済的ペナルティ
の還元が取引として発生します。

（小売電気事業者等）
小売電気事業者

一般送配電事業者

配電事業者

広域機関
(容量市場の市場管理者)

容量提供事業者

容量市場取引の概要

供給力(kW価値)
の提供・受領

需要家

【容量拠出金】

小売電気事業者等が支払う容量市場における供給力を確
保するための取引
【容量拠出金の追加請求(年次精算)】

小売電気事業者等の取引で生じた容量拠出金の未回収
分を、年次精算で小売電気事業者等へ追加請求することに
より総額を一致させるための取引
【還元(年次精算)】

容量確保契約金額の減少等および容量提供事業者のリク
ワイアメント未達成による経済的ペナルティ等を小売電気事
業者等の取引の総額に反映させるための取引

【容量確保契約金額】

容量提供事業者に対して、供給能力に対する価値(kW価
値)の対価を支払う取引
【経済的ペナルティ】

実需給前、実需給期間中において、リクワイアメントの未達成
に応じて容量提供事業者に科される違約金
【経済的ペナルティの返金】

実需給前に市場退出による経済的ペナルティを科された容量
提供事業者に対して、追加オークション開催有無に伴い、ペ
ナルティの返金を行う取引

読み上げ KPMG
更新案

【20260916 KPMG更新】
・還元について、長期AX分は小売り、一送にも還元す
ることから、「(小売電気事業者のみ)」の記載は削除
・本文中も「小売電気事業者等」に変更

2026/9/21 間島
アセスメントの結果 ⇒ リクワイアメントの未達成
にしてはどうか

2026/9/21 間島
受け渡し期間における、は不要では
未達 ⇒ 未達成にしてはどうか

【20260930 KPMG更新】
ご指摘いただいた通りに修正しました。

【20260930 KPMG更新】
異議ございません。

2026/10/14 齊藤丈典
一般送配電事業者への還元も含まれる一方で、
経済的ペナルティは一送への還元対象外であること
から、経済的ペナルティのみの記載を避けて一送へ
の還元対象である項目も記載するように見直し



9
3. 容量拠出金の概要
容量拠出金の全体像

◼ 容量拠出金とは、容量市場において供給力を確保するために、電気事業法に定める供給能力の確保の規定に
基づき、小売電気事業者等に拠出いただくものです。

◼ 2027年度以降に本機関の会員である小売電気事業者については夏季/冬季ピーク時kWシェア等に応じて、一
般送配電事業者、配電事業者については各エリアの需要に応じて容量拠出金を本機関から請求します。

◼ 容量拠出金を原資に、供給力を提供する容量提供事業者へ、本機関が容量確保契約金額を交付します。

発電事業者等

小売電気事業者
一般送配電事業者

配電事業者

容量拠出金の請求

容量拠出金の支払

容量確保契約金額の支払

容量拠出金の請求と容量確保契約金額の支払

市場管理者

2026/8/20
・年度記載を更新

読み上げ

2026/9/21 間島
2ポツ目の一部以外、何も新しい情報がないので、
不要な気がするが、、、

【20260930 KPMG更新】
削除について、弊社としては異議ございません。
■貴機関確認事項
メインAX側に本スライドの意図をご確認いただき、
不要であると判断いただけた場合は削除していた
だければと思います。

2026/10/16 西村
中身はないが、前後の関係性を踏まえて残し
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3. 容量拠出金の概要
(参考)既存の相対契約について

◼ 容量拠出金は、相対契約の有無等に関わらず、全ての小売電気事業者が算定の対象となります。

✓ 相対契約を締結している小売電気事業者は相対契約による支出に加えて、容量市場への支出が追加的に
発生します。

✓ 発電事業者等は相対契約による収入に加えて、容量市場で落札すれば、収入を追加的に得ることができるこ
ととなります。

◼ 既存の相対契約については、容量市場の趣旨を踏まえ、容量確保契約書の締結や実需給期間までに、適切に見
直される必要があると考えられます。

◼ なお、契約見直しを行う際の考え方※は、経済産業省の審議会で示されている既存契約の見直し指針をご参考に
してください。

広域機関
（容量市場）

小売電気事業者発電事業者等

既存相対契約の見直しに応じて
発電事業者等へ支払

容量拠出金容量確保契約金額

【相対契約を締結している場合の金銭の流れ】

※経済産業省 容量市場に関する既存契約見直し指針
https://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/electric/summary/regulations/pdf/kizonkeiyaku_youryou.pdf

見直し協議において、契約先電源の落札状況の把握が必要な場合は以下を参照ください。
(本機関HP) 相対契約の協議を目的とした容量市場に関する情報開示
https://www.occto.or.jp/various/capacity-market/jitsujukyukanren/jouhoukaiji.html

2026/9/21 間島
リンク先修正しました。

【20260930 KPMG更新】
更新内容に異議ございません。
ハイパーリンクを追加しています。

https://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/electric/summary/regulations/pdf/kizonkeiyaku_youryou.pdf
https://www.occto.or.jp/various/capacity-market/jitsujukyukanren/jouhoukaiji.html
https://www.occto.or.jp/various/capacity-market/jitsujukyukanren/jouhoukaiji.html
https://www.occto.or.jp/various/capacity-market/jitsujukyukanren/jouhoukaiji.html
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3. 容量拠出金の概要
請求・支払について① 月次スケジュールイメージ

◼ 容量拠出金の請求と支払の月次スケジュールは以下を予定しています。

4月（N月）を請求対象月とした場合、

→ 6月（N＋2月）の第10営業日までに容量拠出金の請求額通知書を発行します

→ 7月（N＋3月）の10日までに容量拠出金の請求書を発行します

→ 容量拠出金の請求書発行から1か月以内※にお支払いただきます

◼ 上記の月次スケジュールにて毎月の請求額通知・請求・支払のフローが進んでいきます。

■容量拠出金の月次スケジュール

4
月

5
月

6
月

7
月

8
月

9
月

10
月

11
月

▲6月第10営業日まで：容量拠出金請求額通知書の発行

▲～7月10日まで：容量拠出金請求書の発行請求対象月：4月

▲～8月9日頃※：容量拠出金支払期日

▲7月第10営業日まで：容量拠出金請求額通知書の発行

▲～8月10日まで：容量拠出金請求書の発行
請求対象月：5月

▲～9月9日頃※：容量拠出金支払期日

▲8月第10営業日まで：容量拠出金請求額通知書の発行

▲～9月10日まで：容量拠出金請求書の発行請求対象月：６月

▲～10月9日頃※：容量拠出金支払期日

・・・・

■容量拠出金の支払期日について
（本機関の定款より）

※： N+3月の10日に容量拠出金の請求書が発行された場合、N+4月の9日が振込期日となります。
発行される請求書に記載の「振込期日」の日までに、請求金額をお支払いいただきます。

読み上げ

2026/9/21 間島
好みで恐縮ですが、タイトルの「＿」をスペースにし
てほしい。次頁以降のタイトルも同様

【20260930 KPMG更新】
更新内容に異議ございません。
修正しました。
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9
月

11
月

【追加請求と還元(年次精算)】
容量拠出金の未回収分
（ ）が、調整不調電源に
科される経済的ペナルティ、実
需給期間中の経済的ペナルティ、
他市場収益の還付と、市場退
出によるによる経済的ペナルティ
（ ）を上回った場合は追加
請求が行われます（左図）。
一方で、容量拠出金の未回収
分（ ）が、調整不調電源
に科される経済的ペナルティ、実
需給期間中の経済的ペナルティ、
他市場収益の還付と、市場退
出による経済的ペナルティ
（ ）を下回った場合には還
元が行われます。

実
需
給
期
間
前
の

市
場
退
出
に
よ
る
減
少
等

2
月
頃

3. 容量拠出金の概要
請求・支払について② 年間スケジュールイメージ

7
月

8
月

9
月

10
月

11
月

6
月

9
月

10
月

11
月

市
場
退
出
に
よ
る

経
済
的
ペ
ナ
ル
テ
ィ

実需給期間中の
経済的ペナルティ（月次）

実需給期間前

◼ 4月（N月）を請求対象月とする容量拠出金は、７月（N＋3月）に請求書の発行が行われます。

◼ 容量確保契約金額に対して、経済的ペナルティや他市場収益の還付が生じた場合や、容量拠出金の未回収分
が発生した場合は、容量拠出金へ反映を行うため実需給年度の翌年度12月頃に年次精算を開始し、その翌々
月の翌年2月頃に、追加請求の場合は請求書を、還元の場合は支払通知書を送付し、当該実需給年度の容
量確保契約金額と容量拠出金それぞれの総額を一致させます。

容量拠出金の
未回収分が発生した場合＜容量拠出金：小売電気事業者等への請求書発行＞

＜容量確保契約金額：容量提供事業者への支払＞

調整不調電源に科される
経済的ペナルティ

2026/8/20
・調整不調電源に科される経
済的ペナルティの運用を反映

読み上げ

KPMG
更新案

【20260916 KPMG更新】
・28年度より長期AXの年次リクアセ実施や、他市場
収益の還付の実施を踏まえると、現行の年次精算スケ
ジュールは非常にタイトであるため、28年度より年次精
算のスケジュールを1か月後ろ倒しにしたことから、以下
の点を反映
・年次精算開始：12月に変更
・請求書・支払通知書の発行：2月

2026/9/18 西村
・左下の「調整不調電源に適用する減額」を削除して、
その右を「実需給期間前の市場退出による減少等」と
してください。2027年度は調整不調電源の減額とペナ
ルティが混在しますが、二つ記載があると事業者が混乱
するかもしれないためです。（2028年度分からは等も
削除します）
・図と右側の説明文に、他市場収益の還付も追記して
ください
・下の図に他市場収益の還付も追加してください

2026/9/21 間島
2ポツ目の当該年度という記載が、曖昧なので、
「当該実需給年度」にしてはどうか。

【20260930 KPMG更新】
タイトルのアンダーバーをスペースに変更

【20260930 KPMG更新】
ご提案いただいた通り修正しました。

経済的ペナルティ（年次）
他市場収益の還付

【20260930 KPMG更新】
ご提案いただいた通り修正しました。

2026/10/14 齊藤丈典
他市場収益の還付は翌年度5
月分で(翌年度10月に)支払い
のため、図を見直し
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2028年 2029年

3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

2027年度
3月分

容量拠出金

2027年度
年次精算

2028年度
11月分

容量拠出金

6/9
請求日

7/8
納入期日

2/10頃
支払通知書

請求書発行日

3/10頃
支払期日・
請求期日

12月中旬以降に通知
※還元額通知書・

追加請求額通知書

1/10頃
通知日

算定期間
差額を反映

12月1日
年次精算の算定開始

◼ 2027年度の年次精算は2028年12月1日の算定開始を予定しています。

◼ 以下の条件を満たす事業者を年次精算の対象とします。

✓ 2028年3月31日時点で会員であること
✓ 2027年度容量拠出金について2028年10月31日時点で滞納がないこと

◼ 年次精算の通知は、以下を予定しています。

2028年12月より算定開始、 12月中旬以降に還元額・追加請求額を通知
2029年2月10日頃に支払通知書又は請求書を発行（2028年11月分容量拠出金と合算）
2029年3月10日頃が支払期日又は請求期日

3/31
会員資格の

確認日

実
需
給
年
度

(

２
０
２
7

年
度
）
終
了

11月末頃
滞納額の
確認日

3. 容量拠出金の概要
請求・支払について③ 年次精算スケジュールイメージ（対象実需給年度：2027年度）

年次精算スケジュール（対象実需給年度：2027年度）

2026/8/20
・年度記載を更新
・年次精算スケジュールにおける
各曜日記載を削除

【要対応】
・年次精算スケジュールにおける
各日付について変更があれば
適宜修正ください。

読み上げ

【20260916 KPMG更新】
・28年度より長期AXの年次リクアセ実施や、他市場
収益の還付の実施を踏まえると、現行の年次精算スケ
ジュールは非常にタイトであるため、28年度より年次精
算のスケジュールを1か月後ろ倒しにしたことから、以下
反映
・リード文に年次精算スケジュールを記載
・年次精算に係るスケジュールを全工程1か月後ろ倒し
としてボディを更新

→★ご依頼：詳細な日付は修正いただきたい

KPMG
更新案

2026/9/18 西村
・緑字を更新しました

2026/9/21 間島
3ポツ目の「11月17日以降」は間違い
また、点線枠のとおりでしかなく、その一部を記載す
る必要がないので、修正。

2026/9/24 西村&間島
図の12/17頃も12月中旬に修正してください。

今回の資料が対象実需給2027年度向けなので、それに対し
て2028年度に実施する年次精算スケジュールに修正いただい
たが、昨年度の説明会資料では、2024年度に対する2025
年度実施の年次精算スケジュールを記載されている。対象実
需給2025,26年度に対する年次精算スケジュール（頃とぼか
して）を次ページに参考資料として、新規作成いただきたい。

【20260930 KPMG更新】
タイトルのアンダーバーをスペースに変更

【20260930 KPMG更新】
更新内容に異議ございません。

【20260930 KPMG更新】
ご指摘いただいた通りに修正しました。
次頁に2025, 26年度に対する年次精算スケ
ジュールを記載しています。

【20261002 KPMG更新】
更新内容に異議ございません。

【20260930 KPMG更新】
2028年は6/10が土曜日のため、2027年3月
分の拠出金の請求日を6/9・納入期日を7/8に
修正しました。
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2027年 2028年
3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

2026年度
3月分

容量拠出金

2026年度
年次精算

2027年度
10月分

容量拠出金

◼ 2025・2026年度の年次精算のスケジュールは以下のとおりです。

3. 容量拠出金の概要
（参考）請求・支払について③ 2025・2026年度の年次精算スケジュールイメージ

6/10
請求日

7/9
納入期日

1/10頃
支払通知書

請求書発行日

2/10頃
支払期日・
請求期日

11/17頃以降に通知
※還元額通知書・

追加請求額通知書

12/10頃
通知日

算定期間
差額を反映

11月1日
年次精算の算定開始

3/31
会員資格の

確認日

実
需
給
年
度

(

２
０
２
６
年
度
）

終
了

10月末頃
滞納額の
確認日

年次精算スケジュール（対象実需給年度：2026年度）

KPMG
新規作成

読み上げ

【20260930 KPMG更新】
対象実需給年度：2025・26年度の年次精算
のスケジュールイメージを追加しました。

【20261002 KPMG更新】
年次精算の算定開始を11/1に修正し、関連す
る日程も修正しました。

2026年 2027年
3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

2025年度
3月分

容量拠出金

2025年度
年次精算

2026年度
10月分

容量拠出金

6/10
請求日

7/9
納入期日

1/10頃
支払通知書

請求書発行日

2/10頃
支払期日・
請求期日

11/17頃以降に通知
※還元額通知書・

追加請求額通知書

12/10頃
通知日

算定期間
差額を反映

11月1日
年次精算の算定開始

3/31
会員資格の

確認日

実
需
給
年
度

(

２
０
２
５
年
度
）

終
了

10月末頃
滞納額の
確認日

年次精算スケジュール（対象実需給年度：2025年度）
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3. 容量拠出金の概要
年次精算の概要 容量拠出金の追加請求及び還元について

◼ 容量拠出金の追加請求（年次精算）※1,2は、容量拠出金の回収額をもとに請求年間総額を一致させるため、
小売電気事業者等へ容量拠出金の未回収分を追加請求する取引です。

◼ 還元は、容量提供事業者側の取引の総額と小売電気事業者等の取引の総額を一致させるための取引です。
（経済的ペナルティの徴収、他市場収益の還付額の支払い等で生じた差額を調整し、小売電気事業者等に配
分するもの）

◼ 容量拠出金の追加請求、還元とも毎月月次で実施するものではなく、対象実需給年度の取引終了後、一定の
時期に単年度分をまとめて、年次精算として実施するものとなります。

◼ 小売電気事業者等に請求する容量拠出金は、実需給期間前の容量確保契約金額の減少分を加味した金額
（①）であり、この容量拠出金請求額をもとに、容量拠出金の追加請求（②）、還元（③）が行われます。

※1 配電事業者の容量拠出金の追加請求が生じた場合は、一般送配電事業者及び配電事業者を対象として算定を実施
※2 小売電気事業者の容量拠出金の追加請求が生じた場合は、小売電気事業者を対象として算定を実施

容量確保契約金額
(実際交付額)

容量拠出金

交付年間総額 請求年間総額

容量確保契約金額
(実需給期間前) 容量拠出金

交付年間総額 請求年間総額

実需給期間前の
市場退出による減少等

還元
容量確保契約金額
(容量オークションの

約定結果)

実需給期間中の経済的ペナルティ

①

③

②

交付年間総額

実需給期間前の
容量確保契約金額の減少分

容量オークション後 容量拠出金請求開始前 年次精算時

市場退出時の経済的ペナルティ

再算定分
(追加請求)

調整不調電源に科される
経済的ペナルティ

2026/8/20
・調整不調電源に科される経
済的ペナルティ（1.5倍）を年
次精算時における還元要素と
して追加し、注釈を追記

読み上げ

【20260916 KPMG更新】
長期AXとしては、還元の対象に一送・配電事業者を
含むことから、以下更新
・リード文※3の削除
・リード文の小売電気事業者→小売電気事業者等に
変更

還元の例として挙げるものが経済的ペナのみの場合、
一送、小売りへの還元対象に含まれないことから、以下
更新
・リード文の還元の例として、他市場収益の還付の支
払いを追加
・ボディのうち還元の例をリード文に合わせて精緻化

KPMG
更新案

他市場収益の還付

長期脱炭素電源オークション
実需給期間中における

容量確保契約金額の減少

2026/9/18 西村
・左下の※4を削除しました
・図中の「調整不調電源に適用する減額」を削除
して、その右を「実需給期間前の市場退出による
減少等」としてください。
・※5の1.5倍の説明は不要だと思いますので削
除しました

2026/9/21 間島
図左の「メインオークション後」「メインオークション約定結果」って正し
い記載でしょうか。追加オークションもあるし、長期分もあるので、正
しくなければ、修正してください。

【20260930 KPMG更新】
タイトルのアンダーバーをスペースに変更

【20260930 KPMG更新】
更新内容に弊社としては異議ございません。

【20261002 KPMG】
定例会にて削除してよいとのことでしたので、削除
いただいたままとしています。

【20260930 KPMG更新】
特定のオークションではないことを示すため、「容量
オークション」に修正しました。2026/10/14 齊藤丈典

下図の右から2番目のうち「実需給期間中の市場
退出による減少」について、メインオークションと混在
しないように長期について、表現を見直し
長期の市場退出と記載した場合も、メイン側の取り
扱いについて波及するおそれもあるので、市場退出
の単語は使用しない表現に見直し
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3. 容量拠出金の概要
年次精算の概要 追加請求及び還元の具体的な方法

◼ 2027年度の年次精算における容量拠出金に係る還元金額及び追加請求金額は、2028年11月分の容量拠
出金の請求金額を合算して、支払若しくは請求いたします。

◼ なお、還元先や請求先が存在しない場合等、例外的なケースの対応方法については、以下のとおりです。

「還元金額」、「追加請求金額」及び「2028年11月分の請求金額」を
合算して支払金額あり

「還元額」及び「追加請求額」は「2028年11月分の請求金額」を合算
して請求金額あり

事業者の登録口座へ振込※1 月次の取引と同様に事業者に請求※2

※1 振込手数料は事業者負担となります。
なお、支払金額が少額で振込手数料を下回る場合、当該の支払金額は事業者への支払いを行いません。支払いを行わなかった金額は翌年度の年次精算で還元金額の総額
に合算して還元します(支払対象の事業者種別に応じて、小売電気事業者又は一般送配電事業者・配電事業者の還元額に加算し、還元の対象となる全ての事業者に還元)。

※2 当該の小売電気事業者等に2028年11月分の容量拠出金の請求が無い場合は、年次精算単体での請求書を発行します。

＜具体的な取引内容＞

状況 対応

還元先が存在しない場合
（2028年4月以降に脱退した会員等※3）

次年度の年次精算の還元の総額に加算する
（次年度の年次精算で事業者全体に還元）

請求先が存在しない場合
（2028年4月以降に脱退した会員等※3）

次年度の年次精算の追加請求の総額に加算する
（次年度の年次精算で事業者全体に追加請求）

請求しても納入されない場合
次年度の年次精算までに納入されない場合、次年度の年次精算の追加請求の総額に加算する
（次年度の年次精算で事業者全体に追加請求）

※3 当該の小売電気事業者等が会員である場合は、還元先あるいは請求先が存在するとして想定

＜例外的なケースの対応＞

2026/8/20
・年度記載を更新

読み上げ
KPMG
更新案

【20260916 KPMG更新】
・28年度より長期AXの年次リクアセ実施や、他市場
収益の還付の実施を踏まえると、現行の年次精算スケ
ジュールは非常にタイトであるため、28年度より年次精
算のスケジュールを1か月後ろ倒しにしたことから、以下
反映
・年次精算に係るスケジュールを全工程1か月後ろ倒し
としてリード文・ボディを更新

2026/9/18 西村
・一送にも還元が発生するので、「支払金額あり」の
場合、振り込みは小売電気事業者だけではない

2026/9/21 間島
通り ⇒ とおりに修正しました

※3ってなんの意味があるのしょうか。

【20260930 KPMG更新】
タイトルのアンダーバーをスペースに変更

【20260930 KPMG更新】
＜具体的な取引内容＞の対象を「事業者」に修
正し、メインAXと長期AXで対象が異なることを包
含する記載としました。

【20260930 KPMG更新】
更新内容に異議ございません。
■貴機関確認事項
カッコと※3の記載意図は「還元/請求先の存否=
会員であるか否か」という事実の明確化であり、個
別の個所の意図は、以下の通りだと推測します。
カッコ内
→還元/請求先が存在しないケースの例示として、
会員でなくなった場合が存在することを説明
※3
→会員である場合は還元/請求先が存在すること
を説明
記載意図については貴機関内でも確認の上、要
否を検討していただければと思います。

【20261002 KPMG更新】
マニュアルの記載の修正に合わせ、還元の対象を
明記する形で修正しました。
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◼ 容量拠出金の滞納が生じた場合、年次精算（追加請求）に関わらず、滞納を生じさせた事業者は市場管
理者に対して適切に支払うことが求められます。

◼ 年次精算（追加請求）を行った後に追加請求の対象となった滞納金額の支払いが行われたケースを想定し
た場合、毎年度に年次精算を行う仕組みとしていることから、滞納金額の支払いが行われた年度の年次精算
の総額に加算して還元します。

◼ なお、年次精算（還元）を行った後に、還元の対象とならなかった滞納金額の支払いが行われたケースを想定
した場合も同様に、支払が行われた年度の年次精算の総額に加算して還元します。

＜年次精算を行った後に追加請求の対象となった滞納金額の支払いが行われたケースの想定＞

2027年度
年次精算

2027年度
容量拠出金請求

2027年度

3月・・・9月8月7月6月5月4月

2028年度

請求 請求 請求 請求 請求 請求 ・・・ 請求

3月2月1月12月11月10月9月8月7月6月5月4月

未回収分

2029年度

・・・12月・・・3月・・・4月

2030年度

2029年10月頃
当該事業者からの

支払い

2029年度
年次精算

追加請求 還元

青：回収
赤：未回収

3. 容量拠出金の概要
年次精算の概要 年次精算後に滞納金額の支払いが行われた場合

年次精算スケジュール（対象実需給年度：2027年度）

2026/8/20
・年度記載を更新

KPMG
更新案

【20260916 KPMG更新】
・28年度より長期AXの年次リクアセ実施や、他市場
収益の還付の実施を踏まえると、現行の年次精算スケ
ジュールは非常にタイトであるため、28年度より年次精
算のスケジュールを1か月後ろ倒しにしたことから、以下
反映
・年次精算に係るスケジュールを全工程1か月後ろ倒し
としてボディを更新
・一部誤植と思われる部分（29年度だが日付が
2026/10となっている）を修正

→★ご依頼：詳細な日付、曜日は修正いただきたい

2029年3月頃
2027年度の

11月容量拠出金
支払期日

【合算して精算】

2026/9/21 間島
1,2ポツ目は冗長なので、一部削除

2026/9/21 間島
2028/3/10(金)ではなく、2029/3/10(土)か
年次精算スケジュールでは、明確な日付は記載し
ていないため、ここも頃にしてください。

【20260930 KPMG更新】
タイトルのアンダーバーをスペースに変更

【20260930 KPMG更新】
更新内容に異議ございません。

【20260930 KPMG更新】
ご提案いただいた通り修正しました。

2026/10/16 齊藤丈典
図の2030年度欄に記載の年次精算について、
「2029年度年次精算」が適切なので、修正
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3. 容量拠出金の概要
（参考）容量拠出金に係る各種帳票

◼ 容量拠出金に係る帳票は以下を予定しております。これらの帳票は本機関の会員情報管理システムを通じて発
行されます。

◼ 各帳票の書式、記載項目等は「4.容量拠出金に関する各事業者における業務」を参照ください。

帳票 内容 発行スケジュール

容量拠出金仮請求額通知書

（年間総額）

実需給期間の容量拠出金仮請求額
（年間総額）

が記載された通知書です

毎年12月頃発行予定

※2027年度分は2026年12月頃に発行

請求書
※通常の月次の容量拠出金

容量拠出金の請求額

が記載された請求書です

請求対象月をN月とした場合、

N＋3月の10日までに発行予定

※4月対象分は7月10日までに発行

容量拠出金還元額通知書

（年次精算）

容量拠出金に係る還元額

が記載された通知書です

実需給年度の翌年度12月頃発行予定

※2027年度分は2028年12月頃に発行

容量拠出金追加請求額通知書
（年次精算）

容量拠出金に係る追加請求額

が記載された通知書です

実需給年度の翌年度12月頃発行予定

※2027年度分は2028年12月頃に発行

容量拠出金請求額通知書
容量拠出金の請求額

が記載された通知書です

請求対象月をN月とした場合、

N＋2月の第10営業日までに発行予定

※4月対象分は6月第10営業日までに発行

実需給年度の翌年度2月頃発行予定

※2027年度分は2029年2月頃に発行

請求書
※右記の年次精算を踏まえ、請求となる場合

支払通知書
※右記の年次精算を踏まえ、支払となる場合

容量拠出金還元額通知書（年次精算）
に基づく還元額から、容量拠出金追加請
求額通知書（年次精算）に基づく追加
請求額及び容量拠出金請求額通知書に
基づく対象実需給年度の月次の容量拠出
金請求額を差し引いた金額が、正となる場
合は支払通知書、負となる場合は請求書

が発行されます

実需給年度の翌年度2月頃発行予定

※2027年度分は2029年2月頃に発行

い
ず
れ
か
の
帳
票
が

発
行
さ
れ
ま
す

2026/8/20
・年度記載を更新

KPMG
更新案

【20260916 KPMG更新】
・28年度より長期AXの年次リクアセ実施や、他市場
収益の還付の実施を踏まえると、現行の年次精算スケ
ジュールは非常にタイトであるため、28年度より年次精
算のスケジュールを1か月後ろ倒しにしたことから、以下
反映
・年次精算に係るスケジュールを全工程1か月後ろ倒し
としてボディを更新

2026/9/18 西村
・緑字を更新しました

2026/9/21 間島
実需給期間の翌年ではなく、
実需給年度の翌年度にしてください。
（翌々年も同様）

【20260930 KPMG更新】
ご提案いただいた通り修正しました。
「翌々年度」は「翌年度」の誤りであるため、こちら
も修正しました。

【20260930 KPMG更新】
更新内容に異議ございません。
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3. 容量拠出金の概要
（参考）容量拠出金に係る各種帳票の発行スケジュール

◼ 対象実需給年度：2027年度における各種帳票の発行スケジュールは、以下のとおりです。

実施時期 帳票 2026年度
2027年度

（実需給年度）
2028年度

実需給前
容量拠出金仮請求額通知書

（年間総額）

月次
(実需給
開始後)

容量拠出金請求額通知書

請求書

年次
(実需給
開始後)

容量拠出金還元額通知書
（年次精算）

容量拠出金追加請求額通知書
（年次精算）

請求書/支払通知書

＜対象実需給年度：2027年度＞

2026年12月頃発行

2027年6月～2028年5月
毎月発行

2027年7月～2028年6月
毎月発行

2028年12月頃発行

2028年12月頃発行

2029年2月頃発行

2026/8/20
・年度記載を更新

KPMG
更新案

【20260916 KPMG更新】
・28年度より長期AXの年次リクアセ実施や、他市場
収益の還付の実施を踏まえると、現行の年次精算スケ
ジュールは非常にタイトであるため、28年度より年次精
算のスケジュールを1か月後ろ倒しにしたことから、以下
反映
・年次精算に係るスケジュールを全工程1か月後ろ倒し
としてボディを更新
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4. 容量拠出金に関する各事業者における業務
容量拠出金に関する各事業者における業務の全体像

◼ 容量拠出金に関する各事業者における主な業務は、毎年12月に発行される容量拠出金仮請求額通知書（年
間総額）の確認、月次の請求書等の確認・支払に係る業務、年次精算に係る業務です。

◼ 本資料では、各帳票の確認手続を中心に説明いたします。実需給期間に係る業務の詳細は、業務マニュアル※を
ご参照ください。

2027年7月～2028年6月
（月次）

広域機関

小売電気
事業者

一般送配電
事業者

配電事業者

容量拠出金
仮請求額通知書
（年間総額）

の確認

容量拠出金
仮請求額通知書
（年間総額）

の送付

容量拠出金
請求額通知書

の確認

容量拠出金
請求額通知書

の送付

請求書の確認

請求書の送付

請求書に
基づく支払

容量拠出金還元
額通知書（年次
精算）・容量拠出
金追加請求額通
知書（年次精
算）の確認

容量拠出金還元
額通知書（年次
精算）・容量拠出
金追加請求額通
知書（年次精
算）の送付

支払通知書/
請求書の確認

支払通知書/
請求書の送付

支払通知書/
請求書に基づく

入出金

業務マニュアル※

における章・節

2026年12月
（年次）

2028年12月～2029年2月頃
（年次）

容量拠出金（仮算
定）の確認手続

容量拠出金の確認
手続

請求書・支払通知書の
確認手続

請求書に基づく支払
還元額の確認手続
追加請求額の確認手続

請求書・支払通知書の
確認手続

請求書に基づく支払
支払通知書に基づく入金
の確認手続

2.1 2.2 2.5 2.6 2.3 2.4 2.5 2.6 2.7

～～ ～～

2028年12月頃 2029年2月頃

※ 業務マニュアル 容量拠出金対応編は、2026年10月13日～10月26日の期間で意見募集を実施しています。
https://www.occto.or.jp/iken/000773.html
ファイル名 『容量市場業務マニュアル 容量拠出金対応編（対象実需給年度：2027年度）（案）』

【要対応】
黄色ハイライト部分については
確定次第更新ください。
・説明会日時
・業務マニュアル意見募集期間
・業務マニュアル（案）の公表
日および公表リンク

2026/8/20
・年度記載を更新

読み上げ
KPMG
更新案

【20260916 KPMG更新】
・28年度より長期AXの年次リクアセ実施や、他市場
収益の還付の実施を踏まえると、現行の年次精算スケ
ジュールは非常にタイトであるため、28年度より年次精
算のスケジュールを1か月後ろ倒しにしたことから、以下
反映
・年次精算に係るスケジュールを全工程1か月後ろ倒し
としてボディを更新

https://www.occto.or.jp/iken/000773.html
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4. 容量拠出金に関する各事業者における業務
各種帳票の発行

◼ 容量拠出金の請求額通知書・請求書等の発行は、本機関の会員情報管理システム（https://member-
occto.occto.or.jp/）を通じて行われます。

◼ 次頁以降で会員情報管理システムの操作方法について説明いたしますが、詳細は「会員情報管理システム取扱
マニュアル ～会員向け 容量市場関連編～」（https://www.occto.or.jp/various/kaiin/index.html）をご参
照ください。

容量拠出金
請求額通知書

容量拠出金 請求書
請求書

請求書番号 ：123456789012345-78

請求書発行日　 ：yyyy年mm月dd日

株式会社〇〇〇〇 御中

登録番号（適格請求書発行事業者）:T1234567890123 電力広域的運営推進機関

事業者コード:9999 登録番号（適格請求書発行事業者）:T6010005023758

〒135-0061

件名：〇〇〇〇〇〇〇 東京都江東区豊洲6-2-15

下記の通り請求申し上げます。 問い合わせ先

部署 ：〇〇部

電話番号 ：999-9999-9999

請求金額 (税込) ： E-Mail ：xxxxx@occto.or.jp

振込期日 ：

請求情報

1 2026年度9月分

2 2026年度9月分

3 2026年度9月分

4 2026年度分

支払情報

1 2026年度分

備考 税抜金額(円) 消費税額(円) 税込金額(円)

・ 以下の口座にお振込願います。なお、お振込の際の手数料につきましては、事業者様にてご負担願います。

三菱UFJ銀行

本店

普通預金

口座番号：2513226

口座名義：デンリョクコウイキテキウンエイスイシンキカン

・ 領収書は発行致しません。

・ 通知後xx営業日以内に誤りのある旨の連絡がない場合には記載内容のとおり確認があったものといたします。

・ 請求書のうち、取引対象欄に「*」がついているものは、軽減税率対象となります。

※ 上記口座へお振込時のご依頼人名（カナ）には、事業者コード（本帳票左上記載の4桁）、続いて空白1文字、貴事業者名（カナ）の順にご入力願います。貴事業者名（カナ）には、株式会社の場合は先頭に使う時 カ）や、

末尾に使う時 （カ　等、法人の略称をご入力願います。また、協同組合様、生活協同組合様の場合、カナ名称をそのままご入力願います。

例：1234  カ)〇〇〇〇〇〇　（事業者コード：１２３４　事業者名：〇〇〇〇）

(1/1)

10%対象 ¥5,000 ¥500 ¥5,500

合計金額 ¥5,000 ¥500 ¥5,500

不課税対象 ¥0 ¥0 ¥0

8%対象 ¥0 ¥0 ¥0

合計金額 ¥-100 ¥-10 ¥-110

合計 税抜金額(円) 消費税額(円) 税込金額(円)

8%対象 ¥0 ¥0 ¥0

10%対象 ¥-100 ¥-10 ¥-110

支払情報 税抜金額(円) 消費税額(円) 税込金額(円)

不課税対象 ¥0 ¥0 ¥0

10%対象 ¥5,100 ¥510 ¥5,610

合計金額 ¥5,100 ¥510 ¥5,610

請求情報

不課税対象 ¥0 ¥0 ¥0

8%対象 ¥0 ¥0 ¥0

税抜金額(円) 税区分 備考

ー 還元 2024/4/1-2025/3/31 xxxxxxxxxxxxxxx-xx ¥-100 10%

No. 実需給年度・対象月 エリア 取引対象 取引年月日 通知書番号

ー 追加請求 2024/4/1-2025/3/31 xxxxxxxxxxxxxxx-xx

税区分 備考

〇〇 容量拠出金 2026/9/1-2026/9/30 xxxxxxxxxxxxxxx-xx ¥2,000

¥100 10%

〇〇 容量拠出金 2026/9/1-2026/9/30 xxxxxxxxxxxxxxx-xx ¥1,900 10%

10%

〇〇 容量拠出金 2026/9/1-2026/9/30 xxxxxxxxxxxxxxx-xx ¥1,100 10%

5,500円 (税込)

yyyy年mm月dd日

No. 実需給年度・対象月 エリア 取引対象 取引年月日 通知書番号 税抜金額(円)

容量拠出金 請求額通知書

通知書番号 ：123456789012345-78

通知日 ：yyyy年mm月dd日

株式会社○○○○ 御中

事業者コード:9999 電力広域的運営推進機関

事業者区分：○○事業者 〒135-0061 東京都江東区豊洲6-2-15

問い合わせ先 部署 ：○○部

電話番号 ：xx-xxxx-xxxx

E-Mail ：xxxx@occto.or.jp

件名:○○○○○○○

1. 容量拠出金請求額（税抜）

容量拠出金請求額[円]

容量拠出金請求額(調整前)[円]

調整額[円]

備考：　xxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxx

小計[円]

2. 算定諸元情報(請求対象月分)

※１　請求対象月が4～9月の場合・・・［①：7月、②：8月、③：9月］

　　　　請求対象月が10～3月の場合・・・［①：12月、②：1月、③：2月］

※容量拠出金請求額に異議がある場合、xx営業日以内にメールにて異議申立を実施してください。

前年度ピーク託送契約kW[kW]

　※1

① xxx

② xxx

③ xxx

託送契約電力kW[kW] xxx

前年度ピーク時電力kW[kW]

　※1

① xxx

② xxx

③ xxx

容量拠出金算定対象エリア ○○

エリア別の負担総額[円] xxx

負担分の比率[%]

※小数点第3位を四捨五入した概算比率
xx.xx

10,000

10,000

9,500

500

読み上げ

2026/9/21 間島
リンク先更新

【20260930 KPMG更新】
更新内容に異議ございません。

2026/10/14 齊藤丈典
会員情報管理システムの画面イメージを差し替え

https://member-occto.occto.or.jp/
https://member-occto.occto.or.jp/
https://member-occto.occto.or.jp/
https://www.occto.or.jp/various/kaiin/index.html
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4. 容量拠出金に関する各事業者における業務
会員情報管理システムの操作方法 各種帳票の確認(1/2)

◼ 会員情報管理システムのメニューの「容量市場請求書等情報」をクリックし、「容量市場請求書等一覧」画面に遷
移します。

◼ 検索画面で実需給年度を入力、確認したい「帳票種類」をチェックし、「検索」ボタンをクリックします。

「容量市場請求書等一覧」画面イメージ

実需給年度を入力

確認したい「帳票種類」をチェック

「検索」ボタンをクリック

2027

2026/8/20
・年度記載を更新

【20260930 KPMG更新】
タイトルのアンダーバーをスペースに変更

2026/10/14 齊藤丈典
会員情報管理システムの画面イメージを差し替え
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4. 容量拠出金に関する各事業者における業務
会員情報管理システムの操作方法 各種帳票の確認(2/2)

◼ 検索結果一覧画面のうち、該当する帳票について内容の確認を行います。

◼ 請求書等列の「○」をクリックし、請求書のPDFを表示します。

「容量市場請求書等一覧」画面イメージ

⚫ 「○」をクリックすることで、ダウンロードフォルダにダウンロードされます。

⚫ 左端の「選択」列にチェックをつけて「選択したPDFをダウンロード」ボタンをクリックすると、「選択」列にチェッ
クが付いている請求書等を圧縮形式にてダウンロードすることができます。

「〇」をクリック

2027 2027/12/●●

2026/8/20
・年度記載を更新

2026/9/21 間島
通知日だけ2024は違和感があるので、2027にし
てください。

【20260930 KPMG更新】
タイトルのアンダーバーをスペースに変更

【20260930 KPMG更新】
ご提案いただいた通り修正しました。

2026/10/14 齊藤丈典
会員情報管理システムの画面イメージを差し替え

PC1234567890123-01
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4. 容量拠出金に関する各事業者における業務
容量市場口座情報等の会員情報管理システムへの登録

◼ 小売電気事業者、登録特定送配電事業者、一般送配電事業者及び配電事業者の方は、会員情報管理シス
テムに以下の情報を登録してください。
※未登録の場合は速やかに登録をお願いいたします。
➢ インボイス制度における適格請求書発行事業者の登録番号

➢ 年次精算において還元額が発生し、本機関から支払通知書が発行される場合※1に、当該金額を本機関から支払うための口
座情報※2※3

「容量市場口座情報等」画面イメージ

インボイス制度における適格請求書
発行事業者の登録番号

年次精算において還元額が発生し、
本機関から支払通知書が発行され
る場合※1に、当該金額を本機関か
ら支払うための口座情報※2※3

※1：年次精算(対象実需給年度X年度)に
おいて、追加請求額及び対象実需給年度
X+1年度の月次の容量拠出金請求額の
合計額が、還元額を上回る場合は請求書
を、追加請求額及び対象実需給年度
X+1の月次の容量拠出金請求額の合計
額が、還元額を下回る場合は支払通知書
を、本機関から発行します。

※2：「口座名義カナ」「債権代表者振込名義
カナ」に入力可能な文字は下記のとおりです。

半角カナ（小文字を除く)、半角濁点・半
濁点、半角英大文字（A～Z）、半角数
字（0～9）、半角スペース、半角記号 4 
種類（ （ ） -〔ﾊｲﾌﾝ〕 .〔ﾋﾟﾘｵﾄﾞ〕 ）

半角カナ小文字（ツ・ヤ・ユ・ヨ等）は利用
できないため半角カナ大文字で入力してくだ
さい。

※3：登録口座は当座預金口座又は普通預金
口座としてください。

KPMG
更新案

【20260930 KPMG更新】
制度詳細説明会の同一スライドをベースに修正
■貴機関確認事項
弊社には画面イメージの画像がないため、画像の
差替えは貴機関にて実施していただけないでしょう
か。

2026/10/14 齊藤丈典
会員情報管理システムの画面イメージを差し替え

2026/10/16 西村
野間さんのコメントを踏まえて、黄色ハイライト部分
追記
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4. 容量拠出金に関する各事業者における業務
会員情報管理システムの操作方法 容量市場口座情報等の登録

◼ 容量市場口座情報等の登録にあたって、新規に会員を申請する場合と既に会員登録をしている場合で登録
手順が異なります。

◼ 詳細は、 「会員情報管理システム取扱マニュアル ～会員向け 容量市場関連編～」
（https://www.occto.or.jp/various/kaiin/index.html）をご参照ください。

１．加入(仮)申請時に届いたメールに記載されたURLへア
クセスします。

２．メールに記載された「加入申請受付番号」と、加入仮申
請で入力した「管理者①メールアドレス」を入力し、「再
表示」ボタンをクリックします。

３．加入仮申請で入力した内容が表示されます。

４．必要に応じて仮申請時の入力情報の変更、及び、「容
量市場口座情報等」の欄に①インボイス制度における
適格請求書発行事業者の登録番号、及び、②還元
額が発生した場合に返還する口座情報を入力します。

５．「本申請」ボタンをクリックします。

１．メニューの「会員情報変更」をクリックし、「会員情報変
更申請一覧」画面に遷移します。

２．「会員情報変更申請一覧」画面で「新規申請」ボタン
をクリックします。

３．「容量市場口座情報等」の欄に①インボイス制度にお
ける適格請求書発行事業者の登録番号、及び、②還
元額が発生した場合に返還する口座情報を入力します。

４．「変更」ボタンをクリックします。

新規に会員を申請する場合の登録手順 既に会員登録をしている場合の登録手順

2026/9/21 間島
リンク先更新

【20260930 KPMG更新】
タイトルのアンダーバーをスペースに変更

【20260930 KPMG更新】
更新内容に異議ございません。

https://www.occto.or.jp/various/kaiin/index.html
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4. 容量拠出金に関する各事業者における業務
容量拠出金仮請求額通知書（年間総額）に係る業務

◼ 容量拠出金（仮算定）の確認手続について、本資料では、業務マニュアル※の「2.1.1 容量拠出金仮請求額
通知書（年間総額）の確認」について説明いたします。

◼ 本機関が実需給前年度12月頃に会員情報管理システムにて「容量拠出金仮請求額通知書（年間総額）」を
発行後、事業者に容量拠出金仮請求額通知書（年間総額）が発行された旨のメールが送付されます。事業者
はメールを受領後、会員情報管理システムにアクセスし、帳票の内容を確認してください。

◼ 実需給2027年度に係る容量拠出金について、2026年12月頃に容量拠出金仮請求額通知書（年間総額）
を発行予定です。

◼ なお、当該仮請求額通知書は、2026年12月時点で入手可能な諸元を用いた概算金額をお知らせすることを目
的としており、2027年7月以降の実際の請求額とは計算方法が異なることにご留意ください。（P.64参照）

節 容量拠出金（仮算定）の確認手続2.1

小売電気
事業者

一般送配電
事業者

配電事業者

広域機関
START

容量拠出金
仮請求額通知書
(年間総額)の送付

容量拠出金
仮請求額通知書
(年間総額)の確認

END

2.1.1

凡例 業務の流れ

実需給前

メール通知

【要対応】
黄色ハイライト部分については
確定次第更新ください。
・説明会日時
・業務マニュアル意見募集期間
・業務マニュアル（案）の公表
日および公表リンク

2026/8/20
・年度記載を更新

読み上げ

2026/9/21 間島
何回もこの※は不要では？
リード文と下の※は削除してください

2026/9/21 間島
3ポツ目のリード文から一部削除

【20260930 KPMG更新】
更新内容に異議ございません。

【20260930 KPMG更新】
ご提案いただいた通り修正しました。
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4. 容量拠出金に関する各事業者における業務
容量拠出金仮請求額通知書（年間総額）の記載項目と確認観点

実需給前

◼ 容量拠出金仮請求額通知書（年間総額）を出力後、容量拠出金仮請求額等の記載項目を確認してください。

◼ 本通知書はエリア別に発行されるため、複数エリアで小売事業をしている事業者には、そのエリア数に応じて発行さ
れます。本通知書の金額は税抜となります。

セクション 記載項目 確認観点
1.容量拠
出金仮請
求額

容量拠出金
仮請求総額[円]

通知対象事業者の容量拠出金負担額(年額)が記載されています
小計と一致していることを確認してください

容量拠出金仮請求額
(年額)(調整前)[円]

11か月分の容量拠出金仮請求額（月額）と容量拠出金仮請求額（最終月額）を合計した
金額となっていることを確認してください

調整額[円] 備考欄の記載内容を踏まえた調整額の金額が記載されていることを確認してください

備考 実需給前年度の当該エリアの夏季ピーク時電力kWを記載（P61-62参照）

小計[円] 容量拠出金仮請求額（年額）（調整前）と調整額を合計した金額となっていることを確認してく
ださい

容量拠出金仮請求額
(月額)[円]
実需給年度4∼2月

通知対象事業者の容量拠出金負担額(月額)が記載されています
容量拠出金仮請求額(月額)は、負担額(月額)に負担分の比率(有効数字16桁)を乗じることで
算定されます。請求額は小数点以下の値を四捨五入します。ただし、算定諸元情報に記載されて
いる負担分の比率はパーセント表記での小数第3位を四捨五入した概算比率であることにご留意く
ださい

容量拠出金仮請求額
(最終月額)[円]
実需給年度3月

通知対象事業者の容量拠出金負担額(最終月額)が記載されています
容量拠出金仮請求額(最終月額)は、負担額(端数調整月)に負担分の比率を乗じることで算定
されます。請求額は小数点以下の値を四捨五入します。ただし、算定諸元情報に記載されている
負担分の比率はパーセント表記での小数第3位を四捨五入した概算比率であることにご留意くださ
い

2.算定諸
元情報

容量拠出金算定
対象エリア

対象のエリアであることを確認してください

負担総額[円](年額) エリア別の容量拠出金負担総額(年額)が記載されていることを確認してください

負担総額[円](月額)
実需給年度4∼2月

エリア別の容量拠出金負担総額(月額)が記載されていることを確認してください

負担総額[円](端数調
整月)実需給年度3月

エリア別の容量拠出金負担総額(最終月額)が記載されていることを確認してください

負担分の比率[％]
※パーセント表記での小
数点第3位を四捨五入し
た概算比率

小売電気事業者：通知対象事業者の配分比率が記載されていることを確認してください
一般送配電事業者・配電事業者：通知対象事業者の配分比率が記載されていることを確認し
てください。
なお、負担分の比率が0.00％であっても、容量拠出金仮請求総額が0でない場合があることにご
留意ください

前年度夏季ピーク時電
力kW[kW]

通知対象事業者の実需給前年度の夏季ピーク7～9月の各月の最大需要発生時(1時間)にお
ける電力使用量（送電端）kWが記載されています

読み上げ

2026/8/21 西村
・仮請求額通知書のキャプチャ
を更新
・記載項目を追加
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4. 容量拠出金に関する各事業者における業務
容量拠出金請求額通知書に係る業務

◼ 容量拠出金の確認手続について、本資料では、業務マニュアルの「2.2.1 容量拠出金請求額通知書の確認」に
ついて説明いたします。

◼ 容量拠出金請求額通知書は、4月（N月）を請求対象月とした場合、6月（N＋2月）の第10営業日までに
発行予定です。

◼ 本機関が会員情報管理システムにて容量拠出金請求額通知書を発行後、事業者に容量拠出金請求額通知
書が発行された旨のメールが送付されます。事業者はメールを受領後、会員情報管理システムにアクセスし、帳票
の内容を確認してください。

節 容量拠出金の確認手続2.2

小売電気
事業者

一般送配電
事業者

配電事業者

広域機関 START
容量拠出金

請求額通知書
の送付

容量拠出金
請求額通知書

の確認
END

異議の
有無

無2.2.1

容量拠出金
請求額通知書
の異議申立有

異議申立の対応

容量拠出金
請求額再算定
結果の確認

2.2.2 2.2.3

凡例 業務の流れ

月次
(実需給開始後)

メール通知 メール送付 メール通知

【要対応】
黄色ハイライト部分については
確定次第更新ください。
・説明会日時
・業務マニュアル意見募集期間
・業務マニュアル（案）の公表
日および公表リンク

2026/8/20
・年度記載を更新

読み上げ

2026/9/21 間島
リード文と下の※は削除してください

【20260930 KPMG更新】
ご提案いただいた通り修正しました。
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4. 容量拠出金に関する各事業者における業務
容量拠出金請求額通知書の記載項目と確認観点

月次
(実需給開始後)

◼ 容量拠出金請求額通知書を出力後、容量拠出金請求額等の記載項目を確認してください。

◼ 本通知書はエリア別に発行されるため、複数エリアで小売事業をしている事業者には、そのエリア数に応じて発行さ
れます。本通知書の金額は税抜となります。

セクション 記載項目 確認観点

1.容量拠出
金請求額

容量拠出金請求額
[円]

通知対象事業者の容量拠出金負担額(月額)が記載されています
小計と一致していることを確認してください

容量拠出金請求額
(調整前)[円]

容量拠出金請求額（調整前）は、エリアの負担総額に負担分の比率（有効数字16桁）を乗じること
で算定されます。請求額は小数点以下の値を四捨五入します。ただし、算定諸元情報（請求対象月
分）に記載されている負担分の比率はパーセント表記での小数第3位を四捨五入した概算比率である
ことにご留意ください。

調整額[円] 備考欄の記載内容を踏まえた調整額の金額が記載されていることを確認してください

備考 記載内容を確認してください

小計[円] 容量拠出金請求額（調整前）と調整額を合計した金額となっていることを確認してください

2.算定諸元
情報(請求対
象月分)

容量拠出金算定
対象エリア

対象のエリアであることを確認してください

エリアの負担総額[円] エリア別の容量拠出金負担総額(月額)が記載されていることを確認してください

負担分の比率[％]
※パーセント表記での小
数点第3位を四捨五入し
た概算比率

小売電気事業者：
・通知対象事業者の配分比率(概算)が記載されていることを確認してください
一般送配電事業者・配電事業者：
・通知対象事業者の配分比率(概算)が記載されていることを確認してください
なお、負担分の比率が0.00％であっても、容量拠出金請求額が0でない場合があることにご留意ください

託送契約電力kW[kW] 対象実需給月において、通知対象事業者が一般送配電事業者と締結している託送契約電力kWが記
載されています

前年度ピーク時電力
kW[kW]

実需給前年度の夏季ピーク7～9月/冬季ピーク12～2月の各月の最大需要発生時(1時間)における
電力使用量（送電端）kWが記載されています

前年度ピーク託送契約
kW[kW]

実需給前年度の夏季ピーク7～9月/冬季ピーク12～2月において、通知対象事業者が一般送配電事
業者と締結している託送契約電力kWが記載されています

3.その他 異議申立日数 記載内容を確認してください

容量拠出金 請求額通知書

通知書番号 ：123456789012345-78

通知日 ：yyyy年mm月dd日

株式会社○○○○ 御中

事業者コード:9999 電力広域的運営推進機関

事業者区分：○○事業者 〒135-0061 東京都江東区豊洲6-2-15

問い合わせ先 部署 ：○○部

電話番号 ：xx-xxxx-xxxx

E-Mail ：xxxx@occto.or.jp

件名:○○○○○○○

1. 容量拠出金請求額（税抜）

容量拠出金請求額[円]

容量拠出金請求額(調整前)[円]

調整額[円]

備考：　xxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxxx

小計[円]

2. 算定諸元情報(請求対象月分)

※１　請求対象月が4～9月の場合・・・［①：7月、②：8月、③：9月］

　　　　請求対象月が10～3月の場合・・・［①：12月、②：1月、③：2月］

※容量拠出金請求額に異議がある場合、xx営業日以内にメールにて異議申立を実施してください。

前年度ピーク託送契約kW[kW]

　※1

① xxx

② xxx

③ xxx

託送契約電力kW[kW] xxx

前年度ピーク時電力kW[kW]

　※1

① xxx

② xxx

③ xxx

容量拠出金算定対象エリア ○○

エリア別の負担総額[円] xxx

負担分の比率[%]

※小数点第3位を四捨五入した概算比率
xx.xx

10,000

10,000

9,500

500

読み上げ

【20261002 KPMG更新】
定例会の討議内容を踏まえ、異議申立日数を
「3.その他」として切り出しました。
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4. 容量拠出金に関する各事業者における業務
還元及び追加請求に係る業務（年次精算）

◼ 還元額の確認手続、追加請求額の確認手続について、本資料では、業務マニュアルの「2.3.1 容量拠出金還元額
通知書(年次精算)の確認」、「2.4.1 容量拠出金追加請求額通知書年次精算)の確認」について説明いたします。

◼ 実需給2027年度に係る容量拠出金について、2028年12月頃に容量拠出金還元額通知書・容量拠出金追加
請求額通知書を発行予定です。

◼ 本機関が会員情報管理システムにて容量拠出金還元額通知書・容量拠出金追加請求額通知書を発行後、事業
者に容量拠出金還元額通知書・容量拠出金追加請求額通知書が発行された旨のメールが送付されます。事業者
はメールを受領後、会員情報管理システムにアクセスし、帳票の内容を確認してください。

節 追加請求額の確認手続2.4

小売電気
事業者

一般送配電
事業者

配電事業者

広域機関 START
容量拠出金

追加請求額通知書
(年次精算)の送付

容量拠出金
追加請求額通知書
(年次精算)の確認

END
異議の
有無

無2.4.1

容量拠出金
追加請求額通知書

(年次精算)の
異議申立

有

異議申立の対応

容量拠出金
追加請求額通知書

(年次精算)の
再算定結果の確認

2.4.2 2.4.3

凡例 業務の流れ

節 還元額の確認手続2.3

小売電気
事業者

一般送配電
事業者

配電事業者

広域機関 START
容量拠出金

還元額通知書
(年次精算)の送付

容量拠出金
還元額通知書

(年次精算)の確認
END

異議の
有無

無2.3.1

容量拠出金
還元額通知書
(年次精算)の

異議申立
有

異議申立の対応

容量拠出金
還元額通知書
(年次精算)の

再算定結果の確認

2.3.2 2.3.3

凡例 業務の流れ

年次
(実需給開始後)

メール通知 メール送付 メール通知

メール通知 メール送付 メール通知

2026/8/20
・年度記載を更新

読み上げ
KPMG
更新案

【20260916 KPMG更新】
・28年度より長期AXの年次リクアセ実施や、他市場
収益の還付の実施を踏まえると、現行の年次精算スケ
ジュールは非常にタイトであるため、28年度より年次精
算のスケジュールを1か月後ろ倒しにしたことから、以下
反映
・年次精算に係るスケジュールを全工程1か月後ろ倒し
としてリード文を更新

2026/9/21 間島
還元の対象事業者に小売以外も追
記が必要

【20260930 KPMG更新】
ご指摘いただいた点について修正いたしました。
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4. 容量拠出金に関する各事業者における業務
容量拠出金還元額通知書（年次精算）の記載項目と確認観点

◼ 容量拠出金還元額通知書（年次精算）を出力後、容量拠出金還元額等の記載項目を確認してください。

◼ 本通知書は、小売電気事業者に対しては小売事業をしているエリア数に関係なく1通のみ発行され、一般送配電
事業者・配電事業者に対してはエリア別に発行されます。本通知書の金額は税抜となります。

セクション 記載項目 確認観点

1.容量拠
出金還元
額

容量拠出金還元額
[円]

通知対象事業者の容量拠出金還元額が記載されます、小計と一致しているこ
とを確認してください。容量拠出金還元額が0円でも本通知書は発行されます、
内容をご確認ください。

容量拠出金還元額
(調整前)[円]

容量拠出金還元額（調整前）は、還元額の原資となる総額①+②に負担
分の比率（有効数字16桁）を乗じることで算定されます。還元額は小数点以
下の値を四捨五入します。ただし、算定諸元情報に記載されている負担分の比
率はパーセント表記での小数第3位を四捨五入した概算比率であることにご留
意ください

調整額[円] 備考欄の記載内容を踏まえた調整額の金額が記載されていることを確認してく
ださい

備考 記載内容を確認してください

小計[円] 容量拠出金還元額（調整前）と調整額を合計した金額となっていることを確
認してください

2.算定諸
元情報

還元額の原資となる実需
給期間前の経済的ペナ
ルティ入金総額[円]①

実需給期間前に発生した経済的ペナルティ額の入金総額が記載されていること
を確認してください

還元額の原資となる請求
額と実交付額等の差額
[円]②

実需給年度に係る容量拠出金の請求総額から実需給年度に係る容量確保
契約金額の実際交付額を差し引いた金額が記載されていることを確認してくだ
さい

還元額の原資となる総額
[円]①+②

①+②となることを確認してください

負担分の比率[％]
※パーセント表記での小
数点第3位を四捨五入
した概算比率

小売電気事業者：通知対象事業者の配分比率(概算)が記載されていること
を確認してください
一般送配電事業者・配電事業者：通知対象事業者の負担比率(概算)が記
載されていることを確認してください
なお、負担分の比率が0.00％であっても、容量拠出金還元額が0でない場合
があることにご留意ください

3.その他 異議申立日数 記載内容を確認してください

年次
(実需給開始後)

容量拠出金 還元額通知書（年次精算）

通知書番号 ：123456789012345-78

通知日 ：yyyy年mm月dd日

株式会社〇〇〇〇 御中

事業者コード:9999 電力広域的運営推進機関

〒135-0061 東京都江東区豊洲6-2-15

問い合わせ先 部署 ：〇〇部

電話番号 ：999-9999-9999

E-Mail ：xxxxx@occto.or.jp

件名: 〇〇〇〇〇〇〇

1. 容量拠出金還元額（税抜）

容量拠出金還元額[円] xxx

容量拠出金還元額（調整前）[円] xxx

調整額[円] xxx

備考：

小計[円] xxx

2. 算定諸元情報

還元額の原資となる総額[円]①＋② xxx

※容量拠出金還元額に異議がある場合、5営業日以内にメールにて異議申立を実施してください。

  還元額の原資となる実需給期間前の

  経済的ペナルティ入金総額[円]①
xxx

  還元額の原資となる

  請求額と実交付額等の差額[円]②
xxx

負担分の比率[%]

※小数点第3位を四捨五入した概算比
xx.xx

読み上げ

2026/9/18 西村
・リード文2ポツ目更新漏れ

2026/9/21 間島
負担比率に一送等も必要か

本論ではないが、異議申立の有無は、２の諸
元だけでなく、１に対してもな気がするが、、、

【20260930 KPMG更新】
追加請求と同一の記載に修正しました。

【20260930 KPMG更新】
一送・配電の負担比率を追記しました。
異議申立日数はマニュアルにおいてセクション2に
分類されており、マニュアルの記載と平仄を合わせ
ております。

【20261002 KPMG更新】
定例会の討議内容を踏まえ、異議申立日数を
「3.その他」として切り出しました。
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4. 容量拠出金に関する各事業者における業務
容量拠出金追加請求額通知書（年次精算）の記載項目と確認観点

◼ 容量拠出金追加請求額通知書（年次精算）を出力後、容量拠出金追加請求額等の記載項目を確認してく
ださい。

◼ 本通知書は、小売電気事業者に対しては小売事業をしているエリア数に関係なく1通のみ発行され、一般送配電
事業者・配電事業者に対してはエリア別に発行されます。本通知書の金額は税抜となります。

セクション 記載項目 確認観点

1.容量拠出
金追加請求
額

容量拠出金追加請
求額[円]

通知対象事業者の容量拠出金追加請求額が記載されています
小計と一致していることを確認してください
容量拠出金追加請求額が0円でも本通知書は発行されるので、
内容をご確認ください

容量拠出金追加請
求額(調整前)[円]

容量拠出金追加請求額（調整前）は、未収金総額に負担分の
比率（有効数字16桁）を乗じることで算定されます。請求額は
小数点以下の値を四捨五入します。ただし、算定諸元情報に記
載されている負担分の比率はパーセント表記での小数第3位を四
捨五入した概算比率であることにご留意ください

調整額[円] 備考欄の記載内容を踏まえた調整額の金額が記載されていること
を確認してください

備考 記載内容を確認してください

小計[円] 容量拠出金追加請求額（調整前）と調整額を合計した金額と
なっていることを確認してください

2.算定諸元
情報

容量拠出金算定対
象エリア

対象のエリアであることを確認してください
（小売電気事業者に対する通知の場合、「ー」と記入されます）

未収金総額[円] 実需給年度に係る容量拠出金の未収金総額が記載されているこ
とを確認してください

負担分の比率[％]
※パーセント表記で
の小数点第3位を四
捨五入した概算比
率

小売電気事業者：通知対象事業者の配分比率(概算)が記載
されていることを確認してください
一般送配電事業者・配電事業者：通知対象事業者の負担比
率(概算)が記載されていることを確認してください
なお、負担分の比率が0.00％であっても、容量拠出金追加請求
額が0でない場合があることにご留意ください

3.その他 異議申立日数 記載内容を確認してください

年次
(実需給開始後)

容量拠出金 追加請求額通知書（年次精算）

通知書番号 ：123456789012345-78

通知日 ：yyyy年mm月dd日

株式会社〇〇〇〇 御中

事業者コード:9999 電力広域的運営推進機関

事業者区分：〇〇事業者 〒135-0061 東京都江東区豊洲6-2-15

問い合わせ先 部署 ：〇〇部

電話番号 ：999-9999-9999

E-Mail ：xxxxx@occto.or.jp

件名: 〇〇〇〇〇〇〇

1. 容量拠出金追加請求額（税抜）

容量拠出金追加請求額[円]

容量拠出金追加請求額（調整前）[円]

調整額[円] xxx

備考：

小計[円]

2. 算定諸元情報

※容量拠出金追加請求額に異議がある場合、5営業日以内にメールにて異議申立を実施してください。

負担分の比率[%]

※小数点第3位を四捨五入した概算比率 xx.xx

xxx

xxx

xxx

容量拠出金算定対象エリア 〇〇

未収金総額[円] xxx

読み上げ

【20261002 KPMG更新】
定例会の討議内容を踏まえ、異議申立日数を
「3.その他」として切り出しました。
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4. 容量拠出金に関する各事業者における業務
請求書・支払通知書に係る業務

◼ 請求書・支払通知書の確認手続について、本資料では、業務マニュアルの「2.5.1 請求書・支払通知書の確認」
について説明いたします。

◼ 実需給期間開始後の月次の請求書は、請求対象月をN月とした場合、N＋3月の10日までに発行予定です。

◼ また、実需給2027年度に係る容量拠出金の年次精算については、請求書又は支払通知書※1を2029年2月
頃に発行予定です。

◼ 本機関が会員情報管理システムにて請求書又は支払通知書を発行後、事業者にその旨のメールが送付されます。
事業者はメールを受領後、会員情報管理システムにアクセスし、帳票の内容を確認してください。

凡例 業務の流れ

広域機関

節 請求書・支払通知書の確認手続

小売電気
事業者

一般送配電
事業者

配電事業者

2.5

START
請求書・

支払通知書
の送付

請求書・
支払通知書の

異議申立有

異議の
有無

無

請求書・
支払通知書

の確認

2.5.1

再検討結果
の確認

2.5.2 2.5.3

異議申立の対応

END

※1：年次精算において、追加請求額及び対象実需給年度2027年度の月次の容量拠出金請求額の合計額が、還元額を上回る場合は請求書を、追加請求額及び  
対象実需給年度2028年度の月次の容量拠出金請求額の合計額が、還元額を下回る場合は支払通知書を、本機関から発行します。

年次
(実需給開始後)

月次
(実需給開始後)

メール通知 メール送付 メール通知

【要対応】
黄色ハイライト部分については
確定次第更新ください。
・説明会日時
・業務マニュアル意見募集期間
・業務マニュアル（案）の公表
日および公表リンク

2026/8/20
・年度記載を更新

読み上げ KPMG
更新案

【20260916 KPMG更新】
・28年度より長期AXの年次リクアセ実施や、他市場
収益の還付の実施を踏まえると、現行の年次精算スケ
ジュールは非常にタイトであるため、28年度より年次精
算のスケジュールを1か月後ろ倒しにしたことから、以下
反映
・年次精算に係るスケジュールを全工程1か月後ろ倒し
としてリード文を更新

2026/9/21 間島
リード文と下の※は削除してください

【20260930 KPMG更新】
ご提案いただいた通り修正しました。
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4. 容量拠出金に関する各事業者における業務
容量拠出金の請求書/支払通知書の記載項目と確認観点

◼ 請求書（又は支払通知書）を出力後、請求（支払）金額等の記載項目を確認してください。請求書（又は
支払通知書）には税抜、税込金額どちらも記載されています。

記載項目 確認観点

請求書(支払通知書)番号 -

請求書(支払通知書)発行日 -

事業者名 事業者名や事業者コードが正しいことを確認してください

事業者コード

事業者登録番号(本機関) 本機関の事業者登録番号が記載されていることを確認してください

事業者登録番号(事業者) 適格請求書発行事業者として登録している番号と相違ないことを確認してください

件名 記載内容を確認してください

請求(支払)金額(税込) 全明細を足し合わせた額であることを確認してください

振込期日(支払日) 振込期日(支払日)を確認してください

備考 記載内容を確認してください

実需給年度・対象月 今回対象の実需給年月であることを確認してください

エリア 通知済みの「容量拠出金請求額算定通知書」に基づいた内容であることを確認し
てください
また、年次精算額が明細に含まれている場合は、通知済みの「容量拠出金還元額
通知書(年次精算)」や「容量拠出金追加請求額通知書(年次精算)」)に基づい
た内容であることを確認してください

取引対象

取込年月日

通知書番号

税抜金額(円)

税区分 記載内容を確認してください

備考(明細欄)

合計金額欄 明細の右下に記載されている請求情報・支払情報・それら合計に対応する各合計
金額が正しいことを確認してください
消費税額は税抜金額(円)に消費税率(10%)を乗じ、小数点以下を切り捨てます

振込先口座情報 請求書が発行された場合のみ、備考（明細欄）の下に振込先口座情報が記載
されます
記載内容を確認してください

5

5

年次
(実需給開始後)

月次
(実需給開始後)

支払通知書
支払通知書番号 ：123456789012345-78

支払通知書発行日 ：yyyy年mm月dd日

株式会社〇〇〇〇 御中

登録番号（適格請求書発行事業者）:T1234567890123 電力広域的運営推進機関

事業者コード:9999 登録番号（適格請求書発行事業者）:T6010005023758

〒135-0061

件名：〇〇〇〇〇〇〇 東京都江東区豊洲6-2-15

下記の通り支払申し上げます。 問い合わせ先

部署 ：〇〇部

電話番号 ：999-9999-9999

支払金額 ： E-Mail ：xxxxx@occto.or.jp

支払日 ：

支払情報

1 2026年度分

請求情報

1 2026年度9月分

2 2026年度9月分

3 2026年度分

備考 税抜金額(円) 消費税額(円) 税込金額(円)

税抜金額(円) 消費税額(円) 税込金額(円)

・ 実際の入金額は支払金額からお振込の際の手数料を差し引いた金額となります。

・ 領収書は発行不要です。

・ 通知後#異議申立受付日数5営業日以内に誤りのある旨の連絡がない場合には記載内容のとおり確認があったものといたします。

・ 支払通知書のうち、取引対象欄に「*」がついているものは、軽減税率対象となります。

(1/1)

合計金額 ¥1,000 ¥100 ¥1,100

8%対象 ¥0 ¥0 ¥0

10%対象 ¥1,000 ¥100 ¥1,100

合計 税抜金額(円) 消費税額(円) 税込金額(円)

不課税対象 ¥0 ¥0 ¥0

10%対象 ¥-4,000 ¥-400 ¥-4,400

合計金額 ¥-4,000 ¥-400 ¥-4,400

請求情報

不課税対象 ¥0 ¥0 ¥0

8%対象 ¥0 ¥0 ¥0

10%対象 ¥5,000 ¥500 ¥5,500

合計金額 ¥5,000 ¥500 ¥5,500

支払情報

不課税対象 ¥0 ¥0 ¥0

8%対象 ¥0 ¥0 ¥0

ー 追加請求 2026/4/1-2027/3/31 xxxxxxxxxxxxxxx-xx ¥-100 10%

〇〇 容量拠出金 2026/9/1-2026/9/30 xxxxxxxxxxxxxxx-xx ¥-1,400 10%

備考

〇〇 容量拠出金 2026/9/1-2026/9/30 xxxxxxxxxxxxxxx-xx ¥-2,500 10%

10%

No. 実需給年度・対象月 エリア 取引対象 取引年月日 通知書番号 税抜金額(円) 税区分

取引年月日 通知書番号 税抜金額(円) 税区分 備考

ー 還元 2026/4/1-2027/3/31 xxxxxxxxxxxxxxx-xx ¥5,000

1,100円 (税込)

yyyy年mm月dd日

No. 実需給年度・対象月 エリア 取引対象

請求書
請求書番号 ：123456789012345-78

請求書発行日　 ：yyyy年mm月dd日

株式会社〇〇〇〇 御中

登録番号（適格請求書発行事業者）:T1234567890123 電力広域的運営推進機関

事業者コード:9999 登録番号（適格請求書発行事業者）:T6010005023758

〒135-0061

件名：〇〇〇〇〇〇〇 東京都江東区豊洲6-2-15

下記の通り請求申し上げます。 問い合わせ先

部署 ：〇〇部

電話番号 ：999-9999-9999

請求金額 (税込) ： E-Mail ：xxxxx@occto.or.jp

振込期日 ：

請求情報

1 2026年度9月分

2 2026年度9月分

3 2026年度9月分

4 2026年度分

支払情報

1 2026年度分

備考 税抜金額(円) 消費税額(円) 税込金額(円)

・ 以下の口座にお振込願います。なお、お振込の際の手数料につきましては、事業者様にてご負担願います。

三菱UFJ銀行

本店

普通預金

口座番号：2513226

口座名義：デンリョクコウイキテキウンエイスイシンキカン

・ 領収書は発行致しません。

・ 通知後xx営業日以内に誤りのある旨の連絡がない場合には記載内容のとおり確認があったものといたします。

・ 請求書のうち、取引対象欄に「*」がついているものは、軽減税率対象となります。

※ 上記口座へお振込時のご依頼人名（カナ）には、事業者コード（本帳票左上記載の4桁）、続いて空白1文字、貴事業者名（カナ）の順にご入力願います。貴事業者名（カナ）には、株式会社の場合は先頭に使う時 カ）や、

末尾に使う時 （カ　等、法人の略称をご入力願います。また、協同組合様、生活協同組合様の場合、カナ名称をそのままご入力願います。

例：1234  カ)〇〇〇〇〇〇　（事業者コード：１２３４　事業者名：〇〇〇〇）

(1/1)

10%対象 ¥5,000 ¥500 ¥5,500

合計金額 ¥5,000 ¥500 ¥5,500

不課税対象 ¥0 ¥0 ¥0

8%対象 ¥0 ¥0 ¥0

合計金額 ¥-100 ¥-10 ¥-110

合計 税抜金額(円) 消費税額(円) 税込金額(円)

8%対象 ¥0 ¥0 ¥0

10%対象 ¥-100 ¥-10 ¥-110

支払情報 税抜金額(円) 消費税額(円) 税込金額(円)

不課税対象 ¥0 ¥0 ¥0

10%対象 ¥5,100 ¥510 ¥5,610

合計金額 ¥5,100 ¥510 ¥5,610

請求情報

不課税対象 ¥0 ¥0 ¥0

8%対象 ¥0 ¥0 ¥0

税抜金額(円) 税区分 備考

ー 還元 2024/4/1-2025/3/31 xxxxxxxxxxxxxxx-xx ¥-100 10%

No. 実需給年度・対象月 エリア 取引対象 取引年月日 通知書番号

ー 追加請求 2024/4/1-2025/3/31 xxxxxxxxxxxxxxx-xx

税区分 備考

〇〇 容量拠出金 2026/9/1-2026/9/30 xxxxxxxxxxxxxxx-xx ¥2,000

¥100 10%

〇〇 容量拠出金 2026/9/1-2026/9/30 xxxxxxxxxxxxxxx-xx ¥1,900 10%

10%

〇〇 容量拠出金 2026/9/1-2026/9/30 xxxxxxxxxxxxxxx-xx ¥1,100 10%

5,500円 (税込)

yyyy年mm月dd日

No. 実需給年度・対象月 エリア 取引対象 取引年月日 通知書番号 税抜金額(円)

読み上げ
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◼ 容量拠出金は、請求書が発行されてから1か月以内にお支払いただきます。事業者は、請求書記載内容に基づき、
請求額の振込手続を行ってください。なお、振込手数料は事業者負担であることにご留意ください。

◼ 振込人名（カナ）は以下のとおりに記載してください。

➢ 振込人名：事業者コード（4桁）＋空白1文字＋法人略称＋事業者名（カナ）

➢ 法人略称は、金融機関口座カナ名義と同様の略称としてください

➢ ただし、事業名称（協同組合等）については、法人略称は不要です

例）株式会社電力広域的運営推進機関（事業者コード：1234）の場合
振込人名：1234 カ)デンリョクコウイキテキウンエイスイシンキカン

例）電力広域的運営推進機関協同組合（事業者コード：5678）の場合
振込人名：5678 デンリョクコウイキテキウンエイスイシンキカンキョウドウクミアイ

※事業者側のシステム等の都合上、上記の振込人名の設定ができない場合は、会員情報管理システムに登録されている会社名
（カナ）を振込人名に記載ください。ただし、振込人名称に法人形態の記載は必須ではないですが、法人形態を記載される場合
は金融機関口座振込時の略称ルールに従ってください。

例えば、会員情報管理システムに登録されている会社名（カナ）が「アイウエオ」又は「アイウエオカブシキカイシャ」の場合、振込人
名は「アイウエオ」又は「アイウエオ(カ」としてください。

◼ 本機関への容量拠出金の入金口座情報は以下となります。 ※請求書にも記載されます

三菱UFJ銀行(0005)   本店(001)  普通口座 2513226  デンリヨクコウイキテキウンエイスイシンキカン

◼ 本機関の適格請求書発行事業者登録番号：T6010005023758 ※請求書にも記載されます

◼ 容量拠出金の支払に応じない場合、本機関の定款又は業務規程に基づき、本機関による当該会員の名称の公表及び
経済産業大臣への報告や、当該会員に対する指導又は勧告若しくは制裁が行われることになります。それでもなお、改善
が見られない場合は、必要に応じ、電気事業法に基づく経済産業大臣による供給能力確保その他必要な措置をとること
の命令、あるいは、業務改善命令の発出が検討されることとなります。

4. 容量拠出金に関する各事業者における業務
請求書に基づく支払

年次
(実需給開始後)

月次
(実需給開始後)

読み上げ

【20260930 KPMG更新】
通り→とおり に修正しました。
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4. 容量拠出金に関する各事業者における業務
（参考）異議申立手続

◼ 本機関から発行された容量拠出金請求額通知書、容量拠出金還元額通知書（年次精算）、容量拠出金追
加請求額通知書（年次精算）、又は請求書、支払通知書に対して、発行通知受領日を含めて5営業日以内
であれば、メールにより異議申立を行うことが可能です。

◼ また、支払通知書が発行された場合については、本機関から振込された入金額※に対して、入金日から5営業日
以内であれば、メールにより異議申立を行うことが可能です。

発行通知 発行通知 支払通知書
に基づく入金

発行通知日を
含む5営業日

発行通知日を
含む5営業日

入金日を含む
5営業日

異議申立可能な期間 異議申立可能な期間 異議申立可能な期間

～～ ～～

通知済みの支払予定額から事業者負担
の振込手数料を差し引いた金額※と実際
の入金額との不一致がある場合

通知済みの算定結果と
不一致がある場合

容量拠出金
請求額通知書

容量拠出金
還元額通知書
（年次精算）

容量拠出金
追加請求額通知書

（年次精算）

請求書

支払通知書

※：本機関からの入金額については、支払通知書に記載の支払金額から振込手数料分が差し引かれた金額となります。

年次
(実需給開始後)

月次
(実需給開始後)

読み上げ
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4. 容量拠出金に関する各事業者における業務
（参考）異議申立フォーマット

◼ 異議申立を行う場合、新規メールに異議申立における必要事項を本文に記載の上、 所定の宛先に送信してくだ
さい。詳細は業務マニュアルをご参照ください。

◼ 異議申立については、下記フォーマットによる方法のみ受け付けます。

年次
(実需給開始後)

月次
(実需給開始後)

項目 容量拠出金請求額通知書 容量拠出金の請求書・支払通知書 容量拠出金の振込金額

件名 【XXXX（事業者コード）※】容量拠出金請求額通知
書に対する異議申立

【XXXX（事業者コード）※】容量拠出金の請求書（又
は支払通知書）に対する異議申立

【XXXX（事業者コード）※】容量拠出金の振込金額に
対する異議申立

To youryou_jushin@occto.or.jp youryou_jushin@occto.or.jp youryou_jushin@occto.or.jp

本文
記載事項

・容量拠出金請求額通知書番号
・実需給年度 
・対象月 
・事業者名 
・事業者コード 
・事業者区分 
・容量拠出金算定対象エリア 
・異議申立の内容

・請求書番号（又は支払通知書番号） 
・事業者名 
・事業者コード 
・事業者区分 
・実需給年度
・対象月 
・異議申立の内容

・支払通知書番号 
・事業者名 
・事業者コード 
・実需給年度
・対象月 
・異議申立の内容

項目 容量拠出金還元額通知書（年次精算） 容量拠出金追加請求額通知書（年次精算）

件名 【XXXX（事業者コード）※】容量拠出金還元額通知
書（年次精算）に対する異議申立

【XXXX（事業者コード）※】容量拠出金追加請求額
通知書（年次精算）に対する異議申立

To youryou_jushin@occto.or.jp youryou_jushin@occto.or.jp

本文
記載事項

・容量拠出金還元額通知書（年次精算）番号 
・実需給年度 
・事業者名 
・事業者コード 
・事業者区分 
・容量拠出金算定対象エリア
・異議申立の内容

・容量拠出金追加請求額通知書（年次精算）番号 
・実需給年度 
・事業者名 
・事業者コード 
・事業者区分 
・容量拠出金算定対象エリア 
・異議申立の内容 

※：件名に自身の事業者コード 4 桁を入力してください。

メールの宛先、記載フォーマット 【要対応】
黄色ハイライト部分については
確定次第更新ください。
・説明会日時
・業務マニュアル意見募集期間
・業務マニュアル（案）の公表
日および公表リンク

2026/8/20
・「～のうえ」を「～の上」に統一
・年度記載を更新

読み上げ

2026/9/21 間島
リード文と下の※は削除してください
（※2⇒※1へ）

2026/9/21 間島
1ポツ目の「公表済」が、意見募集中
なのか、正式版なのか紛らわしいので、
削除してはどうか

【20260930 KPMG更新】
ご提案いただいた通り修正しました。

【20260930 KPMG更新】
ご提案いただいた通り修正しました。
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5. 容量拠出金の計算方法
請求額の算定方法

◼ 各事業者への容量拠出金の請求額は、以下①～④の手順で算定します。

①エリア別容量拠出金総額の算定

②一般送配電事業者・配電事業者の負担総額と請求額の算定

③小売電気事業者の負担総額の算定

④各小売電気事業者の請求額の算定

①
エリア別容量拠出金

総額の算定

③
小売電気事業者の
負担総額の算定

④
各小売電気事業者の

請求額の算定

②
一般送配電事業者・

配電事業者の
負担総額と請求額の算定

メインオークション約定結果として
の容量拠出金総額、調達オー
クション約定結果としての容量
拠出金総額、及び長期脱炭素
電源オークションにおいて、当該
年度に制度適用が開始してい
る電源等の契約単価、契約容
量から算定した容量拠出金総
額をそれぞれ各エリアに配分する
ことで算定する

メインオークション・調達オークショ
ンそれぞれのエリアプライス及び
H3需要から計算した値に一定
割合※1を乗じることで負担総額
を算定し、長期脱炭素電源
オークションについては、エリア別
容量拠出金総額に送配電負
担割合※2を乗じることで算定す
る
その後各事業者の配分比率に
応じて請求額を算定する

当該エリアの容量拠出金総額
から一般送配電事業者・配電
事業者の負担総額と経過措置
による控除額を減算※3すること
で算定する

小売電気事業者の負担総額に
各事業者の配分比率に応じて
請求額を算定する

概要説明

手順

2026/8/20
更新メモNo.35
・調達オークションが全国開催で
あること、2027年度は市場分断
されることを踏まえ、追加オークショ
ン説明会資料の内容を反映

※1：対象実需給年度別に定めた割合。2027年度は8%。
※2：長期脱炭素電源オークション分の送配電負担の割合は、「メインオークションの一般送配電事業者・配電事業者

負担総額÷メインオークションのエリア負担総額（経過措置を考慮する前）」にて算定します。
※3：長期脱炭素電源オークション分の小売電気事業者負担総額の算定においては、経過措置による控除額の減算はありません。

読み上げ

【20260916 KPMG更新】
①②③の「概要説明」を更新
・①長期脱炭素電源オークションに係る記載を追加
・②長期AX分の算定方法を追加
・②中の長期AXの一送、配電事業者負担比率に
※2を追加し、※2の算式において、メインAXのエリア負
担総額は経過措置考慮前である点を明記
・③に※3を追加し長期AX分は経過措置による控除
額の減算しない点記載

KPMG
更新案

2026/9/21 間島
※1と2の「（託送負担）」って必要？

2026/9/21 間島
リード文の赤字って必要？市場分断されないとき
は、どうなるのかと思ってしまうし、①～④は一般的
な内容なので、あえて記載しなくていいのでは？

【20261002 KPMG更新】
定例会にてメインへ確認せずに削除する方針で合
意しましたので、削除しております。

【20261002 KPMG更新】
定例会にてメインへ確認せずに修正する方針で合
意しましたので、修正しております。
併せて、「送配電負担（託送負担）」とあった他
の箇所についても、「（託送負担）」を削除して
います。

2026/10/17 西村
メイン追加は送配電負担割合ではなく一定割合。
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5. 容量拠出金の計算方法
①エリア別容量拠出金総額の算定

◼ エリア別容量拠出金総額は、メインオークション約定結果としての容量拠出金総額、調達オークション約定結果とし
ての容量拠出金総額、及び長期脱炭素電源オークションにおいて、当該年度に制度適用が開始している電源等
の契約単価、契約容量から算定した容量拠出金総額をエリア別のH3需要※の比率に応じて、各エリアに配分す
ることで算定します。

イメージ図

※：メインオークション分、長期脱炭素電源オークション分は供給計画第5年度H3需要、
調達オークション分は供給計画第2年度H3需要を使用します。

①エリア別容量拠出金
総額の算定

③小売電気事業者
の負担総額の算定

④各小売電気事業者
の請求額の算定

②一般送配電事業
者・配電事業者の負担
総額と請求額の算定

2026/8/20
更新メモNo.35
・調達オークションが全国開催で
あること、2027年度は市場分断
されることを踏まえ、追加オークショ
ン説明会資料の内容を反映

読み上げ

【20260916 KPMG更新】
長期AX分のエリア拠出金総額の算定方法を追加
・リード文にて当該年度の拠出金に算入される長期AX
分の金額を明確化して記載（※制度詳細説明会資
料の文言に合わせた）
・※1にて、「長期脱炭素電源オークション分は供給計
画第5年度H3需要」を追加
・ボディの図に長期AX分を追加

KPMG
更新案

全国の
容量拠出金総額

(メインオークション分)

エリアＢ

エリアＡ

エリアＩ

・・・

エリアＡの
H3需要比率

エリアＢの
H3需要比率

エリアＩの
H3需要比率

エリアＡ

エリアＢ

エリアＩ

エリアＡの
H3需要比率
エリアＢの
H3需要比率

エリアＩの
H3需要比率

・・・

全国の
容量拠出金総額

(調達オークション分)

+
エリア追加
負担分

+
エリア追加
負担分

全国の
容量拠出金総額
(長期脱炭素電源

オークション分)

エリアＢ

エリアＡ

エリアＩ

・・・

エリアＡの
H3需要比率

エリアＢの
H3需要比率

エリアＩの
H3需要比率

エリアＡ

エリアＡの
容量拠出金

総額調達オークション分

エリアＢ

エリアＢの
容量拠出金

総額調達オークション分

エリアＩ

エリアＩの
容量拠出金

総額
調達オークション分

長期脱炭素電源
オークション分

長期脱炭素電源
オークション分

長期脱炭素電源
オークション分

メインオークション分

メインオークション分

メインオークション分

エリア追加負担分

2026/9/18 西村
・図中の「・・・」の位置がおかしかったので修正しま
した

2026/9/21 間島
見にくいので、⇒エリアＩにしてください
（以降、全部）

左側の「エリア〇のH3需要比率」の位置が、全体
的にズレているので、調整してください

右側で「メインオークション分」だけ外出しする必要
はない気がします

※1は、需要比率ではなく、需要にかかっているの
で、位置を直してほしいのと、これは調達オークショ
ンの比率も使用するんでしたっけ？

【20260930 KPMG更新】
更新内容に異議ございません。

【20260930 KPMG更新】
ご指摘いただいた箇所について修正しました。
調達AX(2026年度)の制度説明会資料p.115
にて調達AX分の容量拠出金総額もH3需要比
率で按分することが記載されているため、調達AX
においてもH3比率を使用するという認識です。
260213_tuika_seidoshousai.pdf

【20260930 KPMG更新】
メインAXもマルチプライスになったイメージ図に更
新しています。

https://www.occto.or.jp/assets/assets/news/capacity-market/260213_tuika_seidoshousai.pdf
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◼ エリア別容量拠出金総額 
＝ 全国の容量拠出金総額(メインオークション分)※1 × メインオークションH3需要比率 ＋エリア追加負担分※2

+ 全国の容量拠出金総額(調達オークション分)※1 × 調達オークションH3需要比率 + エリア追加負担分※2

+ 全国の容量拠出金総額(長期脱炭素電源オークション分)※3 × メインオークションH3需要比率
※1：全国の容量拠出金総額(メインオークション、調達オークション分) ＝ 全国の約定量 × 最安エリアプライス
※2：エリア追加負担分 ＝ 追加約定したエリア別の約定量 ×(当該エリアプライス – 最安エリアプライス)
※3：全国の容量拠出金総額(長期脱炭素電源オークション分)は、当該年度に制度適用開始している電源について、 Σ(契約容量 × 契約単価)

5. 容量拠出金の計算方法
①エリア別容量拠出金総額の算定 計算例

①エリア別容量拠出金
総額の算定

③小売電気事業者
の負担総額の算定

④各小売電気事業者
の請求額の算定

②一般送配電事業
者・配電事業者の負担
総額と請求額の算定

2026/8/20
更新メモNo.35
・調達オークションが全国開催であること、2027
年度は市場分断されることを踏まえ、追加オーク
ション説明会資料の内容を反映

KPMG
更新案

計算イメージ

本スライドで使用している金額は試算用の例です。
以下、計算結果は適宜端数処理しております。

• 全国の共通分容量拠出金総額(調達オークション)
1,000万kW × 3,000円 = 300億円

1

• エリアＩの容量拠出金総額
(追加約定したエリアＩの約定量をメインオークション分300万kW、
調達オークション分200万kWと仮定)
2兆円 × 15%
+ 300億円 × 15% 
+ 300万kW × (5,000円 – 3,000円)
+ 200万kW × (5,000円 – 3,000円)
+ 6,000億円 × 15% = 4,045億円

2

エリアＩの
容量拠出金総額

全国の
容量拠出金総額

(メインオークション分)

2兆円

エリアＡ
エリアB

エリアＩ

・・・

エリアＩの
H3需要比率
=15%

全国の共通分
容量拠出金総額

(調達オークション分)

300億円

全国共通分の
落札容量

1,000万kW

Ａ～Ｈ
エリアプライス
3,000円/kW

Ｉエリアプライス
5,000円/kW

エリアＩ

エリアＡ

エリアB

40億円

・
・
・

1

エリアＩの
H3需要比率
=15%

2

全国の
容量拠出金総額
(長期脱炭素電源

オークション分)

6,000億円

エリアＡ
エリアB

エリアＩ

・・
・

エリアＩの
H3需要比率
=15%

【20260916 KPMG更新】
長期AX分のエリア拠出金総額の算定方法を追加
・リード文にて長期AX分の算定式を記載し、エリア比率
はメインAXと同じH3需要比率を用いる点を記載
・ 長期分はマルチプライスのため、拠出金総額の算定
式をメインとは分けて記載
・ボディの図に長期AX分を追加

★申し送り事項：メインAX分も追加分の費用が発生
するため、図表・数値差替えが必要となる見込み

2026/9/21 間島
詳細説明会と同様に、「本スライドで使用している
試算用の数値に根拠はありません。」⇒「本スライ
ドで使用している金額は試算用の例」に修正してく
ださい。
（以降、全部）

2026/9/21 間島
１の「15,000万kW」は、日本のピーク需要と同じくらいで
す。調達オークションで、その量を確保することはあり得ない
ので、全体的に試算を修正してください。

エリアIの需要比率も、メイン15%で調達10%というのは明
らかにおかしいので、どっちも15%にしては？

【20260930 KPMG更新】
タイトルのアンダーバーをスペースに変更

【20260930 KPMG更新】
ご提案いただいた通り修正しました。

【20260930 KPMG更新】
ご提案いただいた通り、試算で用いる数値を修正
しました。

Ａ～Ｈ
エリアプライス
3,000円/kW

Ｉエリアプライス
5,000円/kW

60億円

【20260930 KPMG更新】
メインAXがマルチプライスになった場合を反映しま
した。

2026/10/17 西村
野間さんのコメントを踏まえて黄色ハイライ
ト部分を修正
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5. 容量拠出金の計算方法
②一般送配電事業者・配電事業者の負担総額と請求額の算定

①エリア別容量拠出金
総額の算定

③小売電気事業者
の負担総額の算定

④各小売電気事業者
の請求額の算定

②一般送配電事業
者・配電事業者の負担
総額と請求額の算定

◼ メインオークション・調達オークションにおける一般送配電事業者・配電事業者の負担総額は、メインオークションの
エリアプライスとH3需要を掛け合わせた値に、調達オークションのエリアプライスに調達オークションH3需要からメイン
オークションのH3需要を引いた値を掛け合わせた値を足した値※1に一定割合※2を乗じて算定します※3 。

◼ 長期脱炭素電源オークションにおける一般送配電事業者・配電事業者の負担総額は、エリアの容量拠出金総額
に「メインオークションの一般送配電事業者・配電事業者負担総額÷メインオークションのエリア負担総額（経過措
置を考慮する前）」を乗じて算定します。

◼ 請求額については、一般送配電事業者・配電事業者の負担総額を12等分し、各一般送配電事業者・配電事
業者の配分比率に応じて毎月の請求額を算定します。

※1：調達オークションH3需要の値がメインオークションH3需要の値以上の場合の計算方法です。調達オークションH3需要の値がメイン
オークションH3需要の値未満の場合は、調達オークションのH3需要 × メインオークションのエリアプライス × 一定割合 となります。

※2：対象実需給年度別に定めた割合。2027年度は8%。
※3：マルチプライス方式が適用されていないエリアの場合。
※4：エリア別の一般送配電事業者・配電事業者の容量拠出金負担総額を12等分（12か月）で割った部分については小数点以下を切り捨てます。
※5：各月の請求額は小数点以下の値を四捨五入します。

2026/8/20
更新メモNo.33
・マルチプライス適用エリアについ
ては、算定方法が異なる旨を
注釈にて追記

読み上げ
KPMG
更新案

イメージ図
エリアＩに一般送配電事業者及び配電事業者X,Yが存在する場合

メインオークション、調達オークション
分の一般送配電事業者・配電事
業者の負担総額

一般送配電事業者への
容量拠出金の請求額※5

配電事業者Xへの
容量拠出金の請求額※5

配電事業者Yへの
容量拠出金の請求額※5

1/12※4

エリアＩの

メインオークションのエリアプライス × メインオークションH3需要

長期脱炭素電源オークション分の
一般送配電事業者・配電事業者
の負担総額

エリアＩの調達オークションのエリアプライス ×

(調達オークションH3需要 ー メインオークションH3需要)

エリアＩの

長期脱炭素電源オークションにおける容量拠出金総額

【20260916 KPMG更新】
長期AX分のエリア別一送・配電事業者拠出金負担総
額の算定方法を追加
・リード文にて長期AX分の算定式を記載
・ボディの図に長期AX分を追加
・送配電負担割合について長期AXの整理を※3に記
載
・（体裁）※の記載順序を変更

2026/9/18 西村
・リード文の1文目が長いので2文に分けました。
・緑字を追記しました。
・※2の長期分の記載がリード文と同じだったため削
除しました
・左側の図について、黄：青：紫の比率をできるだ
け揃えてください（メイン分（黄色）が小さく見え
るため）

2026/9/25 齊藤丈典
・リード文2段落目も1段落目と同様に一般送配
電事業者・発電事業者の負担総額についての記
載なので、以下のように表現を合わせていただきた
いです。
1段落目：「メインオークション・調達オークションに
おける一般送配電事業者・配電事業者の～～」
2段落目：「長期脱炭素電源オークションにおける
一般送配電事業者・配電事業者の～～ 」
・1段落目～3段落目でぽつを分けていただきたい
です。

【20260930 KPMG更新】
修正いただいた点について、異論ございません。
左側の図の比率について、メインを大きくするととも
に図全体で一貫した比率となるよう修正しました。

【20260930 KPMG更新】
ご提案いただいた通り修正しました。

2026/10/17 西村
メイン追加の「一定割合」を「送配電負担
割合」に勝手に変えられていたので、「一
定割合」に戻しました（業務マニュアルも
同様）。コメントでも分科会でも、長期は
動的で一定割合とは言えないので、修正
してほしいと伝え、分科会で長期は「送配
電負担割合」に変更すると合意した認識
でした。修正の意図が伝わっていなかった
のであれば、丁寧に説明するので、分科
会で素直に質問してほしかった。
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5. 容量拠出金の計算方法
②一般送配電事業者・配電事業者の負担総額と請求額の算定 配分比率計算方法

◼ 一般送配電事業者・配電事業者の容量拠出金の配分比率については、当該エリアの年間最大需要発生月の
各事業者の需要をもとに、以下の式によって計算を行います。

➢ 配分比率 = 各事業者の需要※ ÷ エリアの一般送配電事業者と配電事業者の需要※

(当該エリアの最大需要発生月の需要※）

一般送配電事業者・配電事業者の配分比率計算イメージ

エリア計

一般送配電事業者

配電事業者X

配電事業者Y

4月 5月 6月 7月 9月 10月 12月11月 1月 2月 3月

2 2 2 3 2 2 22 3 3 2

1 1 1 1 2 1 21 2 2 2

7 7 8 9 9 7 98 9 9 8

10 10 11 14

8月

3

3

9

15 14 10 1311 14 14 12

実需給年度の供給計画(第1年度)における想定需要(需要)

※：実需給年度の供給計画の第1年度の計画
例）対象実需給年度2027年度については、2027年度供給計画の第1年度の計画

一般送配電事業者

配電事業者X

配電事業者Y 20%(3/15)

20%(3/15)

60%(9/15)

配分比率事業者

①エリア別容量拠出金
総額の算定

③小売電気事業者
の負担総額の算定

④各小売電気事業者
の請求額の算定

②一般送配電事業
者・配電事業者の負担
総額と請求額の算定

年間最大需要発生月の需要をもとに配分比率を算定

2026/8/20
・年度記載を更新
・計算イメージにおける配分比
率について、次頁の記載に合わ
せて更新

本スライドで使用している金額は試算用の例です。

【20260930 KPMG更新】
タイトルのアンダーバーをスペースに変更
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5. 容量拠出金の計算方法
②一般送配電事業者・配電事業者の負担総額と請求額の算定 計算例

計算イメージ
例)以下を仮定。
メインオークションのエリアプライス × メインオークションH3需要※7：4,000億円
調達オークションのエリアプライス × (調達オークションH3需要 ー メインオークションH3需要) ※7 ：2,000億円
長期脱炭素電源オークションの容量拠出金総額 × メインオークションH3需要比率 ：900億円
メインオークション落札時点のエリアの負担総額（経過措置を考慮する前）：3,500億円

①エリア別容量拠出金
総額の算定

③小売電気事業者
の負担総額の算定

④各小売電気事業者
の請求額の算定

②一般送配電事業
者・配電事業者の負担
総額と請求額の算定

◼ エリア別の一般送配電事業者・配電事業者の負担総額 
＝ {メインオークションのエリアプライス× メインオークションH3需要 + 調達オークションのエリアプライス                             
× (調達オークションH3需要 – メインオークションH3需要)}※1 × 一定割合※2

＋ (長期脱炭素電源オークション分のエリアの容量拠出金総額) × 送配電負担割合※3

◼ 各一般送配電事業者・
配電事業者への毎月の請求額※4 =

エリア別の一般送配電事業者・
配電事業者の負担総額 ÷ 12 ×

各一般送配電事業者・
配電事業者の配分比率※6( )※5

※1：マルチプライス方式が適用されていないエリアの場合。
※2：対象実需給年度別に定めた割合。2027年度は8%。
※3 : メインオークションのエリアの送配電負担総額÷メインオークションのエリアの負担総額（経過措置を考慮する前）。
※4：各月の請求額は小数点以下の値を四捨五入します。なお、四捨五入による端数が生じた場合は一般送配電事業者への請求額に加算します。また、四捨五入により

毎月の請求額合計と年度の負担総額に差額が生じた場合には3月度の請求額に加算します。
※5：エリア別の一般送配電事業者・配電事業者の容量拠出金負担総額を12等分（12か月）で割った部分は小数点以下を切り捨てます。
※6：各一般送配電事業者・配電事業者の配分比率 = 各事業者のH3需要 ÷ エリア全体の一般送配電事業者と配電事業者のH3需要
※7：「全国の容量拠出金の総額× 当該エリアのH3需要比率」とは別の数字です。

本スライドで使用している金額は試算用の例です。

2026/8/20
更新メモNo.33
・マルチプライス適用エリアについては、算定方法が異
なる旨を注釈にて追記

更新メモNo.35
・調達オークションが全国開催であること、2027年
度は市場分断されることを踏まえ、追加オークション
説明会資料の内容を反映

配電事業者Yへの
容量拠出金の請求額※4

一般送配電事業者への
容量拠出金の請求額※4

配電事業者Xへの
容量拠出金の請求額※4

エリアＩ

60%

20%

20%

3

4

28.1億円

9.4億円

46.9億円
1 480億円

6,900億円
= 4,000億円 + 2,000億円

+900億円

• エリアＩの一般送配電事業者・配電事業者の負担総額
(メインオークション及び調達オークション分)

(4,000億円 + 2,000億円) × 8% = 480億円

• エリアＩの一般送配電事業者へのある月の請求額
{(480億円 + 82.3億円) ÷ 12} × 60% ≒ 28.1億円

• エリアＩの配電事業者X社へのある月の請求額
{(480億円 + 82.3億円) ÷ 12} × 20% ≒ 9.4億円

1

3

4

KPMG
更新案

2 82.3億円

• エリアＩの一般送配電事業者・配電事業者の負担総額
(長期脱炭素電源オークション分)

900億円 × (4,000×8%) / 3500 ≒ 82.3億円

2

【20260916 KPMG更新】
長期AX分のエリア別一送・配電事業者拠出金負担総
額の算定方法を追加
・リード文にて長期AX分の算定式を記載
・ボディの図と式に長期AX分を追加

KPMG
確認事項あり

【20260916 KPMG確認事項★】
ボディの仮定部分に記載の、メインAX、調達AXの仮定
の数値（緑マーカー部）は、
前頁にあるように
「拠出金総額×H3需要比率」ではなく、リード文記載の
「エリアプライス×H3需要」ではないかと想定されるため、
変更案を記載した。
前頁と比較して、内容確認いただきたい。
→ご認識の通りです。なので、その下の「エリアごとの追
加負担分」も削除でお願いします。（西村）

2026/9/18 西村
・※2について、メイン追加は8％固定なので一定割合で
よいが、長期は動的なので一定割合とは言えないのでは
ないか
・□2の送配負担（長期分）の計算例で
「 504/(4000+2300) 」とありますが、分母分子ともに実
際の（実需給直前の）メインの負担額を参照すると誤
解されないように違う数字（割合）を使ってください。

2026/9/21 間島
※6ってなんでしょうか。どこを注釈しているのか。

【20260930 KPMG更新】
タイトルのアンダーバーをスペースに変更

【20260930 KPMG更新】※6はAXごとのエリア別負担総額につく
※であることを踏まえ、追記しました。

【20261002 KPMG更新】
「一定割合」を「送配電負担割合」に修正しました。ほかのスライドに
おいても修正しています。
■2の数字については、
メインオークションのエリアの一送等の負担総額÷メインオークションの
エリアの負担総額（経過措置を考慮する前）
であることから、以下となる理解です。認識違う場合はご指摘ください。
■1で算定したうちのメインAX分 / p.57で算定したメイン分の負担
総額（3000+60）

【20261002 KPMG更新】
エリア追加負担分も削除とのこと承知しました
数値も含めて更新しています（以降の頁含む）

2026/10/17 西村
・一定割合について、ここも同様。※2と
※3は分けてほしいと伝えたはずです。

・野間さんのコメントを踏まえ、7,200億
円を6,900億円に修正。

・右下のコメントは、メインオークション開
催時点の送配電負担割合を使うため、
このスライド等で試算されている金額と
は違うのでは、という指摘。
また、分科会で長期に適用する送配電
負担割合は、メイン開催時点なのか実
需給直前まで引っ張るのか、の話もして、
持ち帰って過去の経緯を確認するとなり
ましたが、結局分からず。
メイン開催時点の送配電負担割合を
使うという話だったと思うので、送配電負
担額はメイン開催時点でも実需給直
前でもマルチ適用エリアでなければ同じ
なので320でもよいが、エリア負担総額
は市場退出等で変わってくるので修正。
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5. 容量拠出金の計算方法
③小売電気事業者の負担総額の算定

◼ 小売電気事業者の負担総額は、当該エリアの容量拠出金総額から一般送配電事業者・配電事業者の負担総
額と経過措置による控除額を減算することで算定します。

イメージ図

①エリア別容量拠出金
総額の算定

③小売電気事業者
の負担総額の算定

④各小売電気事業者
の請求額の算定

②一般送配電事業
者・配電事業者の負担
総額と請求額の算定

エリアＩの小売電気事業者の負担総額

エリアＩの
容量拠出金総額

経過措置における控除額のエリアＩ分(メインオークション分)

経過措置における控除額のエリアＩ分(調達オークション分)

2026/8/20
・調達オークションが全国開催
であることを踏まえて、以下の注
釈を削除
「調達オークション（エリア）が
開催された場合、当該オーク
ションで発生した経過措置にお
ける控除額は開催エリアのみに
適用されます。 」

読み上げ

2026/9/18 西村
・「一般送配電事業者・配電事業者の負担総額」
のテキストの位置がおかしかったので修正しました

一般送配電事業者・配電事業者の負担総額

【20260930 KPMG更新】
更新内容に異議ございません。
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5. 容量拠出金の計算方法
③小売電気事業者の負担総額の算定 計算例

①エリア別容量拠出金
総額の算定

③小売電気事業者
の負担総額の算定

④各小売電気事業者
の請求額の算定

②一般送配電事業
者・配電事業者の負担
総額と請求額の算定

◼ エリア別の小売電気事業者の負担総額 

＝   － －

※1：エリア別の経過措置における控除額 

※2：経過措置における控除額(共通部分)(調達オークション分) 
= Σ(経過措置対象電源等の約定量 × 最安エリアプライス × 控除率)

※3：経過措置における控除額(追加分)(メインオークション・調達オークション分) 
= Σ(追加約定分の経過措置対象電源等の約定量 × 当該エリアプライスと最安エリアプライスの差分 × 控除率)

※4：長期脱炭素電源オークション分の小売電気事業者の負担総額算定においては、経過措置における控除額は0とする

エリア別の
容量拠出金総額

エリア別の一般送配電事業者
・配電事業者の負担総額

エリア別の経過措置における控除額※1、4

計算イメージ

Σ(経過措置における
控除額(共通部分)
(メインオークション分)) 

メイン
オークション
H3需要比率

Σ(経過措置における
控除額(共通部分)
(調達オークション分) ※2)

調達
オークション
H3需要比率

= × + × +

Σ(経過措置における
控除額(追加分)
(メインオークション・
調達オークション分)※3) 

• 経過措置における控除額のエリアＩ分(共通部分)(メインオークション分)

(Σ(経過措置における控除額(メインオークション分) = 3,000億円と仮定)

3,000億円 × 15% = 450億円

1

• エリアＩの小売電気事業者の負担総額
4,045億円 － 574.1億円 －(450億円 + 20億円 + 15億円)≒2986億円

4

1

4

450億円

2

3
• 経過措置における控除額のエリアＩ分(共通部分) (調達オークション分)

(Σ(経過措置対象電源等の約定量(調達オークション分) = 5,000万kWと仮定)

5,000万kW × 2,000円/kW × 20% × 10% = 20億円

2

• 経過措置における控除額(追加分)(メインオークション・調達オークション分)

(Σ(追加約定分の経過措置対象電源等の約定量)) = 500万kWと仮定)

500万kW × (3,500円/kW - 2,000円/kW) × 20% = 15億円

3

20億円
15億円

本スライドで使用している金額は試算用の例です。

KPMG
更新案

574.1億円

2,986億円

【20260916 KPMG更新】
・リード文にて長期AX分は経過措置における控除額の
減算を行わない点を記載
・ボディの算定式の数値をこれまでのスライドの結果に更
新した

2026/9/18 西村
・※の対応が取れていないため、修正してください

【20260930 KPMG更新】
タイトルのアンダーバーをスペースに変更

【20260930 KPMG更新】
※が参照する箇所を明記しました。

2026/10/17 西村
・野間さんのコメントを踏まえて黄色ハイ
ライト部分を修正
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5. 容量拠出金の計算方法
④各小売電気事業者への請求額の算定

◼ 各小売電気事業者への請求額は、エリア別の小売電気事業者の容量拠出金の負担総額を12等分※1し、各小
売電気事業者の配分比率に応じて毎月の請求額※2を算定します。

イメージ図

エリアＩに小売電気事業者がa・b・cの3社が存在する場合

①エリア別容量拠出金
総額の算定

③小売電気事業者
の負担総額の算定

④各小売電気事業者
の請求額の算定

②一般送配電事業
者・配電事業者の負担
総額と請求額の算定

※1：エリア別の小売電気事業者の容量拠出金負担総額を12等分（12か月）で割った部分については小数点以下を切り捨てます。
※2：各月の請求額は小数点以下の値を四捨五入します。

小売aへの容量拠出金の請求額※2

小売bへの容量拠出金の請求額※2

小売cへの容量拠出金の請求額※2

エリアＩの小売電気事業者の負担総額

1/12※1

配分比率に応
じて配分

読み上げ
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5. 容量拠出金の計算方法
④各小売電気事業者への請求額の算定 計算例

◼ 各小売電気事業者への毎月の請求額

= (エリア別の小売電気事業者の負担総額 ÷ 12)※1 × シェア変動考慮後の配分比率※2

①エリア別容量拠出金
総額の算定

③小売電気事業者
の負担総額の算定

④各小売電気事業者
の請求額の算定

②一般送配電事業
者・配電事業者の負担
総額と請求額の算定

＝※2：シェア変動考慮後の配分比率

当該エリアでの全小売電気事業者のシェア変動考慮後のkWの合計

当該小売電気事業者の前年度夏季/冬季
ピーク※の託送契約電力kW実績の合計

当該小売電気事業者の実需給年度
請求対象月の託送契約電力kW実績

×
前年度の夏季/冬季ピーク※3時

電力kW実績の合計
（当該小売電気事業者）

※1：12か月で割った部分については小数点以下の値を切り捨てます。
※3：夏季ピークとは7～9月、冬季ピークとは12～2月が対象です。

計算イメージ

エリアＩの小売aへのある月の請求額
(2,986億円 ÷ 12) × 25% ≒ 62.2億円

1
エリアＩの小売電気事業者の
負担総額は2,986億円

1

35%

40%

25%
小売aへの
容量拠出金の請求額

小売bへの
容量拠出金の請求額

小売cへの
容量拠出金の請求額

2026/8/20
更新メモNo.35
・調達オークションが全国開催で
あること、2027年度は市場分断
されることを踏まえ、追加オークショ
ン説明会資料の内容を反映

本スライドで使用している金額は試算用の例です。

読み上げ KPMG
更新案

【20260916 KPMG更新】
・ボディの図に長期AX分を追加し数値を更新

2026/9/18 西村
・緑字部分を修正しました

【20260930 KPMG更新】
タイトルのアンダーバーをスペースに変更

【20260930 KPMG更新】
更新内容に異議ございません。

2026/10/17 西村
・※1が文中になかったため、追加して番
号ずらしました
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①エリア別容量拠出金
総額の算定

③小売電気事業者
の負担総額の算定

④各小売電気事業者
の請求額の算定

②一般送配電事業
者・配電事業者の負担
総額と請求額の算定

◼ 当該小売電気事業者に対する各月の容量拠出金の請求額は、主に以下の要素により算定されます。
Ⅰ.前年度の当該エリアの夏季/冬季ピーク※1時電力kW実績の合計※2 … (P.49参照)
Ⅱ.シェア変動 … (P.50参照)
Ⅲ.シェア変動考慮後のkW(推定)※3 … (P.51参照)
Ⅳ.シェア変動考慮後の配分比率※4  … (P.52参照)

5. 容量拠出金の計算方法
④各小売電気事業者への請求額の算定 全体像

➢ シェア変動考慮後のkW(推定)※3＝

➢ シェア変動考慮後の配分比率※4 ＝

➢ 各小売電気事業者への毎月の請求額※5

＝ (当該エリアの小売電気事業者の容量拠出金負担総額 ÷ 12か月) ※6 × シェア変動考慮後の配分比率※4

前年度の当該エリアの夏季/冬季ピーク※1時
電力kW実績の合計※2（当該小売電気事業者）

当該小売電気事業者の前年度夏季/冬季
ピーク※1の託送契約電力kW実績の合計

当該小売電気事業者の実需給年度
請求対象月の託送契約電力kW実績×

当該エリアの全小売電気事業者のシェア変動考慮後のkW(推定)の合計

シェア変動考慮後のkW(推定)※3

Ⅰ.
Ⅱ.シェア変動

Ⅲ.

Ⅳ.

※1：夏季ピークとは7～9月、冬季ピークとは12～2月が対象です。
※2：ピーク時電力kW実績の数値は送電端です。
※3：シェア変動考慮後のkW(推定)は小数点以下を四捨五入します。
※4：シェア変動考慮後の配分比率は小数点以下16位まで計算します（小数点以下17位を四捨五入）。
※5：各月の請求額は小数点以下の値を四捨五入します。
※6：12か月で割った部分については小数点以下を切り捨てます。

Ⅳ.

Ⅲ.

2026/8/20
・スライドの追加に伴い、掲載ペー
ジ数を更新
・一部オブジェクトがスライド外には
み出していたため微修正

【20260930 KPMG更新】
タイトルのアンダーバーをスペースに変更
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①エリア別容量拠出金
総額の算定

③小売電気事業者
の負担総額の算定

④各小売電気事業者
の請求額の算定

②一般送配電事業
者・配電事業者の負担
総額と請求額の算定

◼ 「ピーク時電力kW」とは、夏季ピーク（7～9月）/冬季ピーク（12～2月）の各月における、当該エリアの最大需
要発生時（1時間）の電力使用量（kWh）を指します。※1

◼ 実需給前年度の夏季ピーク時電力kW実績の合計※2は、実需給年度1～6回目（4月～9月分）の容量拠出
金請求額算定の基礎となり、実需給前年度の冬季ピーク時電力kW実績の合計※2は、実需給年度 7～12回
目（10月～3月分）の容量拠出金請求額算定の基礎となります。

5. 容量拠出金の計算方法
④各小売電気事業者への請求額の算定 Ⅰ.前年度の当該エリアの夏季/冬季ピーク時電力kW実績の合計

当該エリアのピーク時における、
各小売電気事業者の電力使
用量（1時間）を参照します。

※1 例）冬季ピークの12月を対象として、エリアAにおいて2026年12月14日9:00～10:00（1時間）に
エリア最大需要が発生した場合、この時間帯が最大需要発生時＝ピーク時となります。

■小売aのピーク時電力：240万kW（※240万kWh/1時間）
内訳 9:00～9:30  の小売aのkWh：125万kWh

 9:30～10:00の小売aのkWh：115万kWh

1260
万kW

小売a

小売b

小売c

エリアAにおける各小売電
気事業者の冬季ピーク時
電力kW実績の合計※2

エリア合計 3000万kW

前年度の当該エリアの夏季/冬季ピーク時電力
kW実績の合計※2（当該小売電気事業者）Ⅰ.

12月 1月 2月

小売c

小売b

小売a

300万
kW

360万
kW

600万
kW

300万
kW

300万
kW

240万
kW

300万
kW

240万
kW

360万
kW

エリアAにおける各小売電
気事業者の冬季ピーク時

電力kW実績

125万kWh＋115万kWh=240万kWh/1時間

8月7月6月5月 9月4月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

2026年度(実需給前年度)におけるエリアAの需要実績

夏季ピーク 冬季ピーク
840万
kW

900万
kW

※2:ピーク時電力kW実績の数値は送電端です。

2026/9/21 間島
←7月の分が、変なところにある。修正ください。

【20260930 KPMG更新】
タイトルのアンダーバーをスペースに変更

【20260930 KPMG更新】
ご指摘いただいた箇所について修正しました
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①エリア別容量拠出金
総額の算定

③小売電気事業者
の負担総額の算定

④各小売電気事業者
の請求額の算定

②一般送配電事業
者・配電事業者の負担
総額と請求額の算定

◼ 実需給前年度の夏季/冬季ピーク時電力kW実績に対し、「実需給前年度の夏季/冬季ピークの託送契約電力
kW実績の合計」と「実需給年度請求対象月の託送契約電力kW実績」の変動比率によるシェア変動を算定し、
次項のとおり「シェア変動考慮後のkW（推定）」に反映します。

5. 容量拠出金の計算方法
④各小売電気事業者への請求額の算定 Ⅱ.シェア変動

例：2027年11月を容量拠出金算定対象月とした例

8月7月6月5月 9月4月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

2026年度(実需給前年度)における小売事業者aの託送契約電力kW実績

冬季ピーク

8月7月6月5月 9月4月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

2027年度(実需給年度)における小売事業者aの託送契約電力kW実績

360万
kW

370万
kW

386万
kW

夏季ピーク

360万
kW

370万
kW

386万
kW

前年度の冬季ピークの
託送契約電力kW実績の合計：1116万kW

372万
kW

310万
kW

341万
kW

372万
kW

310万
kW

341万
kW

372万
kW

310万
kW

341万
kW

372万
kW

310万
kW

341万
kW

前年度の冬季ピークの託送契約電力kW

実需給年度の請求対象11月の
託送契約電力kW：310万kW

シェア変動：0.278
（＝310万kW/1116万kW）

当該小売電気事業者の実需給年度
請求対象月の託送契約電力kW実績

Ⅱ.シェア変動

当該小売電気事業者の前年度夏季/冬季
ピークの託送契約電力kW実績の合計

実需給年度の容量拠出金の請求対象月に係る、
実需給前年度の夏季/冬季ピークの託送契約電
力kWの合計の参照先は以下となります。

■実需給年度の請求対象4月～9月分
 … 実需給前年度夏季ピーク（7～9月）の

託送契約電力kW実績の合計を参照

■実需給年度の請求対象10月～3月分
 … 実需給前年度冬季ピーク（12～2月）の

託送契約電力kW実績の合計を参照

2026/8/20
・年度記載を更新
・句点を追加

本スライドで使用している金額は試算用の例です。

【20260930 KPMG更新】
タイトルのアンダーバーをスペースに変更

【20260930 KPMG更新】
通り→とおり に修正しました。
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5. 容量拠出金の計算方法
④各小売電気事業者への請求額の算定 Ⅲ.シェア変動考慮後のkW(推定)

◼ 前述のⅠ・Ⅱを用いて、シェア変動考慮後のkW（推定）を算定します。

➢ シェア変動考慮後のkW(推定)※1＝

1116万
kW

900万
kW

1575万
kW

エリアAにおける実需給前年度
冬季ピークの託送契約電力kW

実績の合計

310万
kW

375万
万kW

500万
kW

エリアAにおける
実需給年度11月の

託送契約電力kW実績

①エリア別容量拠出金
総額の算定

③小売電気事業者
の負担総額の算定

④各小売電気事業者
の請求額の算定

②一般送配電事業
者・配電事業者の負担
総額と請求額の算定

当該小売電気事業者の前年度夏季/冬季
ピークの託送契約電力kW実績の合計

当該小売電気事業者の実需給年度
請求対象月の託送契約電力kW実績×

例）実需給年度11月のエリアAの各小売電気事業者のシェア変動考慮後kW（推定）の算定

小売a

小売b

小売c

小売cの
シェア変動
31.75%

小売bの
シェア変動
41.67%

小売aの
シェア変動
27.78%

900万
kW

840万
kW

1260
万kW

小売a

小売b

小売c

エリアAにおける各小売電気
事業者の冬季ピーク時
電力kW実績の合計※2

250
万kW

350
万kW

400
万kW

シェア変動考慮後
のkW(推定)※1

×31.75%
（小売cのシェア変動）

×41.67%
（小売bのシェア変動）

×27.78%
（小売aのシェア変動）

実需給年度実需給前年度

エリアA合計3000万kW

Ⅱ.シェア変動

Ⅲ.

Ⅰ. Ⅲ.× =Ⅱ.

シェア変動考慮後
のkW（推定）を

算定します

Ⅱ.

シェア変動

前年度の当該エリアの夏季/冬季ピーク時
電力kW実績の合計※2（当該小売電気事業者）

Ⅰ.

エリアA合計1000万kW

※1：シェア変動考慮後のkW(推定)は小数点以下を四捨五入します。
※2：ピーク時電力kW実績の数値は送電端です。

本スライドで使用している金額は試算用の例です。

2026/9/18 西村
・※2が不要な場所に付いていたので削除しました

【20260930 KPMG更新】
タイトルのアンダーバーをスペースに変更

【20260930 KPMG更新】
修正いただいた点については異論ございません。
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5. 容量拠出金の計算方法
④各小売電気事業者への請求額の算定 Ⅳ.シェア変動考慮後の配分比率

◼ 前述のⅢを用いて、シェア変動考慮後の配分比率を算定します。

➢ シェア変動考慮後の配分比率※1 ＝

①エリア別容量拠出金
総額の算定

③小売電気事業者
の負担総額の算定

④各小売電気事業者
の請求額の算定

②一般送配電事業
者・配電事業者の負担
総額と請求額の算定

例）実需給年度11月のエリアAの各小売電気事業者のシェア変動考慮後の配分比率

Ⅲ.

当該エリアの全小売電気事業者のシェア変動考慮後のkW(推定)合計

シェア変動考慮後のkW(推定)※2Ⅳ.

シェア変動考慮後の
配分比率※1

25%

35%

40%

Ⅳ.

250
万kW

350
万kW

400
万kW

シェア変動考慮後
のkW(推定)※2

1000万kW

Ⅲ.

（＝小売cシェア変動考慮後のkW：400万kW／
      エリアAの全小売電気事業者のシェア変動考慮後のkW(推定)合計：1000万kW）

（＝小売bシェア変動考慮後のkW：350万kW／
      エリアAの全小売電気事業者のシェア変動考慮後のkW(推定)合計：1000万kW）

（＝小売aシェア変動考慮後のkW：250万kW／
      エリアAの全小売電気事業者のシェア変動考慮後のkW(推定)合計：1000万kW）

100%エリアA合計

小売a

小売b

小売c

※1：シェア変動考慮後の配分比率は小数点以下16位まで計算します（小数点以下17位を四捨五入）。
※2：シェア変動考慮後のkW(推定)は小数点以下を四捨五入します。

本スライドで使用している金額は試算用の例です。

【20260930 KPMG更新】
タイトルのアンダーバーをスペースに変更
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5. 容量拠出金の計算方法
④各小売電気事業者への請求額の算定 各小売電気事業者への毎月の請求額

◼ 前述のⅣを用いて、各小売電気事業者の容量拠出金請求額を算定します。

各小売電気事業者への毎月の請求額※1 
＝ (エリア別の小売電気事業者の負担総額 ÷ 12) ※2 × シェア変動考慮後の配分比率

①エリア別容量拠出金
総額の算定

③小売電気事業者
の負担総額の算定

④各小売電気事業者
の請求額の算定

②一般送配電事業
者・配電事業者の負担
総額と請求額の算定

例）実需給年度11月のエリアAの小売電気事業者a（以下、小売a）の容量拠出金請求額

Ⅳ.

エリアAの小売aの
2027年11月算定対象の

容量拠出金請求額※1

≒50.8億円

エリアAの小売電気事業者の容量
拠出金負担総額÷12か月※2

203.3億円
(2440億円÷12)

= ×
エリアAにおける小売aの

シェア変動考慮後の配分比率※3

25%

Ⅳ.

※1：各月の請求額は小数点以下の値を四捨五入します。
※2：12か月で割った部分については小数点以下を切り捨てます。
※3：シェア変動考慮後の配分比率は小数点以下16位まで計算します（小数点以下17位を四捨五入）。

2026/8/20
・年度記載を更新

本スライドで使用している金額は試算用の例です。

【20260930 KPMG更新】
タイトルのアンダーバーをスペースに変更



54
5. 容量拠出金の計算方法
（参考）夏季/冬季ピーク時電力kW実績の取得方法

①エリア別容量拠出金
総額の算定

③小売電気事業者
の負担総額の算定

④各小売電気事業者
の請求額の算定

②一般送配電事業
者・配電事業者の負担
総額と請求額の算定

◼ 下記算式内の夏季/冬季ピーク時電力kW実績は、各一般送配電事業者から本機関に提出される同時同量監視情報から算定
されます。

➢ シェア変動考慮後のkW(推定)※1､2＝

一般送配電事業者 広域機関
(広域機関システム)

事業者コード
（＋エリアコード）

同時同量監視情報の
接続対象電力量

300XA 100

300XA 500

400XA 200

411XA 10

422XA 0

エ
リ
ア
A

エ
リ
ア
B

事業者コード
（＋エリアコード）

同時同量監視情報の
接続対象電力量

500XB 150

600XB 0

事業者コード
（＋エリアコード）

事業者名

300XA A電力

400XA Bパワー

500XB Cエナジー

600XB Dエネルギー

同時同量監視
情報の提出

広域機関システム

事業者名
同時同量監視情報の

接続対象電力量

A電力 600(=100+500)

Bパワー 200

事業者名
同時同量監視情報の

接続対象電力量

Cエナジー 150

Dエネルギー 0

これらの同時同量
監視情報を基に

夏季/冬季ピーク時
電力kW実績が算定

されます

自己託送用の事業者コード
は抽出に含めない

実需給前年度の当該エリアの夏季/冬季ピーク時
電力kW実績の合計※2（当該小売電気事業者） 当該小売電気事業者の前年度夏季/

冬季ピークの託送契約電力kW実績の合計※3

当該小売電気事業者の実需給年度
請求対象月の託送契約電力kW実績

×

※1：シェア変動考慮後のkW(推定)は小数点以下を四捨五入します。
※2：託送契約電力kW実績とピーク時電力kW実績の個数が一致しない場合は、年間ピーク時のkW実績を当該データ数で除し、年間ピークの託送契約電力kW実績のデータ数を乗じ
て算定します。ピーク時電力kW実績が対象月の託送契約電力kW実績を上回る場合は、対象月のピーク時kW実績を対象月の託送契約電力kW実績に置き換えて算定します。
※3：ピーク時電力kW実績の数値は送電端です。

2026/9/21 間島
ここだけエリアA～Iじゃないに違和感はあるが、、、

【20260930 KPMG更新】
ご指摘いただいた箇所について、エリアA・Bとする
ことで修正しました

2026/10/16 西村
野間さんのコメントを踏まえて、「事業者コード（＋
エリアコード）」としました
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5. 容量拠出金の計算方法
未回収分の追加請求の配分方法

◼ 一般送配電事業者・配電事業者への追加請求額は、未回収が発生した同エリアの一般送配電事業者と配電
事業者へ、当該実需給年度の容量拠出金負担比率をもとにして算定を行います。

◼ 各小売電気事業者への追加請求額は、全国の未回収総額に当該実需給年度の容量拠出金負担比率を乗じ
ることで算定を行います。

小売電気事業者等に対する未回収の追加請求額の配分イメージ

※ 容量拠出金の未払が発生した事業者分の容量拠出金は除く

同一エリアの送配電事業者の
容量拠出金負担比率※に

応じて配分

全国の小売電気事業者の
容量拠出金負担比率※に応じて配分

小売電気事業者
の未回収総額

エリアAの小売cへの
追加請求額

エリアAの小売bへの
追加請求額

エリアAの小売aへの
追加請求額

…

エリアＩの小売zへの
追加請求額

容量拠出金の未回収総額 各事業者への追加請求額

エリアAの一般送配電事業者
・配電事業者の未回収総額

…

一般送配電事業者・
配電事業者の
未回収総額

各エリアの送配電事業者の
未回収総額

未回収の発生
エリアごと
に負担 エリアＩの一般送配電事業者

・配電事業者の未回収総額

【20260930 KPMG更新】
長期AX制度詳細説明会資料の未回収の配分
方法に係るスライドを追記

KPMG
新規作成

エリアAの一般送配電事業者
への追加請求額

エリアAの配電事業者
への追加請求額

エリアＩの一般送配電事業者
への追加請求額

…
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5. 容量拠出金の計算方法
還元総額の配分方法

◼ 一般送配電事業者・配電事業者への還元額は、一般送配電事業者・配電事業者への還元総額にエリア別の
H3需要比率を乗じた上で、同一エリアの送配電事業者の容量拠出金負担比率をもとに算定します。

◼ 各小売電気事業者に対する還元額は、小売電気事業者への還元総額に当該実需給年度の容量拠出金負担
比率を乗じることで算定を行います。

※1 系統接続費（円/kW/年）と価格差に着目した支援制度・拠点整備支援制度（円/kW/年）にかかる応札時の見積額と実績額との差額の減額が、交付年間総額（対象実需給年度4月）の算定
に間に合わなかった場合における減額分も含む

※2 対象実需給年度に支払われた容量拠出金全体の実績に対する送配電事業者の支払実績（案）
※3 送配電事業者の還元は未回収の追加請求に合わせてエリアへ配分後に各社へ配分する
※4 メインオークション落札時点のH3需要比率
※5 メインオークション分、追加オークション分及び長期脱炭素電源オークション分を合算して請求される容量拠出金のうち、未払が発生した事業者分の容量拠出金は除く

小売電気事業者等に対する還元額の配分イメージ

還元総額
送配/小売電気事業者

への還元総額
各エリアの送配電事業者への

還元総額
各小売/送配電事業者への

還元額

小売のみに
還元

一般送配電事業者・
配電事業者への

還元総額※3
・
・
・

エリアAの一般送配電事業者
への還元額

エリアAの配電事業者
への還元額

小売電気事業者への
還元総額

小売cへの還元額

小売bへの還元額

小売aへの還元額

・
・
・

小売zへの還元額
全国の小売電気事業者の

容量拠出金負担比率※5に応じて配分

・
・
・

エリアAの送配電事業者
への還元額

エリアBの送配電事業者
への還元額

同一エリアの
送配電事業者の

容量拠出金負担比率※5に
応じて配分

エリア別のH3
需要比率※4に

応じて配分

対象実需給年度中の
容量確保契約金額

の減少額※1

＋
容量確保契約金額

総額までの
他市場収益の還付額

経済的ペナルティ額

容量確保契約金額
総額を超える

他市場収益の還付額

送配電事業者
の負担割合※2

に応じて配分

【20260930 KPMG更新】
長期AX制度詳細説明会資料の還元額の配分
方法に係るスライドを追記

KPMG
新規作成

2026/10/17 西村
・リード文の一部を削除・追記。
・還元総額の左肩に付いていたA,B,C
は後段でも使われておらず、不要なので
削除。
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5. 容量拠出金の計算方法
(参考)年次精算（一般送配電事業者・配電事業者）

◼ 一般送配電事業者・配電事業者が対象となる年次精算は、容量拠出金の未回収分が発生した場合の追加請
求と、長期脱炭素電源オークションにおける他市場収益の還付額のうち、容量確保契約金額総額までの還付額
や、対象実需給年度中に発生する容量確保契約金額の減少額の還元※1となります。

◼ 一般送配電事業者・配電事業者への追加請求額・還元額に関する計算式は以下のとおりです。なお、還元額か
ら追加請求額を差し引いた金額が正となる場合は還元を、負となる場合は追加請求を実施します。

追加請求額 =

還元額 =

当該年度における当該エリアの送配電事業者の容量拠出金実際支払額※2

当該年度の容量拠出金実際支払額

KPMG
更新案

※1： メインオークション、調達オークション分は還元の対象外です。
※2： 容量拠出金の滞納が発生した事業者は対象から除きます。
本スライドで使用している金額は試算用の例です。

2026/9/24 西村
・ボディには追加請求のことしか書かれていないのに、リード
文で還元の説明をしているのが綺麗ではないので、このス
ライドは送配の追加請求の説明スライドとして、送配の還
元の説明スライドは別で新規作成してください。
（メインを含む内容の更新や新規作成が委託範囲外で
あれば当方で対応しますのでご連絡ください）
・年次精算のスライドが2ページしかないのは、情報量が不
足している気がするので、長期の制度詳細資料P.133-
136をコピペでもよいので流用してできるだけ分かりやすい
説明としてください。
20260917_youryou_syousaisetsumei_long.pdf

当該年度における当該エリアの送配電事業者の容量拠出金実際支払額※2

当該年度の容量拠出金実際支払額

【20261002 KPMG更新】
元のスライドが（未回収額-還元総額）に実際
支払額の比率を掛ける前提で作成されていたた
め、追加請求と還元を算定の上差を取る構成に
修正しました。
この構成の場合、リード文2ポツ目とボディ右側の
式を見れば、還元総額が大きくなれば還元が発
生することが事業者に伝わると考えております。

前提条件 追加請求額・還元額の計算 最終的な請求・還元額の算定

- エリアAに一般送配電事業者、配電
事業者α・βが存在

- 各事業者の容量拠出金の支払い額は以
下のとおり

- 一般送配電事業者 ：160億円
- 配電事業者α ：  40億円
- 配電事業者β ：  10億円

- 期中に配電事業者βが倒産し、4億円の
未回収が発生

- 送配電事業者への還元総額が50億円
- エリアAのH3需要比率が20%

追
加
請
求
額

還
元
額

一般送配電事業者への追加請求額：

4億円 × = 3.2億円

一般送配電事業者への還元額：

50億円 × 20% × = 8億円

(160億円 + 40億円)

160億円

(160億円 + 40億円)

160億円

還元額 – 追加請求額
= 8億円 – 3.2億円 
= 4.8億円

→金額が正となるため、4.8億円を還元

計算イメージ

【20261002 KPMG更新】
還元と追加請求の判定根拠を説明するため、
還元額-追加請求額が正であれば還元、負であ
れば追加請求となる旨を追記しました。

【20261002 KPMG更新】
各事業者に対して追加請求と還元を算定の上で
差を取ることをボディにて説明する形にしました

2026/10/14 齊藤丈典
２１スラと同様の理由で、市場退出による確保金
減算の表現を見直し

当該エリアの送配電事業者の
未回収総額

×

2026/10/17 西村
・リード文の計算式が間違っていたため修正
しました。合わせてボディの試算も修正。

送配電事業者への
還元総額 

エリア別の
H3需要比率

× ×

https://www.occto.or.jp/assets/20260917_youryou_syousaisetsumei_long.pdf
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5. 容量拠出金の計算方法
(参考)年次精算（小売電気事業者）

◼ 小売電気事業者が対象となる年次精算は、倒産などに起因する小売電気事業者分の容量拠出金の未回収分
が発生した場合の追加請求と、実需給期間前・実需給期間中に容量提供事業者から回収した経済的ペナル
ティや他市場収益の還付等の還元※となります。

◼ 小売電気事業者への追加請求額・還元額に関する計算式は以下のとおりです。なお、還元額から追加請求額を
差し引いた金額が正となる場合は還元を、負となる場合は追加請求を実施します。

追加請求額 =

還元額 =

当該年度における全国の小売電気事業者の容量拠出金実際支払額※

当該年度の容量拠出金実際支払額

KPMG
更新案

※： 容量拠出金の滞納が発生した事業者は対象から除きます。
本スライドで使用している金額は試算用の例です。

当該年度における全国の小売電気事業者の容量拠出金実際支払額※

当該年度の容量拠出金実際支払額

【20261002 KPMG更新】
元のスライドが（未回収額-還元総額）に実際
支払額の比率を掛ける前提で作成されていたた
め、一送・配電と同様に追加請求と還元を算定
の上差を取る構成に修正しました。
この構成の場合、リード文2ポツ目とボディ右側の
式を見れば、還元総額が大きくなれば還元が発
生することが事業者に伝わると考えております。

前提条件 追加請求額・還元額の計算 最終的な請求・還元額の算定

- エリアＡに小売電気事業者①, ②が、
エリアＢに小売電気事業者③, ④が存在

- 各小売電気事業者の実際支払額は以下
- 小売電気事業者①：600億円
- 小売電気事業者②：200億円
- 小売電気事業者③：200億円
- 小売電気事業者④：300億円

- 期中に小売電気事業者④社が倒産し、
100億円の未回収分が発生

- 容量提供事業者から200億円の経済的
ペナルティを回収

- 他市場収益の還付額による小売電気事
業者への還元分：50億円

追
加
請
求
額

還
元
額

小売電気事業者①への追加請求額：

100億円 × = 60億円

小売電気事業者①への還元額：

(200億円 + 50億円) ×

= 150億円

(600億円 + 200億円 + 200億円)

600億円

還元額 – 追加請求額
= 150億円 – 60億円 
= 90億円

→金額が正となるため、90億円を還元

計算イメージ

【20261002 KPMG更新】
還元と追加請求の判定根拠を説明するため、
還元額-追加請求額が正であれば還元、負であ
れば追加請求となる旨を追記しました。

【20261002 KPMG更新】
各事業者に対して追加請求と還元を算定の上で
差を取ることをボディにて説明する形にしました

(600億円 + 200億円 + 200億円)

600億円

2026/9/24 西村
・こちらも小売事業者の追加請求と還元でスライドを分け
たいです。
・4ポツ目の計算式、（未回収額ー経済的ペナルティ）と
なっているのはなぜ。追加請求額の計算式に経済的ペナ
は不要。（こちらもKPMGさんでの修正が難しい場合、当
方で対応しますのでご連絡ください）

小売電気事業者の
未回収総額 

×

小売電気事業者への
還元総額 

×
2026/10/17 西村
・リード文の計算式が間違っていたため修正
しましたボディの試算に他市場収益の還付を
追加。
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5. 容量拠出金の計算方法
(参考)容量拠出金仮請求額通知書（年間総額）の算定式

◼ 実需給2027年度に係る容量拠出金について、2026年12月頃に各小売電気事業者へ発行予定の仮請求額通
知書（年間総額）の計算式は以下となります。

◼ 当該仮請求通知書（年間総額）は、2026年12月時点で入手可能な諸元を用いた概算金額をお知らせすること
を目的としており、2027年7月以降の実際の請求額では算定方法が異なることにご留意ください。（P. 64参照）

エリア別各月の
小売電気事業者の
負担総額 

×
当該エリアの全小売電気事業者の
夏季ピーク時電力kW実績合計

当該エリアの各小売電気事業者の
夏季ピーク時電力kW実績合計

仮請求額（年間総額）＝∑

エリア別４月
の小売電気
事業者の負
担総額 

× 当該エリアの全小
売電気事業者の
夏季ピーク時電力
kW実績合計

当該エリアの各小
売電気事業者の
夏季ピーク時電
力kW実績合計

＝

エリア別5月
の小売電気
事業者の負
担総額 

×
当該エリアの全小
売電気事業者の
夏季ピーク時電力
kW実績合計

当該エリアの各小
売電気事業者の
夏季ピーク時電
力kW実績合計

＋

エリア別3月
の小売電気
事業者の負
担総額 

× 当該エリアの全小
売電気事業者の
夏季ピーク時電力
kW実績合計

当該エリアの各小
売電気事業者の
夏季ピーク時電
力kW実績合計

＋ ＋…

仮請求額（４月）
※小数点以下四捨五入

仮請求額（5月）
※小数点以下四捨五入

仮請求額（3月）
※小数点以下四捨五入

※小数点以下第17位で四捨五入

2026/8/20
・年度記載を更新
・メインオークション制度説明会
資料の記載と平仄を合わせて、
算定式内に「各月の」の文言を
追記

2026/9/21 間島
細かくて恐縮ですが、ここでは、小数点第17位ですが、
これ以前のページでは少数点17位なので、正しい方に
合わせてください。

【20260930 KPMG更新】
「小数点以下第17位」が正しい表現であるため、
本資料はすべてこの表現に修正しました
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5. 容量拠出金の計算方法
(参考)実需給期間中に新規参入した配電事業者の配分比率算定

◼ 年間最大需要の発生月よりもあとに新規参入があった場合は、配賦の基準となる需要が存在しないため、新規参
入月以降の各月の需要から平均シェアを算定した上で配分します。

配電事業者が新規参入する場合の算定方法(例)

エリアAの
一般送配電事業者・

配電事業者の
負担総額
×1/12

エリアAの
年間最大需要

発生月(8月)における
各事業者の

需要合計：15

一般送配電事業者
需要：13

配電事業者a
需要：２

一般送配電事業者
需要：10

配電事業者a
需要：２

配電事業者b
需要：3

2027年4月 2027年12月

具体的な算定のイメージ
・エリアAの容量拠出金負担額が1,800の場合
⇒エリアAの各月負担額は150

2027年4月~2027年11月
配電事業者a：
月次負担額 20 (=150×2/15)

一般送配電事業者
月次負担額 130 (=150-20)

2027年12月~2028年3月
配電事業者a：
月次負担額 20 (=150×2/15)

配電事業者b：
月次負担額 30 (=150×3/15)

一般送配電事業者
月次負担額 100 (=150-30-20)

配電事業者bは2027年12月から新規参入した事業者であり、
2027年12月～2028年3月の各月需要から算定した平均シェアが0.2
この場合、エリアの需要は15 × 0.2 = 3

2026/8/20
・年度記載を更新

本スライドで使用している金額は試算用の例です。
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5. 容量拠出金の計算方法
(参考)実需給期間中に新規参入した小売電気事業者の配分比率算定

◼ 小売電気事業者の容量拠出金のシェア配分は、実需給前年度の夏季/冬季のピーク時kWのシェアと、実需給
前年度と実需給年度の託送契約電力kW実績の比率を用いて算定が行われます。

◼ 小売電気事業者が新規参入した場合は、前年度のピーク時のシェアがないため、算定方法として、当該年度の各
月託送契約電力kW全体の合計に占める新規参入事業者分合計の比率を維持するようにエリアシェアkWを算
定し、その後、新規参入事業者間での当該年度各月の託送契約電力kWの按分によって、個々の事業者のシェ
アを算定※します。 ※新規参入事業者のエリアシェアkWに端数が生じた場合、当該kWが最大の新規参入事業者で調整を行う。

当該月のシェア変動考慮後kW  ＝  
実需給年度の当該月の託送契約電力kW

実需給前年度の夏季/冬季ピーク時の託送契約電力kW合計

＜計算例＞

事業者名

前年度
夏季/冬季ピーク時
託送契約電力kW

合計

区分
当該年度

N月託送契約
電力kW

当該年度
N月シェア変動考慮後

kW(推定)

A 2,000 2,500

B 1,500 2,000

C 1,000 1,500

D (実績なし) (実績なし)

E (実績なし) (実績なし)

合計 4,500 6,000

- 1,200 960

- 600 450

撤退 0 0

新規参入 80

新規参入 120

2,000 ③ 1,567

① 63

② 94

前年度
夏季/冬季ピーク時

電力kW合計

本スライドで使用している試算用の数値に根拠はありません。

実需給期間中に新規参入した

小売電気事業者のシェア変動考慮後kW※1 

（当該月の託送契約電力kWに占める新規参入事業者の比率※2

(1－当該月の託送契約電力kWに占める新規参入事業者の比率) ※2 

×エリア内の新規参入以外の事業者のシェア変動考慮後kWの合計)

新規参入した全事業者の当該月の託送契約電力kW実績の合計※2

新規参入した事業者の当該月の託送契約電力kW実績
＝ ×

実需給前年度の夏季/冬季
ピーク時電力kW合計  

× 

1,4101,800

×
𝟏,𝟒1𝟎

𝟏,𝟖𝟎𝟎

×
𝟏,𝟒𝟏𝟎

𝟏,𝟖𝟎𝟎

新規参入者の当該年度N月託送契約電力kWの

エリア比率10.00％を維持するエリアシェアkWを算定

① エリア内の新規参入以外の事業者のシェア変動考慮後kWの合計
×新規参入した事業者の当該月の託送契約電力kW実績
÷新規参入以外の託送kW合計

＝1,410×80÷1,800

＝62.666…

≒63 
※小数点以下は四捨五入

②1,410×120÷1,800

＝94

③960+450+63+94=1,567

※1：小数点以下は四捨五入。
※2：当該月の託送契約電力kWに占める新規参入事業者の比率、 （1－当該月の託送契約電力kWに占める新規参入事業者の比率）、新規参入した全事業者の当該月の託送契約電力kW実績の合計の

3点について、システムでの算定上は、既存事業者の当該月の託送契約電力kW合計を用いて計算します。

2026/8/20
・句点を追加
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5. 容量拠出金の計算方法
(参考)容量拠出金の端数調整

◼ 容量確保契約金額は、約款に基づき、金額の単位は1円とし、その端数は切り捨てます。

◼ 一方、容量拠出金は、容量確保契約金額の総額と同額とする必要があり、エリア配分や配分比率の算定、月次
請求や還元等の算定において端数が生じた場合、端数調整が行われます。

◼ 容量拠出金の算定過程の整数化においては、端数の四捨五入により端数調整を行います。また、その結果、算
定時の総額との端数調整の必要が生じた場合はエリア配賦時・事業者配賦時に調整※します。

容量確保契約金額 容量拠出金一致

個々の算定において
端数を切り捨て

エリア1

D社

エリア2

E社 F社 ・・・

A社 B社 C社 ・・・

エリア配賦時に端数調整

事業者配賦時に端数調整

・・・
最大９円

（エリア数９）

最大α円
（エリア内事業者数α）

※プラスとマイナスの両方の調整が行われます。

2026/9/21 間島
1,2ポツ目はほとんど同じでは？
冗長な部分は削除しました。1つのポツへ統合してくだ
さい。

【20260930 KPMG更新】
2ポツ目を削除しました。
約款には計算の過程で端数処理は行わないこと
が明記されているため、2ポツ目記載の「算定過
程で整数化が必要」な場合は発生しないという認
識です。
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◼ 実需給2027年度に係る容量拠出金について、事前に概算金額をお知らせすることを目的として、2026年12月
に容量拠出金仮請求額通知書（年間総額）の発行を予定しております。

◼ また、実需給期間の容量拠出金の算定諸元は、公表又は個別にお知らせすることを予定しております。

6. 容量拠出金算定諸元の公表等
容量拠出金算定諸元の公表及び仮請求額の通知

実施時期 帳票 2026年度
2027年度

（実需給年度）
2028年度

実需給前
容量拠出金仮請求額通知書

（年間総額）

月次
(実需給
開始後)

容量拠出金請求額通知書

請求書

年次
(実需給
開始後)

容量拠出金還元額通知書
（年次精算）

容量拠出金追加請求額通知書
（年次精算）

請求書/支払通知書

＜対象実需給年度2027年度における帳票の発行スケジュール（P.19の再掲）＞

2026年12月頃発行

2027年6月～2028年5月
毎月発行

2027年7月～2028年6月
毎月発行

2028年12月頃発行

2028年12月頃発行

2029年2月頃発行

2026/8/20
・年度記載を更新

読み上げ KPMG
更新案

【20260916 KPMG更新】
・28年度より長期AXの年次リクアセ実施や、他市場
収益の還付の実施を踏まえると、現行の年次精算スケ
ジュールは非常にタイトであるため、28年度より年次精
算のスケジュールを1か月後ろ倒しにしたことから、以下
反映
・年次精算に係るスケジュールを全工程1か月後ろ倒し
としてボディを更新

2026/9/21 間島
新規情報は何もないスライドだと思います。
不要なので削除してはどうか。

【20260930 KPMG更新】
■貴機関確認事項
ご認識のとおり新規情報が少ないスライドではある
ものの、第6章にて容量拠出金の算定方法を説
明するにあたり、その導入として作成されたスライド
であると認識しています。
要否についてはメインAX側に確認の上、不要であ
れば削除いただければと思います。
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◼ 実需給年度前年度12月に通知される容量拠出金の仮請求額と、実需給年度の請求対象月の2か月後に通知
される請求額とは、一致しない場合があります。仮請求額と請求額が一致しない理由は以下の2点です。 
①長期脱炭素電源オークション分のエリア別の小売電気事業者の負担総額※1

②エリア別の小売電気事業者の負担総額に実需給前年度の市場退出分が未反映※2

③実需給年度10月~3月の容量拠出金請求額算定に用いられる冬季ピーク時電力kW実績が未反映
④実需給年度の各月の託送契約電力kW実績に基づくシェア変動による補正が未反映

6. 容量拠出金算定諸元の公表等
仮請求額と請求額の算定諸元・算定方法の違い（小売電気事業者）

※3:容量拠出金仮請求額通知書には、年間総額に加えて、実需給年度4~2月の月額と、端数調整月の3月の月額が記載されています。
※4:夏季ピーク時の電力kW実績の合計について公表を行う場合は、仮請求額通知に使用した夏季ピーク日時も併せて公表します。
※5:各月の請求額は小数点以下の値を四捨五入します。
※6:12か月で割った部分については小数点以下を切り捨てます。

仮請求額（実需給年前年度12月に通知）の算定諸元・算定方法 P.65-68に記載のNoに対応

実需給年度の請求額（請求対象月の2か月後に通知）の算定諸元・算定方法

当該エリアの
当該小売電気事業者の

実需給年度各月の
容量拠出金請求額※5

当該エリアの小売
電気事業者の負担総額

（①実需給年度の算定時の
容量確保契約金額より算定、

市場退出分②反映済み）
÷ 12※6

＝
前年度の当該エリアの③夏季/冬季ピーク時

電力kW実績の合計（当該小売電気事業者）×

#4

#5
④シェア変動による補正

（詳細はP.50-52参照）×
#6 #7 #8

当該エリアの
当該小売電気事業者の

実需給年度各月の
容量拠出金請求額※3,※5

当該エリアの小売
電気事業者の負担総額
（①仮請求額算定時の

容量確保契約金額より算定、

②直近の公表資料による総額）
÷12※6

＝

前年度の当該エリアの③夏季ピーク時※4

電力kW実績の合計（当該小売電気事業者）

前年度の当該エリアの③夏季ピーク時※4

電力kW実績の合計（エリア合計）

×

#2

#3

#1

×
※仮請求額の算定では、シェア
変動による補正は適用しません

※1: 容量拠出金総額の算定には容量確保契約金額を用います。この際、仮請求額の算定時と実需給年度の請求額の算定時では長期脱炭素電源オークション分の容量確
保契約金額の補正方法が異なる場合があるため、容量拠出金総額及び容量拠出金請求額も異なります。具体的には、仮請求額の算定時は消費者物価指数（コア
CPI、年平均値）にて、実需給期間中の算定時は事業者の選択した指標を用いた補正方法にて、それぞれ補正します。

※2: 仮請求額の算定諸元となる「直近の公表資料による容量拠出金の負担総額」に、その時点の市場退出分が反映されていた場合、市場退出を反映した負担総額を用いま
す。実需給年度の容量拠出金の算定においては、実需給前年度までの市場退出分が反映された負担総額を用います。

読み上げ KPMG
更新案

【20260916 KPMG更新】
長期AX分は確保金における物価補正値によって、
拠出金総額が変わり得るのでその点を反映。
（※定例会コメントを受けて、補正方法に言及した）
・リード文更新
・ボディにも内容を記載

2026/9/21 間島
I.①は、小売だけでなく送配電もでは？
II.※1、②、図の左側の枠も同様に、送配電は固定
という前提が崩れているので、全体的に要修正

III.※1の拠出金総額の原資となる確保金って使い方
は正しいですか？
IV.あと、※1の文章は意味がわからない。
「確保金は、電源ごとに選択した物価変動等の補正
方法に応じて毎年4月期首に補正するため、仮請求
額の12月時点では、、、」が言いたいんですよね？

V.ここだ※「：」になっていないので、統一してください。

2026/9/24 西村
・他スライドでは※番号の連番はリード文とボディで別カウ
ントではなく、スライド中では連番になっているので合わせて
ください。

【20260930 KPMG更新】（記号を追加しまし
た）
I, II
→一送・配電における仮請求と請求額の違いに
関する説明をするスライドを追加し、そちらで説明
しています。
III, IV
→ご指摘を踏まえ、文章を修正しました。「拠出
金の算定には容量確保契約金額を用いる」「容
量確保契約金額は仮算定と本算定で異なる方
法で補正される」「よって拠出金の算定額も異な
る」の3点を記載する形としました。
V
→ご指摘いただいた箇所について修正しました。

【20260930 KPMG更新】
連番に修正しました。

【20261002 KPMG更新】
リード文と※1の注記をP96と合致させました
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6. 容量拠出金算定諸元の公表等
仮請求額の算定諸元公表・通知 実需給前年度の夏季ピーク時電力kW実績の通知（当該小売事業者）

◼ 容量拠出金仮請求額通知書に記載の仮請求額は、３つの算定諸元を用いて算定が可能です。

◼ 算定諸元は、本機関HP上での公表及び仮請求額通知書に記載します。

◼ 「＃2」の実需給前年度の当該エリア夏季ピーク時電力kW実績につきまして、実需給年度2027年度分を対象と
した仮請求額通知書に記載し、 2026年12月頃に各小売電気事業者へ通知予定です。

算定諸元 公表・通知方法

当該エリアの小売電気事業者の
負担総額

（仮請求額算定時の容量確保
契約金額より算定、直近の

公表資料による総額）

実需給前年度の当該エリアの
夏季ピーク時電力kW実績の合計※

（当該小売電気事業者）

実需給前年度の当該エリアの
夏季ピーク時電力kW実績の合計

（当該エリアの全小売電気事業者の
合計）

本機関HPにて
公表

仮請求額通知書
に記載

本機関HPにて
公表

1

2

3

#

※：ピーク時電力kW実績の数値は送電端です。

2026/8/20
・年度記載を更新
・容量拠出金 仮請求額通知
書（年間総額）のイメージを
最新版に差し替え

読み上げ

2026/9/21 間島
長期分の追加により、送配電の仮請求額もエリアプラ
イス×・・・では、算出できなくなっているので、示す必要
があるかどうか。

ここでは#1で小売だけでも問題ないと思うが、次ページ
の#1は小売だけでなく、送配電向けでもあると思う。
前々ページの#1と記載方法を要調整。

【20260930 KPMG更新】
タイトルのアンダーバーをスペースに変更

【20260930 KPMG更新】
送配電の仮請求額・請求額の算定方法・算定
諸元に係る説明を別スライドに起こしました。

【20261002 KPMG更新】
「仮請求額と請求額の算定諸元・算定方法の違
い（小売電気事業者）」の記載と平仄を合致

KPMG
更新案
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◼ 「＃1」のエリア別の小売電気事業者の負担総額、「＃3」の実需給前年度の当該エリアの全小売電気事業者の
ピーク時電力kW実績の合計（2026年度夏季ピーク分）は、2026年12月頃に本機関のHPに掲載予定です。

当該エリアの小売電気事業者の
負担総額

（仮請求額算定時の容量確保
契約金額より算定、直近の

公表資料による総額）

実需給前年度の当該エリアの
夏季ピーク時電力kW実績の合計※

（当該小売電気事業者）

実需給前年度の当該エリアの
夏季ピーク時電力kW実績の合計

（当該エリアの全小売電気事業者
の合計）

算定諸元

本機関HPにて
公表

仮請求額通知書
に記載

本機関HPにて
公表

公表・通知方法

1

2

3

#

6. 容量拠出金算定諸元の公表等
仮請求額の算定諸元公表・通知 負担総額・実需給前年度の夏季ピーク時電力kW実績(当該エリア合計)の公表

※：ピーク時電力kW実績の数値は送電端です。

イメージ

イメージ

2026/8/20
・年度記載を更新

読み上げ

2026/9/21 間島
To 西村さん
ここのイメージって長期分を別出しするって言っていたや
つでしょうか。
→それです。ちょっとまだフォーマットが確定していないの
で一旦このままでお願いします。（西村）

【20260930 KPMG更新】
タイトルのアンダーバーをスペースに変更

【20261002 KPMG更新】
「仮請求額と請求額の算定諸元・算定方法の違
い（小売電気事業者）」の記載と平仄を合致

KPMG
更新案
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6. 容量拠出金算定諸元の公表等
（参考）実需給前年度の冬季ピーク時電力kW実績の公表

＜（参考）実需給2026年度向け、各エリアの2025年度冬季（12-2月）における、最大
需要発生日時と全小売電気事業者のピーク時電力kW合計実績＞

※2026年6月1日公表の『2025年度の冬季（12-2月）ピーク時電力kWの公表について』のお知らせページは以下となります。
https://www.occto.or.jp/news/012203.html
ピーク時電力kW実績の数値は送電端です。

◼ 各小売電気事業者は、各エリアの全小売電気事業者の夏季/冬季のピーク時電力kW実績と自社のピーク時電
力kW実績を比較することで、容量拠出金の金額を概算で想定することも可能です。

◼ 各小売電気事業者にて冬季実績を反映した容量拠出金の概算値を想定いただくことができるよう、2026年度
の冬季（12-2月）ピーク時電力kWの実績を2027年5月頃に公表予定です。 

（参考）実需給2026年度向けに、2025年度の冬季（12-2月）ピーク時電力kWの実績は2026年6月1日に
公表しております。

エリア 最大需要発生日時(12月) 最大需要発生日時(1月) 最大需要発生日時(2月)
ピーク時電力kW合計実績

(全小売電気事業者)

北海道 2025/12/12(15:00～16:00) 2026/01/26(10:00～11:00) 2026/02/09(09:00～10:00) 14,968,507 kW

東北 2025/12/12(16:00～17:00) 2026/01/22(09:00～10:00) 2026/02/09(09:00～10:00) 41,773,167 kW

東京 2025/12/24(09:00～10:00) 2026/01/07(09:00～10:00) 2026/02/09(09:00～10:00) 141,419,116 kW

中部 2025/12/04(09:00～10:00) 2026/01/22(09:00～10:00) 2026/02/09(09:00～10:00) 64,483,755 kW

北陸 2025/12/05(09:00～10:00) 2026/01/22(09:00～10:00) 2026/02/09(09:00～10:00) 14,602,118 kW

関西 2025/12/15(09:00～10:00) 2026/01/26(09:00～10:00) 2026/02/09(09:00～10:00) 71,007,979 kW

中国 2025/12/04(09:00～10:00) 2026/01/22(09:00～10:00) 2026/02/09(09:00～10:00) 28,661,315 kW

四国 2025/12/16(08:00～09:00) 2026/01/22(18:00～19:00) 2026/02/09(08:00～09:00) 12,570,099 kW

九州 2025/12/26(18:00～19:00) 2026/01/26(08:00～09:00) 2026/02/09(08:00～09:00) 42,363,068 kW

2026/8/20
・年度記載を更新
・最大需要発生日時と全小売
電気事業者のピーク時電力
kW合計実績の表を2026年
度向けの内容に差し替えるとと
もに、公表時のURLを更新

https://www.occto.or.jp/news/012203.html
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◼ 実需給年度に発行される容量拠出金請求額通知書に記載の請求額は、５つの算定諸元を用いて算定が可能
です。

◼ これら算定諸元は、容量拠出金請求額通知書の発行に合わせて、本機関HP上での公表、あるいは個別にお知
らせすることを予定しています。

6. 容量拠出金算定諸元の公表等
請求額の算定諸元公表と通知

算定諸元# 公表・通知方法

当該エリアの小売電気事業者の負担総額
（実需給年度の算定時の容量確保契約
金額より算定、市場退出分反映済み）※1

当該小売電気事業者の実需給前年度の
当該エリア夏季/冬季ピーク時電力kW

実績の合計※2

当該小売電気事業者の実需給前年度の
当該エリア夏季/冬季ピークの託送契約電

力kW実績の合計※2

4

5

6

当該小売電気事業者の
実需給年度請求対象月の

当該エリア託送契約電力kW実績※2

7

当該エリアの
全小売電気事業者のシェア変動
考慮後のkW（推定）の合計

本機関HPにて
公表予定

個社ごとに
通知予定

個社ごとに
通知予定

個社ごとに
通知予定

本機関HPにて
公表予定

8

左記の算定諸元を用いて、実需給年度各月の容量拠出金
請求額は以下のとおりに算定されます。

当該エリアの
当該小売電気事業者
の実需給年度各月

の容量拠出金請求額

#4
÷12

#8

×#5

#6

#7

×＝

シェア変動による補正

※1: メインオークション及び追加オークション分、長期脱炭素電源オークション分、合計をそれぞれ公表
予定です。

※2: ピーク時電力kW実績は同時同量監視情報から算定します(P51参照)。また、託送契約電力
kW実績は、各一般送配電事業者から本機関に提供された数値を用いて算定します。これらの
数値を事業者のみなさまに通知いたしますが、月内のスイッチングや再点等により、事業者のみな
さまが託送契約の請求情報等で認識する値と差異が生じる場合があります。その場合であっても、
これらの数値を正として算定いたします。なお、ピーク時電力kW実績の数値は送電端です。

読み上げ

2026/9/21 間島
※内のインデントがぐちゃぐちゃなので、要修正。

2026/9/24 西村
・#4は「メイン追加分」「長期分」「合計」を公表する予定
なので、その旨追記ください。

【20260930 KPMG更新】
インデントを修正しました。

【20260930 KPMG更新】
注記に追記しました。

【20261002 KPMG更新】
「仮請求額と請求額の算定諸元・算定方法の違
い（小売電気事業者）」の記載と平仄を合致

KPMG
更新案

2026/10/17 西村
・本文中に※1がなかったので、追記しました
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◼ 小売電気事業者向けの容量拠出金に係る参考資料として、前項の容量拠出金請求額の算定諸元を入力する
ことで、容量拠出金請求額通知書に記載される請求額に至るまでの計算式や端数処理の確認が可能となる
Excel版の検算ツールを2025年度より公開しています。

◼ 2027年度向けの検算ツールは、2027年4月分の容量拠出金請求額通知書の発行を目途に公表予定です。

6. 容量拠出金算定諸元の公表等
（参考）小売電気事業者向け容量拠出金検算ツール

（参考）実需給2026年度向け検算ツール

2026/8/20
・年度記載を更新
・検算ツールのスクリーンショット
を実需給2026年度向けに更
新

読み上げ
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◼ 容量拠出金の算定諸元となる託送契約電力kWの一部取り扱いについて、お問合せの多いものについて以下のと
おりとなります。

6. 容量拠出金算定諸元の公表等
（参考）託送契約電力kWの一部取り扱いについて

種類 容量拠出金の算定に係る託送契約電力kWとしての取り扱い

揚水特措

予備線・予備電源

分割供給

「揚水発電設備等が設置された需要場所に接続供給を行なう場合の特別措置」（揚水特措）が適用されてい
る需要場所において、容量拠出金の算定に係る託送契約電力kWは、揚水特措適用前の契約電力が適用され
ます。

予備線（予備送電サービスA）、予備電源（予備送電サービスB）が利用される需要場所において、予備送電
サービス契約電力は、容量拠出金の算定に係る託送契約電力kWの対象とはなりません。

容量市場はkW価値に対して取引を行うことから、容量市場の実需給年度の各月のシェア補正の算定は、kWの
供給力を確保していく考え方に沿って各小売電気事業者の託送契約電力kWを用いることと国において整理がなさ
れ、具体的な算定方法については各小売電気事業者の当該地点の託送契約電力kWが用いられます。なお、分
割供給地点の場合でも、前述の内容に変更はございません。 
※容量拠出金の算定に係る託送契約電力kWは、分割供給地点における「流通費用調整額」等の調整は行い
ません。
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◼ 実需給年度前年度12月に通知される容量拠出金の仮請求額と、実需給年度の請求対象月の2か月後に通知
される請求額とは、一致しない場合があります。仮請求額と請求額が一致しない理由は以下の2点です。
①長期脱炭素電源オークション分のエリア別の一般送配電事業者・配電事業者の負担総額について、算定時に
用いる容量確保契約金額の補正方法が異なる場合があるため※1

②エリア別の一般送配電事業者・配電事業者の負担総額に実需給前年度の市場退出分が未反映なため※2

6. 容量拠出金算定諸元の公表等
仮請求額と請求額の算定諸元の違い（一般送配電事業者・配電事業者）

KPMG
新規作成

仮請求額の算定諸元・算定方法（一般送配電事業者）

各一般送配電事業者の
容量拠出金(各月) ※3 ＝

当該エリアでの配電事業者の
容量拠出金総額（各月）

（①仮請求額算定時の容量確保契約金額※1よ
り算定、②直近の公表資料による総額）÷12※4

-
エリア別の一般送配電事業者・配電事業者が負担する容量拠出金総額

（①仮請求額算定時の容量確保契約金額※1より算定、

②直近の公表資料による総額）÷12※4

#9 #10

【20261002 KPMG更新】
一送・配電の仮請求額と請求額の算定諸元の
違いに関するスライドを作成しました。

実需給年度の請求額の算定諸元・算定方法（一般送配電事業者）

各一般送配電事業者の
容量拠出金(各月) ※3 ＝

当該エリアでの配電事業者の
容量拠出金総額（各月）

（ ①実需給年度の算定時の容量確保契約金額
※1より算定、②市場退出分反映済み）÷12※4

-
エリア別の一般送配電事業者・配電事業者が負担する容量拠出金総額

（①実需給年度の算定時の容量確保契約金額※1より算定、

②市場退出分反映済み）÷12※4

#11
#12

エリア別の一般送配電事業者・配電事業者が負担する容量拠出金総額（各月）の算定諸元・算定方法

エリア別の一般送配電事業者・
配電事業者が負担する

容量拠出金総額（各月）※5

長期脱炭素電源オークションに
おけるエリア別容量拠出金総額※1 × )÷ 12

エリア別のメイ
ンオークションの
エリアプライス

＝( ( ×
メインオーク
ションH3

需要
＋

エリア別の調達
オークションの
エリアプライス

×
調達オークションH3
需要 – メインオーク

ションH3需要
)× 一定割合※6

＋ 一般送配電事業者・配電
事業者の負担比率※7

2026/10/17 西村
・エリア別の一般送配電事業者・配電事業
者が負担する容量拠出金総額（各月）の
算定諸元・算定方法の式について、
メインオークションH3需要比率、調達オーク
ションH3需要比率
をそれぞれ、
メインオークションH3需要 、(調達オークショ
ンH3需要 – メインオークションH3需要)
に修正。

・メイン追加にかかる「一般送配電事業者・
配電事業者の負担比率」を「一定割合」に
修正。合わせて注釈も修正。

※1: 容量拠出金総額の算定には容量確保契約金額を用います。この際、仮請求額の算定時と実需給年度の請求額の算定時では長期脱炭素電源オークション分の容量確保契約金額の補正方法が異なる場合が
あるため、容量拠出金総額及び容量拠出金請求額も異なります。具体的には、仮請求額の算定時は消費者物価指数（コアCPI、年平均値）にて、実需給期間中の算定時は事業者の選択した指標を用い
た補正方法にて、それぞれ補正します。

※2: 仮請求額の算定諸元となる「直近の公表資料による容量拠出金の負担総額」に、その時点の市場退出分が反映されていた場合、市場退出を反映した負担総額を用います。実需給年度の容量拠出金の算定
においては、実需給前年度までの市場退出分が反映された負担総額を用います。

※3: 容量拠出金仮請求額通知書には、年間総額に加えて、実需給年度4~2月の月額と、端数調整月の3月の月額が記載されています。
※4: 小数点以下の値を切り捨てます。
※5: 小数点以下の値を四捨五入します。
※6: 対象実需給年度別に定めた割合。2027年度は8%。
※7: 「メインオークションの一般送配電事業者・配電事業者負担総額÷メインオークションのエリア負担総額（経過措置を考慮する前）」にて算定します。
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◼ 仮請求額算定に用いる諸元は2026年12月頃に、実需給年度の請求額算定に用いる諸元は容量拠出金請求
額通知書の発行に合わせて、それぞれ本機関HP上で公表する予定です。

6. 容量拠出金算定諸元の公表等
仮請求額と請求額の算定諸元公表（一般送配電事業者・配電事業者）

読み上げ

エリア別の一般送配電事業者・配電事業者が
負担する容量拠出金総額（各月）

（仮請求額算定時の容量確保契約金額より
算定、直近の公表資料による総額）

当該エリアでの配電事業者の
容量拠出金総額

（仮請求額算定時の容量確保契約金額より
算定、直近の公表資料による総額）

エリア別の一般送配電事業者・配電事業者が
負担する容量拠出金総額

（実需給年度の算定時の容量確保契約金額
より算定、市場退出分反映済み）

算定諸元

本機関HPにて
2026年12月頃に

公表予定

本機関HPにて
容量拠出金請求額

通知書の発行に
合わせて公表予定

公表方法・時期

9

10

11

#

当該エリアでの配電事業者の
容量拠出金総額

（実需給年度の算定時の容量確保契約金額より
算定、市場退出分反映済み）

12

【20261002 KPMG更新】
一送・配電の算定諸元とその公表時期を記載し
たスライドを作成しました。
■貴機関確認事項
算定諸元の公表時期については小売の算定諸
元を参考に作成しましたが、公表時期について予
定と異なる場合は修正いただければと思います。

KPMG
新規作成

2026/10/17 西村
・#10と#12は公表することが決まっているん
ですかね？現状では配電がいないのでもちろ
ん公表していないが、 配電が入ってきたとして
も#9と#11だけ公表することもありうるので
は？配電が入ってきたときに改めて何を公表
するか検討する余地を残すために、この時点
ではここまで公表することを確約しない方が良
いか。
このスライドを直す場合、前頁も直す必要が
あり、今回は修正が間に合わないので一旦こ
のままとするが、後日要検討。
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7. 容量拠出金に係る取引の性質や税務処理
容量市場における消費税の取り扱い

◼ 容量確保契約金額、容量拠出金は消費税の課税対象となります。

◼ 実需給期間中の経済的ペナルティは、容量確保契約金額を上回る部分のみ不課税対象となります。

◼ 詳細は公表済の「容量市場における税金の取り扱いについて」をご参照ください。

出典：容量市場における税金の取り扱いについて
( https://www.occto.or.jp/assets/market-board/market/files/210212_youryoutax.pdf ）

容量確保契約金額：  課税対象

容量拠出金： 課税対象

/
実需給期間中の
経済的ペナルティ 課税対象 不課税対象：

＊経済的ペナルティのうち、容量確保契約金額を上回る部
分のみ不課税対象

読み上げ

2026/9/21 間島
リンクとインデントを修正しました。

【20260930 KPMG更新】
修正内容に異論ございません。

https://www.occto.or.jp/assets/market-board/market/files/210212_youryoutax.pdf
https://www.occto.or.jp/assets/market-board/market/files/210212_youryoutax.pdf
https://www.occto.or.jp/assets/market-board/market/files/210212_youryoutax.pdf
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7. 容量拠出金に係る取引の性質や税務処理
小売電気事業者等に係る取引別の消費税の取り扱い

◼ 小売電気事業者・一般送配電事業者・配電事業者に関連する取引として、容量拠出金、年次精算による追加
請求、還元があります。

◼ 既に公表済みの情報を含め、容量市場取引別の消費税の取り扱いは以下のとおりです。

取引の種類 取引の性質 消費税の取り扱い※

容量拠出金（月次）の請求

年次精算による還元

年次精算による追加請求

小売電気事業者・配電事業者・一般送配電事業者が、供給力を維持・確保するための
手段として支払う費用と位置づけられる。制度設計上も容量確保契約金額の原資とされ
ている

経済的ペナルティなどの発生に伴い減少する容量確保契約金額の年間総額と容量拠出
金の年間総額の差額調整として、一旦回収した容量拠出金の事後的な返還と位置付け
られる

容量拠出金の回収に応じて年間総額を一致させる年次精算が生じた場合の、回収先変
更による追加的な請求であり、取引上の位置づけは通常の容量拠出金請求と同様である

課税

課税

課税

※本スライドにおける消費税の取り扱いは変更となる可能性があります。

2026/8/20
・句点を追加

【20260916 KPMG更新】
長期AXとしては、還元の対象
に一送・配電事業者を含むこ
とから、以下更新
・ボディ部※1,※2を削除のう
え、リード文に「小売電気事業
者・配電事業者・一般送配電
事業者が対象
」の旨を明記

KPMG
更新案

2026/9/21 間島
1ポツ目で、一送より配電が先なのは変なので、チェンジ
あと、追加請求と還元も拠出金の一部だと思うので、1
つ目の項目は「容量拠出金（月次）の請求」くらいで
どうか。

2026/9/24 西村
・追加請求には「年次精算による」が付いていて、還元に
は付いていないのはなぜ。特に理由がなければ合わせたい。

【20260930 KPMG更新】
ご指摘いただいた通りに修正いたしました。

【20260930 KPMG更新】
特に理由はないと認識しておりますので、ご指摘い
ただいた通りに修正いたしました。
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7. 容量拠出金に係る取引の性質や税務処理
容量拠出金に係る消費税の取り扱いの詳細

◼ 小売電気事業者は、供給能力の確保義務を負っているところ、容量市場に対する容量拠出金の支払により、当該
義務を果たすとされています。また、一般送配電事業者は実需給断面での周波数調整に必要な調整力を確保する
責任を負っています。

◼ 容量拠出金は、本機関が容量提供事業者へ支払う容量確保契約金額及び、容量提供事業者から受領するペナ
ルティ・他市場収益の還付額を勘案し、金額の算定を行い、小売電気事業者等へ請求が行われます。

◼ そのため、小売電気事業者等が支払う容量拠出金は、容量提供事業者において課税処理となっている約款16条
(18条)・19,20条(21,25条)・(28条) ※1だけではなく、不課税処理となっている約款13条(12条)・(15条)・(24
条) ※1を考慮した全体が、「供給能力の確保義務の履行」という対価性が認められることから、課税として処理されま
す※2。
※1 カッコ内の条番号は、長期脱炭素電源オークションの容量確保契約約款の条となります。なお、長期脱炭素電源オークションの制度適用開始は  

2027年度以降となります。
※2 容量拠出金を超えて還元される部分は対価性が認められないため、不課税として処理されます。

容量
拠出金

16条(18条)※1

実需給前ペナ

19,20条(21,25条)※1

実需給ペナ

(28条)※1

還付額

13条(12条)※1

市場退出ペナ

(15条)※1

制度適用前ペナ

(24条)※1

その他ペナ

消費税：課税
※2 当初の容量拠出金を超える還元がある場合、当該部分は不課税

容量提供事業者から受領する
ペナルティ・他市場収益の還付額

2026/8/20
・句点を追加
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7. 容量拠出金に係る取引の性質や税務処理
インボイス制度対応について

◼ 消費税の仕入れ税額控除のために、容量市場における取引でも、インボイス制度対応を行う必要があります。

◼ 本機関は小売電気事業者等（一般送配電事業者・配電事業者を含む）へ、本機関の登録番号を記載した容量
拠出金の適格請求書を発行します※。

◼ 容量提供事業者からの適格請求書発行の代替手段として、本機関が発行する容量提供事業者への支払通知書
内に適格請求書に必要な情報を記載する運用を予定しております。

※小売電気事業者等の登録番号について、本機関から発行する請求書又は支払通知書に、小売電気事業者等の登録番号を
 記載するため、会員情報管理システムへの情報登録をお願いします（P.24参照）。

広域機関
容量提供
事業者

③支払通知書
（適格請求書の必要事項記載）

④適格請求書

⑤容量確保契約金額
支払

小売電気
事業者等

①適格請求書

②容量拠出金支払

一般消費者からの
電気料金にかかる消費税の

控除の際に必要

適格請求書の代替として、
広域機関から支払通知書を

発行

容量確保契約金額（各月）が、経済的ペナルティを上回るケースを想定した実運用イメージ

2026/8/20
・句点を追加
・吹き出しコメントの文体を統
一

読み上げ
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8. FAQ・お問合せ先・その他お知らせ
FAQ その1

◼ 【Q-1】各小売電気事業者への請求額の算定における最大需要発生時（1時間）について、各小
売ごとの最大需要発生時の値か、それとも、当該エリア全体の最大需要発生時における各小売電気
事業者の値を使用しますか。

◼ 【A-1】各小売電気事業者へ請求する容量拠出金の算定に使用する最大需要発生時（1時間）
は、当該エリアの最大需要発生時における各小売電気事業者の値を使用します。

◼ 【Q-2】容量拠出金はBG単位ではなく、小売電気事業者単位で請求されますか。

◼ 【A-2】容量拠出金の請求は、小売電気事業者それぞれに対して行われます。

◼ 【Q-3】容量拠出金の算定について、自己託送を行う需要分についてはどのように扱われますか。

◼ 【A-3】自己託送に関わる需要は容量拠出金の算定対象外となりますが、自己託送ではない、系統
からの購入電力による需要に対する契約電力分は容量拠出金の算定対象となります。

◼ 【Q-4】登録特定送配電事業者も、容量拠出金の請求対象でしょうか。

◼ 【A-4】登録特定送配電事業者が系統から電力の供給を受けている場合は、その部分に関しては小
売電気事業者と同様に容量拠出金の請求対象となります。ただし、一般の需要とは区別された特定
の供給地点の需要に対し、自エリア内での供給力のみをもって供給を行っている場合に限り、容量拠
出金の請求対象外となります。

2026/9/21 間島
Q-2の意図は、請求はBG or 小売ってことですよね？
BGにかかわらず、と記載されると算出過程でBGを考慮
しないという風に見えてしまう。

2026/9/21 間島
A-3の後半部分って必要？当たり前ですし、冗長なの
で、不要かと。Q-4に繋げる意図ならご放念ください。

【20260930 KPMG更新】
表現を変え、容量拠出金の請求は事業者単位
で請求される記載としました。
■貴機関確認事項
修正内容について記載意図に沿ったものとなって
いるかを、メインAX側にご確認いただければと思い
ます。

【20260930 KPMG更新】
弊社として認識相違ありませんが、メインAX側の
記載意図が不明であるため、貴機関にてご確認
いただければと思います。

【20260930 KPMG更新】
■貴機関確認事項
FAQ全体について
FAQの記載内容は実際の問合せに基づき、貴機
関にて判断の上で決定したと理解しております。
それゆえ、弊社にて記載意図の判断がつかない場
合が多く、明確な誤りの修正や長期AXの観点を
踏まえた追記など、可能な範囲での修正のみ実
施しております。
修正した内容については改めて貴機関内部にて
ご確認いただきたいと思います。
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8. FAQ・お問合せ先・その他お知らせ
FAQ その2

◼ 【Q-5】実需給前年度にて事業を休止し、実需給年度に事業を再開する予定だが、その場合、容量
拠出金はどのように算定されますか。

◼ 【A-5】実需給前年度の夏季/冬季のピーク時電力kW実績がゼロであり、託送契約電力kWの実績
もゼロの場合は新規参入として、実需給年度各月の託送契約電力kWをもとに容量拠出金を算定
します。

◼ 【Q-6】各小売電気事業者の配分比率の計算に使用する電力量は、需要端でしょうか、あるいは送
電端でしょうか。

◼ 【A-6】各小売電気事業者の配分比率の算定のために用いる電力量は送電端となります。

◼ 【Q-7】シェア変動を計算する託送契約断面日を教えてください（例えば4月1日の託送契約電力
kWとなるのか）。

◼ 【A-7】託送契約電力kW実績を算定する際、基本的に、託送料金の計算に用いた託送契約電力
kWの合算値を使用いたします。このため、例えば「４月分」であっても検針日等により、託送契約電
力kWの計算期間は異なります。本機関としては、各一般送配電事業者から連携される託送契約電
力kWの実績を正として算定いたします。

2026/9/21 間島
ここで「存じます」という記載は変では？

【20260930 KPMG更新】
「異なってくると存じます」→「異なります」に修正し
ました。
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8. FAQ・お問合せ先・その他お知らせ
FAQ その3

◼ 【Q-8】各小売電気事業者のシェア変動を計算する場合の有効桁数は小数点以下何桁ですか。

◼ 【A-8】各小売電気事業者のシェア変動後の配分比率の算出においては、小数点以下16桁までを
有効数字として扱います（実数の小数点以下第17位を四捨五入）。

◼ 【Q-9】容量拠出金が各小売電気事業者の負担となることから、容量拠出金を需要家の電気料金
に反映する場合もあるかと存じます。小売電気料金への反映は禁止されていないものと認識していま
すが、反映するにあたってルール等があればご教示いただけますでしょうか。

◼ 【A-9】容量拠出金に係る、小売電気料金への反映可否、方法については各事業者さまのご判断と
なります 。

◼ 【Q-10】実需給前年度冬季ピークの最終月（2月）に需給実績があれば、通常の算定方法となり
ますか。また、需要実績が前年度2月は発生せず、3月から発生していた場合、前年度実績は無しと
して、新規参入扱いとなりますか。

◼ 【A-10】実需給前年度２月分の託送契約電力kWが存在する場合、2027年度後半（10~3月
分）については新規参入とならず、通常の算定方法で容量拠出金の算定を行います。実需給前年
度のピーク実績が存在せず、３月以降に託送契約電力kWが発生した場合、新規参入扱いとなりま
す（P.61参照）。 

2026/8/20
・年度記載を更新

2026/9/21 間島
ここで「存じます」という記載は変では？

様 ⇒ さまに修正しました。

【20260930 KPMG更新】
「存じます」→「認識しています」に修正しました。
様→さま については異論ございません。
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8. FAQ・お問合せ先・その他お知らせ
FAQ その4

◼ 【Q-11】ある小売電気事業者が、容量提供事業者として容量確保契約も締結していた場合、月次
の容量確保契約金額と容量拠出金が相殺されることはありますか。

◼ 【A-11】容量確保契約金額の支払と、容量拠出金の請求は別々に行われます。

◼ 【Q-12】小売電気事業者が2027年3月まで小売需要家が存在し、2027年4月から需要家数が0
件となった場合、2027年4月分の容量拠出金は0円になる理解でよいですか。

◼ 【A-12】実需給年度において、各一般送配電事業者から連携される託送契約電力kWの実績が
0kWであれば、容量拠出金は0円となります。 

◼ 【Q-13】分割供給の場合、容量拠出金はどのように算定されますか。

◼ 【A-13】容量市場の容量拠出金の算定方法は、実需給前年度の夏季・冬季ピーク時の電力使用
量の実績比率にもとづいて算定が実施され、実需給年度の各月の託送契約電力kWによるシェア補
正が行われます。容量市場はkW価値に対して取引を行うことから、容量市場の実需給年度の各月
のシェア補正の算定は、kWの供給力を確保していく考え方に沿って各小売電気事業者の託送契約
電力kWを用いることと国において整理がなされ、具体的な算定方法については各小売電気事業者
の当該地点の託送契約電力kWが用いられます。なお、分割供給地点の場合でも、前述の内容に
変更はございません。 

2026/8/20
・年度記載を更新
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8. FAQ・お問合せ先・その他お知らせ
FAQ その5

◼ 【Q-14】実需給年度の各月のシェア補正の算定に用いられる託送契約電力kWには、自家発補給契
約電力分も含まれますか。

◼ 【A-14】自家発補給契約が適用される需要における託送契約電力kWも、実績に含まれます。

◼ 【Q-15】小売電気事業者の容量拠出金算定に用いるピーク時電力kWの値には最終保障供給分が
含まれますか。

◼ 【A-15】最終保障供給分のkWは含まれません。

◼ 【Q-16】2026年秋口より小売電気事業に新規参入したが、先般12月の2027年度向けの仮請求額
通知書が発行されなかった。新規参入の場合は仮請求通知書は発行いただけないのか。

◼ 【A-16】実需給前年度の新規参入の場合において、新規参入の時期により、実需給前年度の夏季
ピーク時電力kW実績が存在しない場合は、容量拠出金仮請求通知書の発行対象外となります。

2026/8/20
・年度記載を更新

2026/9/21 間島
最終保証 ではなく 最終保障では？

【20260930 KPMG更新】
ご指摘の通り修正しました。
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8. FAQ・お問合せ先・その他お知らせ
FAQ その6

◼ 【Q-17】小売電気事業者Aから小売電気事業者Bに小売電気事業を実需給前年度に承継した場合、
実需給期間中の容量拠出金の算定はどのようになるのか。※小売電気事業者AとB共に需要実績あり

◼ 【A-17】小売電気事業の承継があった場合、以下のケースのとおり諸元を参照して算定します。

ケース①：小売電気事業者A（事業者コード：A）から小売電気事業者B（事業者コード：B）に小売電気事業を承継し
 た場合（2026/10/1承継の前提）

・ 前年度夏季/冬季ピーク時電力kW ：小売電気事業者B（事業者コード：B）の実績のみ参照
・ 前年度夏季/冬季託送契約電力kW：小売電気事業者B（事業者コード：B）の実績のみ参照
・ 算定対象月の託送契約電力kW  ：小売電気事業者B（事業者コード：B）の実績のみ参照

これは小売電気事業者B（事業者コード：B）の実績を参照することで、託送契約電力kWの変動によって事業承継による 
変動が反映されるものとなります。

ケース②：小売電気事業者A（事業者コード：A）から小売電気事業者B（事業者コード：B）に小売電気事業を承継し  
たが、小売電気事業者Bが事業者コード：AとBを併用した場合（2024/10/1承継の前提）

・ 前年度夏季ピーク時電力kW     ：小売電気事業者B（事業者コード：B）の実績のみ参照（承継前のため）
・ 前年度冬季ピーク時電力kW     ：小売電気事業者AとB（事業者コード：AとB）の合算値を参照（承継後のため）
・ 前年度夏季託送契約電力kW   ：小売電気事業者B（事業者コード：B）の実績のみ参照（承継前のため）
・ 前年度冬季託送契約電力kW   ：小売電気事業者AとB（事業者コード：AとB）の合算値を参照（承継後のため）
・ 算定対象月の託送契約電力kW ：小売電気事業者AとB（事業者コード：AとB）の合算値を参照（承継後のため）

このケースは小売電気事業者Aから小売電気業者Bへ事業承継したものの、スイッチングの手間などの関係により、小売電気事
  業者Aが事業承継を機に本機関の会員を脱退した後も、小売電気事業者Bが引き続き事業者コード：Aを使用するケースで、
この場合は事業承継後において事業者コードAとBの合算値を参照する必要があります。

なお、事業承継に関連して、容量拠出金仮請求額通知書（年間総額）は実需給前年度夏季ピーク時電力kWを基に小売
電気事業者AとBへそれぞれ発行しているため、小売電気事業者Bは仮請求通知書と実需給期間中の容量拠出金の請求額
に関して、事業承継に伴う乖離が生じる可能性があります。

2026/8/20
・年度記載を更新

【20260930 KPMG更新】
通り→とおり に修正しました。
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8. FAQ・お問合せ先・その他お知らせ
FAQ その7

◼ 【Q-18】容量拠出金請求額通知書の発行から５営業日以内であれば、メールにより異議申立を行うこ
とができるとあります。この際に、事業者が異議申立を行わない場合でも、他事業者の異議申立による
再検討の結果によっては、通知書発行時点金額から請求金額が変わる事はありますか。

◼ 【A-18】 ご認識の通りです。事業者からの異議申立が無い場合であっても、同エリアにおける他事業者
からの異議申立により請求額が変更となった場合は、貴社への請求額も変わる可能性があります。
なお、異議申立に起因する場合に限らず、容量拠出金を再算定する場合には、再算定の理由の
如何によらず、以下のいずれかの対応を想定しています。
①当月請求を再算定し、通知書を再発行。
②次月以降の請求で、再算定との差額を精算。
③年次精算に、再算定との差額を反映。

◼ 【Q-19】小売電気事業者であるものの、電力供給実績がないので、容量拠出金は発生しないと認識
しています。その状況下でも、会員情報管理システム上へ口座情報及び適格請求書発行事業者登録
番号の登録が必要でしょうか。

◼ 【A-19】容量拠出金が発生しない小売電気事業者も、広域機関の会員情報管理システムの仕様上、
口座情報の入力が必須であること、今後において口座情報等が必要となった際のことを考慮し、各小売
電気事業者に、口座情報及び適格請求書発行事業者登録番号の入力をお願いしております。
なお、お預かりする情報のセキュリティには十分配慮しております。ご理解のほどよろしくお願いいたします。
※消費税法に基づく免税事業者に該当する場合には、適格請求書発行事業者登録番号の入力は
不要です。

2026/9/21 間島
ここだけ、「、」ではなく「,」になっているので要修正

2026/9/21 間島
←いる？

【20260930 KPMG更新】
ご指摘の通り修正しました。

【20260930 KPMG更新】
質問への直接的な回答ではないことから不要だと
考えます。メインAX側に記載の意図を確認の上、
削除していただければと思います。

2026/10/16 西村
野間さんの意見を踏まえて残し
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8. FAQ・お問合せ先・その他お知らせ
FAQ その8

◼ 【Q-20】各小売電気事業者に対する各月の容量拠出金請求額の計算過程における単位・端数処理
方法を教えてください。

   ①シェア変動
   ②シェア変動考慮後の㎾
   ③シェア変動後の配分比率
   ④各小売電気事業者への毎月の請求額

◼ 【A-20】

上記については、次のとおりです。
 ①シェア変動では端数処理せずに、②シェア変動考慮後のkW算出時に小数点以下を四捨五入します。
 ③シェア変動後の配分比率は、小数点以下第17位を四捨五入し、小数第16位まで計算します。
 ④各小売電気事業者への毎月の請求額は、小数第1位を四捨五入します。

なお、エリア別小売電気事業者の容量拠出金負担総額（各月）は、エリア別小売電気事業者の
容量拠出金負担総額（年間）を12で割り、小数点以下の端数を切り捨てることで算出いたします。
（3月分のエリア別小売電気事業者の容量拠出金負担総額（各月）にて、切捨てた端数の調整
を行います。）
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8. FAQ・お問合せ先・その他お知らせ
FAQ その9

◼ 【Q-21】一般送配電事業者は、年次精算の対象となるのでしょうか。

◼ 【A-21】一般送配電事業者も年次精算の対象となります。ただし、還元の対象は長期脱炭素電源
オークションにおいて、他市場収益の還付額のうち、容量確保契約金額総額までの還付額や、対象実
需給年度中に発生する容量確保契約金額の減少額に限る点をご留意ください。

  本資料の以下のページをご覧ください。
 ・年次精算（一般送配電事業者・配電事業者）：P57参照

◼ 【Q-22】広域機関が容量提供事業者に容量確保契約金額を支払う際に控除される振込手数料の金
額及びその取扱いを教えてください。

◼ 【A-22】容量市場に係る「容量確保契約に係る容量確保契約金額の支払金額」又は「容量拠出金
の年次精算を踏まえて支払となった場合の支払金額」について、本機関から事業者への支払に係る   
振込手数料は別途通知いたします。

なお、振込手数料は、容量確保契約に係る「容量確保契約約款（第21条）」と容量拠出金の
「容量市場業務マニュアル 容量拠出金対応編（対象実需給年度：2027年度）」に記載のとおり
事業者負担となり、本機関が発行する支払通知書に記載の支払金額（税込）から振込手数料
（税込）を差し引いた金額にて事業者へ入金されます。

【要対応】
黄色ハイライト部分については
確定次第更新ください。
・説明会日時
・業務マニュアル意見募集期間
・業務マニュアル（案）の公表
日および公表リンク

2026/8/20
・年度記載を更新

2026/9/21 間島
一送が還元の対象外という回答は正しくないのでは？

下の※は不要。削除してください。

【20260930 KPMG更新】
ご指摘を踏まえ、一送の年次精算の対象を明記
しました。また、※は削除しました。

2026/10/14 齊藤丈典
２１スラと同様の理由で、市場退出による確保金
減算の表現を見直し
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8. FAQ・お問合せ先・その他お知らせ
FAQ その10

◼ 【Q-23】容量拠出金請求額通知書における備考欄の記載内容について教えてください。

◼ 【A-23】容量拠出金の主要な算定根拠となる、各小売事業者ごとの以下の値を記載しております。

• 前年度ピーク時電力kW[kW]

• 前年度ピーク託送契約電力kW[kW]

• 請求対象月の託送契約電力kW[kW]

なお、2026年6月まで備考欄に記載しておりましたが、2026年7月より通知書下部に記載欄を追加
し、記載場所を備考欄から記載欄に変更しました。

（算定諸元 補足説明）
・夏季ピーク時電力kW実績は、実需給年度4月～9月分の算定に使用します。
・冬季ピーク時電力kW実績は、実需給年度10月～3月分の算定に使用します。
例えば、2027年4月分の算定には、2026年度夏季(7月～9月)のピーク時電力kW実績を使用しま
す。本説明会資料のP64からP68に、通知書の備考欄に記載される算定諸元について記載しています
のでご覧ください。

2026/8/20
・句点を追加
・年度記載を更新

2026/10/17 西村
・野間さんのコメントを黄色ハイライト部分に
反映。
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8. FAQ・お問合せ先・その他お知らせ
FAQ その11

◼ 【Q-24】「容量市場口座情報等の会員情報管理システムへの登録」（P35）に振込人名を入力する
際に、小売電気事業者等が使用するシステムの制約により、振込人名の変更ができない場合がありま
す。その場合を例示するとともに、対応方法を教えてください。

◼ 【A-24】次の点にご留意ください。
   １.事業者名は、半角カナ入力となります。
   ２.半角カナ入力時に、濁点を要する文字は、2文字にして入力します。例えば、「ジ」の場合、

「シ」と、濁点「゛」の二文字にします。
       ・変換方法は、例えば「いろはえなじー」であれば、「無変換」キーを2回押下すると半角カナ変換が

可能となります。また、「ジ」の場合、「シ」と濁点「゛」の二文字にします。
   ３.半角小文字は使用できないので、半角大文字にして入力します。例えば「ｵｰｸｼｮﾝ｣は、｢ｵｰｸｼﾖﾝ｣と  

入力します。
４.半角カナ入力方式で使用できる文字種は、

       ・カナ（小文字を除く)
       ・濁点、半濁点、英大文字(A～Z)、数字（0～9）、SP〔ｽﾍﾟｰｽ〕、記号4種類（(）、-〔ﾊｲﾌﾝ〕、

.〔ﾋﾟﾘｵﾄﾞ〕）
   ５.半角対象項目
       ・口座名義カナ
       ・債権代表者振込名義カナ

   



88
8. FAQ・お問合せ先・その他お知らせ
FAQ その12

◼ 【A-24】<前頁続き＞

    ６.参考情報
        ＜ご参考＞「会員情報管理システム取扱マニュアル～会員向け容量市場関連編～」P37,38

https://www.occto.or.jp/various/kaiin/index.html

    ７.なお、請求額の本機関への振込手続において、小売電気事業者等のシステムの制約により、振込
人名（カナ）に事業者コードなど任意の文字を追加できない場合には、本機関にお問合せください。

◼ 【Q-25】容量拠出金の算出に使われる「請求対象⽉の託送契約電⼒kW」につきまして、低圧電力の
場合は、「託送契約電⼒kW」はどのように算出されますか。

◼ 【A-25】容量拠出金の算定に使用する｢託送契約電⼒kW｣は、各一般送配電事業者から本機関に
事業者さまごとの数値で提供を受けた数値を用いています。なお、低圧・高圧・特高といった内訳やその
算出方法については、本機関では把握しておりません。

2026/9/21 間島
リンク先修正しました
広域機関⇒本機関 に修正しました

7の「一方で、 シ」の不要なスペースは削除してくだ
さい

【20260930 KPMG更新】
更新内容に異議ございません。
不要な空白を削除しました。

2026/10/17 西村
野間さん、田中さんのコメントを踏まえて、A-24の
7を削除、8に一部追記して、7に変更。

https://www.occto.or.jp/kaiin/kaiinjoho.html
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8. FAQ・お問合せ先・その他お知らせ
FAQ その13

◼ 【Q-26】小売電気事業者向け容量拠出金検算ツールは、どちらから入手できますか。

◼ 【A-26】実需給2027年度向けの検算ツールは、2027年度4月分の容量拠出金請求額通知書の発
行を目途に公表予定となります。
ご参考として、実需給2026年度向けの容量拠出金請求額の検算ツールを以下のページからご確認く
ださい。
https://www.occto.or.jp/various/capacity-market/jitsujukyukanren/youryoukyosyutukinkanren/shogen2026.html

◼ 【Q-27】 N月分の容量拠出金の請求書は（N＋３月）に適格請求書として発行されると認識してい
ます。各事業者における、容量拠出金に係る消費税の計上時期について教えてください。

◼ 【A-27】消費税の計上時期については納税主体の判断に委ねられており、事業者側における計上時期
等については本機関では判断いたしかねます。

◼ 【Q-28】新規参入事業者のエリアシェアkWに端数が生じた場合、当該kWが最大の新規参入事業者
で調整を行うものと認識しています。新規参入の場合で、自社が最大の事業者にあたるかどうかは、どの
ように判別することができますでしょうか。

◼ 【A-28】新規参入の最大事業者は、機密情報として公表はしておりませんので、お問合せをいただいた
際にお答えしております。

2026/8/20
・年度記載を更新
・検算ツールのURLを更新

2026/8/21 西村
検算ツールのURLを直リンクで
はなくhtmlにしました

https://www.occto.or.jp/various/capacity-market/jitsujukyukanren/youryoukyosyutukinkanren/shogen2026.html
https://www.occto.or.jp/various/capacity-market/jitsujukyukanren/youryoukyosyutukinkanren/shogen2026.html
https://www.occto.or.jp/various/capacity-market/jitsujukyukanren/youryoukyosyutukinkanren/shogen2026.html
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FAQ その14

◼ 【Q-29】事業者Bの需要家が前年度夏季ピーク時の指定日時に電力使用があり、その指定日時を過
ぎた後に事業者Aにスイッチングした場合（当該需要家を「旧B需要家」とします）、事業者Aに合算さ
れるのでしょうか。

◼ 【A-29】事業者A・Bとも、独立した事業者コードを継続して使用しているという前提とします。容量拠出
金は、同時同量データおよび各一般送配電事業者から本機関に提出される、事業者コードごとの情報
に基づき、エリア単位で算定されます。そのため、「旧B需要家」の前年度夏季ピーク時電力kWは、あく
まで事業者Bの実績として扱われ、合算されることはありません。

◼ 【Q-30】 7月～9月に需要があったにもかかわらず、ピーク時電力kW実績が0kWとなっている理由につ
いて教えてください。

◼ 【A-30】容量拠出金の算定に使用するピーク時電力kW実績は、最大需要が発生した日時の数値で
す。そのため、同じ月に需要や託送契約電力kW、容量拠出金の請求などがあった場合でも、ピーク時
電力kW実績は0kWとなることがあります。例えば、最大需要が発生した日時では、自家発電で需要が
賄われており、同時同量監視情報では0kWになっていた、という場合が該当します。
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お問合せ先

◼ 問合せ先は下記ページをご確認ください。
https://www.occto.or.jp/various/capacity-market/otoiawase.html

2026/8/20
・Webサイトのスクリーンショット
を最新のものに更新

読み上げ
KPMG
更新案

【20260916 KPMG更新】
問合せフォームについて、長期AX分も枠を拡張

2026/9/21 間島
リンク先修正しました
2ポツ目を1ポツ目に統合しました。

【20260930 KPMG更新】
更新内容に異議ございません。

https://www.occto.or.jp/various/capacity-market/otoiawase.html
https://www.occto.or.jp/various/capacity-market/otoiawase.html
https://www.occto.or.jp/various/capacity-market/otoiawase.html
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X（旧Twitter）による情報発信

◼ 本機関では、説明会の開催案内や容量市場に係るお知らせのHP掲載と共に、X（旧Twitter）を通じて情報発
信しております。

◼ 本機関からのお知らせ等の情報把握のために、ご活用いただきますようお願いいたします。 

https://x.com/occto_jp

＜ X（旧Twitter）の本機関ページ ＞

KPMG
更新案

【20260930 KPMG更新】
Twitterのスクリーンショットを最新のものに更新し
ました。

https://x.com/occto_jp
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その他お知らせ 事業者登録内容に変更がある場合のご対応についてのお願い

◼ 事業者登録内容にご変更がある場合は、下記URLをご参照の上、適宜、資源エネルギー庁及び本機関宛にお
手続きをお願いいたします。

◼ 資源エネルギー庁：小売電気事業の登録申請・届出

https://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/electric/summary/entry/

◼ 電力広域的運営推進機関：会員情報の変更・脱退

https://www.occto.or.jp/various/kaiin/henkou_dattai.html

＜資源エネルギー庁：小売電気事業の登録申請届出＞ ＜電力広域的運営推進機関：会員情報の変更・脱退＞

2026/8/20
・「～のうえ」を「～の上」に統一

2026/9/21 間島
リンク先修正しました
右下のHPが古いので、最新にしてください。

【20260930 KPMG更新】
タイトルのアンダーバーをスペースに変更

【20260930 KPMG更新】
更新内容に異議ございません。
「会員情報の変更・脱退」のスクリーンショットを更
新しました。

https://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/electric/summary/entry/
https://www.occto.or.jp/various/kaiin/henkou_dattai.html
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